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「韓国、台湾の経済開発における工業化プロセス」

要 約

大 隈 暉

 韓国、台湾は、国家主導型経済開発のなかで類

似する「工業化プロセス」をたどりながら高い経

済成長を遂げた。当時の国際環境も影響し、資本

蓄積資金の調達、技術の導入・開発、労働力育成、

商品市場確保のいずれにおいても極端な米・日偏

重のなかでの経済開発であった。それは、①米国

の国際戦略の一環である援助依存開発期としての

第一段階、②米国に加え、日本が高度成長の帰結

として韓国、台湾へ進出する米・日依存の第二段

階、そして、③韓国、台湾が自らの資本蓄積を増

大させ、企業の海外進出、資本の海外移転を図り

はじめて今日に至る時期、いわば独自の展開をは

じめる自立期としての第三段階、の三つに分類さ

れる。第一段階は世界的なドル不足の時代であり、

資本蓄積資金調達のためには台湾のように外貨を

節約する輸入代替産業の育成を行なうか、韓国の

ようにほとんど最初から外貨を獲得する輸出産業

を育成するかの選択であった。第二段階はそれぞ

れが輸出指向型工業化と同時に重化学工業を含め

たフルセット型産業構造を目指して走り、これが

大幅な資本蓄積資金の需要をもたらした。幸い金

融環境に恵まれ、世界的なドル余剰期に相当した

ためその資金調達を容易にした。第三段階はそれ

ぞれが高度技術集積・資本集約型工業化を目指す

中で産業構造の調整に直面する。韓国は財閥経営

の機能鈍化であり、台湾は中小企業方式の限界に

突き当たる。いわば韓国の台湾化、台湾の韓国化

が求められる。このように考えると、産業の健全

な発展のためにはその資金需要を満たす金融機能

の健全な発展が不可欠であることが分かる。韓国、

台湾の二つの事例はそのことを示す恰好の材料を

提供してくれる。しかし、何よりも重要なことは

経済開発における開発理念であろう。韓国の直接

統治型開発と台湾の間接統治型開発は単に外見的

なものではなく、為政者の思想やそれぞれのおか

れた初期条件や社会的背景の相違に起因した。そ

れが故に、類似した「工業化プロセス」をたどり

ながら開発の具体的施策や政策手法において明ら

かな差異につながった。それにしても教育は開発

の成否を決定的にするといわざるを得ない。経済

開発は人間が行なうものだからである。

                   以上
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はじめに

1)趣旨と目的

 経済開発における政府の役割は、その国の実

情に即して、効率と公平のバランスに配慮しな

がら、安定した経済成長の実現を図ることにあ
 ユ
 る。(P. サムエルソン［1997］)

  ところが、開発途上国ではもともと国民経済

そのものが未成熟であるため、政府が均衡のと

れた機能を果たせる状態にない。何が一人当た

 りの国民所得を増大させる政策手段になるのか

その優先順位を考え、それにしたがった経済開

発計画を立案し実行しなければならない。韓国、

台湾はいずれも工業化によって経済発展を遂げ

ようと考え、そのための計画を立案しそれを成

功させた。しかし、経済開発過程におけるひず

みの累積はどこかで調節しなければならなくな

 る。

(3段階工業化プロセス)

 韓国、台湾の工業化による経済開発プロセス

は、それぞれを取り巻く世界的な政治、経済情

勢や近隣諸国との緊張した国際関係の中で、類

似する3段階を経つつ進められた。第1段階は、

東西冷戦という国際緊張関係の中でもっぱら米

国の援助に依存して経済開発資金を調達した時

期、第2段階は日本と米国からの民間資本導入

によって工業化を推進した時期、そして自らの

力で経済開発を進め、さらには海外への資本進

出を実現するに至った第3段階から成り立つ3

つの段階である。しかし、それぞれの政府の経

済開発政策に対する考え方の相違により、実現

のための手法や実現された状況には大きな差異

が見られる。類似のプロセスをたどりながら、

なぜ異なった状況を生み出すことになったの

か。本稿では韓国、台湾の経済開発における

「工業化プロセス」がその初期条件に照らして

どのような展開を見せてきたかを検証し、経済

開発過程においてそれぞれの政府がどのように

この役割の実現に努力し、どのような成果を上

げるに至ったかを比較考察する。

2)アプローチの手法

 韓国、台湾の経済開発はその初期条件に左右

 され開発計画の開始時期に約10年の違いがあっ

た。台湾は1953年に「第1次経済建設4ヵ年計

画」を、韓国は1962年に「第1次経済開発5ヵ

年計画」を開始した。それにもかかわらず、そ

の経済開発プロセスは類似した三段階を経過し

て進められた。韓国の経済開発計画の開始が遅

れた理由の1つは朝鮮戦争の後遺症に原因があ

 り、2つは長期化した当時の李承晩政権がこれ

を乗り越える政治能力に欠如したことにあっ

た。本稿では、経済開発プロセスにおけるこれ

 ら3つの段階のそれぞれにおいて、韓国と台湾

がどのような状況にあったかについてその比較

検討を行なう。開発途上国が安定した高い経済

成長を実現して先進国にキャッチ・アップする

ためには、工業化を成功させなければならない。

 しかし、工業化が実現され、国際競争力ある製

品が生産されても、その販路が確保できなけれ

ば経済開発は持続できない。国内市場、輸出市

場を問わず、市場の確保が必要である。このた

. めには、国際競争力を維持できる技術水準とそ

れを支える労働力を必要とする。さらに、これ

に見合った生産資本、社会資本の蓄積が不可避

であり、そのための資金の調達を必要とする。

 一国の経済開発政策の成否は、経済開発の初

期段階においてどのような状況にあるかを的確

に把握した上で、上記の基本的な4つの問題

(①資本蓄積資金の調達、②高度な技術の導入

と開発、③高度な技術に対応できる労働の確保、

④製品販路としての市場)の解決にどのように

対処するかを主軸として立案され、実現される

かにかかっている。本稿では、上記の3段階の

それぞれにおいて、これら4つの視点から、工

業化プロセス推進の成果にアプローチする。特

に、資本蓄積資金の調達に焦点を当て、国家と

その有する金融システムが工業化プロセスの各

段階でどのように経済開発に寄与したかを考察

し、その検証過程でこれらの資本蓄積資金が国

際競争力を有する技術開発にどのように貢献し

1 P. サムエルソン・W. ノードハウス・都留重人監訳「サムエルソン経済学(上)」(原書第13版)、岩波書店、1997年。

p . 43 ts一 48
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たかをみる。即ち、韓国、台湾においては独自

の技術開発力の育成こそがそれぞれの目指す資

本集約型高度技術集積の経済発展に必須である

からである。そのためには資金調達の幅を広げ

る金融市場の発達が不可避の前提になり、同時

に経済政策のあり方と産業構造の変化を余儀な

くさせる。この解明のために、韓国、台湾にお

ける国家主導型金融システムにおける金融主体

の限界と制度劣化そしてそれらの再構築過程に

ついて考察する。

3)従来の研究成果との対比

  こうした経済開発の推進力をモノ(貿易)の

動きから分析し、いわゆる貿易の循環構造とし

て台湾と米国、日本を捉え、その関係を「三環
                    
構造」のなかの経済開発と指摘した劉進慶や韓

国、米国、日本という三角貿易の中の経済開発
         ヨ
であるとする李海珠等、これまでも示唆に富む

多くの分析がなされてきた。本稿では、韓国、

台湾の「工業化プロセス」を発展の3段階に分

類し、その過程を4つの基本的な視点から分析

の上、その具体的施策や手法がいかに異なった

内容であるかを検証する。この検証から、それ

ぞれにおける経済開発の原動力の所在を考察し

分析する。検討の対象期間は本稿の目的に照ら

し、韓国、台湾におけるそれぞれの経済開発計

画の開始時期(1962年差1953年)から1995年ま

でとし、一部については1995年以降のアジア通

貨危機の対応について言及する。また、韓国に

ついては1961年の李承晩政権崩壊までのいわゆ

る空白の10年を開発計画の遅れた理由との関連

において必要に応じ触れることにする。

の国々にとっては工業化以外に1人当りGDP

を増大させる経済開発の方策を見つけることが

出来なかったからである。多くの開発途上国は

できるだけ付加価値が高く価格の安定した国際

競争力ある工業化商品の開発によって内外市場

を獲得し、このことにより1人当たりGDPを

増大させる方法を考えざるを得ない。現在先進

国といわれる多く国々も工業化の推進によって

安定的経済成長を達成し近代化を果たしてき

た。多くの開発途上国が先進国の学習効果に学
            
びつつ、ガーシェンクロンのいう「後発性利益」

を享受しながら、工業化による経済開発を目指

したとしても不思議はない。しかし、開発途上

国の経済開発は内発的要因だけでは限界があ

り、外発的要因となる国際要因の助けを借りて

市場規模を拡大しつつ経済開発を推進した。お

かれた国際環境、民族主義(ナショナリズム)

の影響も大きい。こうしたなかで上記4つの問

題、なかでも資本蓄積資金調達の依存度は高く

この成否が経済開発を左右した。韓国、台湾は

まさにこれに相当した。

2)経済開発における「工業化プロセス」の3段階

  韓国、台湾の資源賦存状態は、多くの開発途

上国と同様に乏しく、工業化による経済開発し

かその方法がなかった。日本統治時代のハード

やソフトの遺産を初期条件として有しつつも、

戦後の「工業化プロセス」にあっては資本蓄積

のための資金が絶対的に欠乏しており、その調

達において国家が主導的役割を果たした。また、

その経済開発は米国と日本という国際要因に絶

対的な依存をしつつ成功したといえる。

1. 韓国、台湾の経済開発における工業化

  プロセス

1)経済開発における「工業化」の役割と必要性

 第2次世界大戦後の開発途上国の経済開発は

工業化の推進によって近代化を達成しようとす

る動きが大勢を占めた。資源賦存の乏しい多く

 経済開発における韓国、台湾の「工業化プロ

セス」をみると、多少の時期的ずれはあるもの
           らの類似した3段階パターンの存在に気付く。第

1段階は米ソ冷戦時代にあって米国の国際戦略

の枠組みとしての韓国、台湾の位置付けであり、

イデオロギー対立の最前線にあった。それぞれ

が経済開発のための資金を主として米国援助に

∩
乙
3
4

隅谷三喜男・丁壮慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 46～48

李海珠「新・東アジア時代の韓国経済発展論」税務経理協会、2001年。p. 245～6

安忠栄「現代東アジア経済論」岩波書店、p. 8～9A. Gerschenkron
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依存した。輸入代替型工業化を模索する1960年

代初頭までの時期がこれに相当する。第2段階

は米国に日本が加わり米国、日本を主軸にした

資本、技術、商品市場の枠組みが韓国、台湾の

経済開発を支える。とりわけ、高度成長を遂げ

た日本の対外進出がアジアにあっては韓国、台

湾に集中する時期である。1965年の日韓国交正

常化による対韓援助も韓国の経済開発の呼び水

になった。輸出指向型工業化・重化学工業化の

推進期であり、経済開発における国際的要因、

とりわけ米国、日本の両経済圏が韓国、台湾の

市場構造にビルト・インされ経済開発の絶対的

推進力になった。日本と米国からの民間資本の

導入や提携によって工業化を進めた時期であ

る。1960年代から1980年頃までの時期がこれに

相当する。第3段階はそれ以降の時期であり、

国際競争力強化を目指して高度技術集約型工業

化を推進する。同時に資本蓄積を果たした韓国、

台湾が次第に海外市場に直接進出し資本移転が

はじまりそして拡大する段階である。韓国、台

湾が米国、日本、欧州の先進国とアセアン、中

国等の後発国の狭間にあって独自の展開を迫ら

れる時期に相当する。これらの3段階を通して

見ると、第1段階はそれぞれの政府が金融の絶

対的コントロールの下に国家主導型金融システ

ムを展開し、第2段階はその機能がピークに達

し、第3段階は国家主導型金融機能の制度的限

界と劣化防止のための政策対応期に相当する。

この頃から韓国と台湾では資本蓄積資金の依存

体質(調達構造)に大きな差異が出始め、金融

機能再構築と金融改革の必要性に対する認識度

の差がそれぞれにおけるその後の金融機瀧の強

弱にむすびつくことになる。1997年のアジア通

貨危機に際し韓国はIMF管理下に置かれ、台湾

はこの危機を乗り切った。

(1) 「工業化」と産業高度化

  韓国、台湾は「工業化」を経済開発の主軸

 においた。1950年代の台湾における「第1次

 輸入代替工業化」は比較的長く、韓国のそれ

 はごく短期に終焉した。1960年代に入りいず

れもがいち早く「輸出指向型工業化」に政策

転換したからである。それ以降、それぞれが

一貫して外貨獲i得のための輸出振興を推進し

これが経済開発の基本戦略になった。1970年

代は韓国における「重化学工業化宣言」(1973

年)、台湾の「十大建設計画」(1973年)に見

られるごとく重化学工業化推進による産業の

高度化と規模の利益追求が一段と加速され

た。いわゆる「フルセット型」産業の育成を

目指して動き始めた時期である。これにとも

ない資本蓄積資金の調達も巨額且つ多岐にわ

たりはじめる。ちょうどその時期、中東の産

油国が獲得した外貨(オイル・ダラー)がだ

ぶつきはじめ、欧州のユーロ・ダラー市場に

出回ることになる。このオイル・ダラーを中

心とした世界的ドル余剰が韓国、台湾の資金

調達に極めて有利に作用したといえる。一方、

初期条件が影響して資金の調達方法は韓国、

台湾で大きく異なり、この違いがその後の経

済開発手法の差異につながる。しかし、重化

学工業化の推進はいずれにおいても成功した

といえず、台湾は比較的早い時期にこの政策

の大筋を断念する。韓国では市場規模を超え

た過剰生産設備が重荷となり、1980年忌の中

後半から大規模な産業調整を余儀なくされ

る。そして、新たな市場開拓を目指してそれ

ぞれが積極的に海外進出を具体化し始める。

1990年代は高度技術集積型産業による自立経

済を模索する時期にあたり、今日、韓国、台

湾はともにIT産業を主軸とした資本集約的

高度技術集積型産業立国に命運をかけること

になる。

(2)政府による一元的金融支配体制

  この「工業化プロセス」において、韓国、

 台湾が一貫してとった政策は金融機能の一元

 化、すなわち政府による強力な金融支配体制

 の構築であった。民間銀行の株式取得により

 金融機能の実質国有化政策をとった韓国と、

 公営銀行以外の銀行を認可せず綿密な法の網

 で金融機能を実質支配した台湾ではその政策

5 この3段階は「工業化プロセス」の大きな流れを分類するものであるが、その年代区分は原則として経済開発計画の

区切り(節目)によった。
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手法に違いがあるが、いずれも金融によって

産業をコントロールした点で共通した。そし

て、この金融支配が効果を発揮できた背景に

は日本統治時代に近代的貨幣制度の基盤が出

来上がっており、第2次世界大戦後の経済開
                    
発においてこれを継承しえた事実が大きい。

図表1:経済開発と「需要・供給・金融」の相関関係モデル

   ・・政府介入と成果…韓国・台湾の事例…

 国承による統制

(国家主導型経済開発〉

    財 政

経済開発計画

 また、生産体制と販売市場確保において韓

国がとった財閥中心の政策と、台湾のとった

中小企業中心の運営はその経済開発の推進方

法に大きな違いを見せることになる。台湾が

韓国の採用した財閥中心の政策をとりえなか

った原因に本省人と外省人で構成される社会

の二重構造が必然的に経済の二重構造をもた

らした背景があること。そして、韓国では経

済開発における「後発性利益」を短期間に享

受するためには財閥のような大企業中心の経

済運営の方がはるかに効率がよいと考えたこ

と。したがって、中小企業が育成される隙間

がなかったことなどその原因はいくつか考え

られる。しかし、このような政府による金融

の一元管理は結局企業統制の一元化につなが

り、実はこのことがそれぞれの資金調達方法

に大きな差異をもたらすことになった。そし

てこの違いがそれぞれの経済体質に微妙な影

響を及ぼし次第に拡大することになる。その

原因はそれぞれの初期条件に関係してくると

云わざるを得ない。図表1はこれらの相関関

係をモデル化したものである。

供 給
(∠醤三JXI言卜i山D  戦. 

村会資本蓄積

(インフラ整備)

   コ 無韻(・陽計軌. ＿響)
海外需要(輸出)

                            韓国では政府が直接的に資金調達に関与し

                           援助や借款によって資本蓄積資金の調達とそ

                           の拡大を図った。開発初期の資本蓄積が極端

                           に乏しく、また国内金融市場も未発達の状況

                           下では政府が率先して外国からの援助や借款

                           を導入し、自らその資金配分を行なう以外に

                           方法がなかったからである。そして、政府が

                           調達した資金を一元的な金融支配の組織を通

                           じて企業に配分し続けながら企業支配力を維
                                             
                           持した。韓国の「国家主導型経済開発」とは

                           政府に集中する権限だけでなく金融のメカニ

                           ズムを通して産業活動全体を主導し統制する

                           こと、すなわち「国家がメイン・バンク(主

                           力銀行)の役割を担う経済開発システム」で

                           あったと考えてよい。しかし、このような外

                           部負債(借款)依存体質が継続したその後の

                           経緯から振り返ってみると、当時外国からの

                           直接投資を積極的に導入する考えが薄れてし

                           まったと云わざるを得ない。後年、1997年の

                           アジア通貨危機の波及によって韓国がIMF管

                           理下に置かれ、その結果として外国資本の直

                           接投資を超積極的に受け入れる環境変化が起

                           きたことから考え合わせると驚くべき外資拒

                           否現象があったと云わざるを得ない。そこに

6 植木三郎編著「韓国の金融事情」アジア経済研究所(1969年)p. 43～、植木:三郎編著「台湾の金融事情」(1969年)p. 23

 ～、羽鳥敬彦「朝鮮における植民地幣制の形成」未来社(1986年)、金丁丁「親日派のための弁明」草思社(2002年)。

 日本統治時代に朝鮮、台湾ではじめて近代的統一貨幣制度が導入され、これがその後の経済開発に貢献したことは否め

ない。

7 韓国・台湾のように国家の権限を集中して経済開発を強力に推進する方式を指して「開発独裁」あるいは「国家主導

型経済開発」「政府指導型経済開発」と呼ばれる。本稿では開発に伴う権限や実際の実施方式がいかに国家に集中して

いたかに注目して「国主導型経済開発」という表現を使用する。ただ、本来、どこにも共通する普遍的呼称はないとい

 うべく、むしろ経済開発における「韓国方式」「台湾方式」と呼ぶのが事実に即しているのであろう。このため、必要

に応じてこの表現も併用する。
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は当時の韓国に根強く存在した外国資本の支

配に対する拒否感覚の存在を理解する必要が

あろう。しかし、より直接的には外資導入と

それに伴なう企業内技術移転の積極化はその

分だけ政府の企業支配力を弱めることを意味

した。政府が調達した資金を一元的な金融支

配の仕組を通じて企業に分配をつづける限り

少なくとも政府の企業支配力は確保できる。

それは、単に資本蓄積資金だけでなく、生

産・販売から技術開発・人材の育成までに政

府の影響が及ぶことになる。当時の韓国政府

はこれを狙ったと考えられる。しかし、国家

主導が直接的になればなるほどこの種開発方

式をもって「開発独裁」と云われるようにな
 

る。

 一方、台湾も蒋介石による「国家主導型経

済開発」であり、1987年までは戒厳令が施行

されていた。その意味で韓国以上に軍事独裁
          
下の経済開発であった。国家主導が徹底して

いたという点で韓国と並ぶ「開発独裁」であ

ったと表現できる。ただ、台湾は実利に徹し

た。金融を完全掌握した点では韓国と同じで

あったが、実際の政策手法は内外情勢に対応

しながら現実路線を採用した。変化に対応し

ながら官業独占から民業優先へと巧みにその

政策を変更させていく。その流れは1950年代

半ばから始まった。1975年の蒋介石没後この

傾向は一段と強まる。中国に対峙して国際間

での自立を図り国力を充実させるためには、

本省人(台湾人)中心の経済開発のなかで、

その活力を利用しつつ、実利を求める国家統

制にせざるを得なかったといえる。とはいえ、

社会経済が二重構造になった中で政府が政治

的一元管理を行なうことは難しい。だからこ

そ38年間の長期にわたり戒厳令が解除されな

かった理由でもあろう。ここで、韓国とは異

なる台湾における外資の積極導入姿勢につい

て考えてみたい。台湾は1840～42年のアヘン

戦争以降日本の統治時代を通して、伝統的に

外部資本の循環のなかで経済運営がなされて

きた。米、糖(砂糖)、茶産業はこの資金循

環の代表的産物であったといえる。すなわち、

台湾における生産資本は出先の英国商館(貿

易商社)により調達され、その輸出代金は香

港に蓄積されながら拡大再生産資本として再

び台湾に回ってくる。日本統治時代は本土

(内地)と台湾の間で同じように資金が循環

する仕組みであった。戦後の経済開発におけ

る台湾経済の要(かなめ)が早い時期から本

省人中心の中小企業にあったとすればもとも

と外資を有効利用する環境があったと考える

ことは容易である。一方、政府の側から見れ

ば、金融支配が継続し経済開発の目標が達成

されることによって「自給と自立」が実現す

る限り、いわば「黒い猫でも白い猫でもネズ

ミを獲ってくれればよい」(郵小平)。すなわ

ち、外国資本であっても政府の統制が崩れな

い限り台湾経済の活性化につながればよいと

いうことになる。このため、積極的に外資導

入を推進しそこから技術導入も図った。この

ことは、その後の経済開発における、韓国の

「大きな政府」と台湾の「小さな政府」の考

え方にもつながることになる。そして、小回

りが効くかどうかはそれぞれの経済体質の強

靭さと弾力性に関係してくる。

 ただ、政府による金融機能の一元的支配体

制の継続は金融仲介機能の保守化を促進し、

金融機関の市場競争原理に基づく経営意識を

薄れさせた。1980年代以降の世界的な金融自

由化、グローバリゼーションの潮流の中で、

韓国と台湾は金融改革への取り組み姿勢に違

いを見せることになった。台湾は金融制度の

大改革に乗りだし国際金融市場に耐え得る金

融機関の体質強化と経営改善を積極的に推進
            ユむした。BIS自己資本比率規制をいち早く導入

しこれを実行したのも台湾である。これらの

8 7に同じ。

9 上に同じ。

10 BIS(国際決裁銀行)の定める経営指標で、国際業務を行なう金融機関はリスク・ウエイテッド・アセット(リスク

 の掛目をつけて計算された総資産)の8％以上の自己資本比率達成を義務付けられる。
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政策がその後の金融市場の競争力強化につな

がった。そして、1980年代後半には金融シス

テムの整備を一応完了する。韓国は台湾と同

様の問題意識はもっていたが、実質国有化さ

れた金融システムに慣れきっていたため財閥

企業も政府依存体質が浸透し、金融システム

の抜本的変化を望まなかった。危機感を抱い

た金泳三大統領(1993年就任)が金融実名制

の導入を行ない、それまでになかった金融市

場の改革を実施したがその効果はあらわれ

ず、金大中大統領(1998年就任)の金融大改

革の断行を待つことになった。このような政

府依存体質と外部負債(借款)体質の萌芽は、

それが経済開発の初期段階では止むを得ない

事情があったにせよ、結局のところ経済開発

の初期段階の開発政策にさかのぼることがで

きる。このため韓国は世界の流れに即応した

金融改革の実施が遅れた。日本の事情に類似

する。このことに早く気付き金融改革を断行

した台湾と、遅れた韓国の差は1997年のアジ

ア通貨危機に際し明暗をつくった。韓国は

IMF管理下におかれることになり、台湾はこ

の危機を乗りきった。

(3)外発的要因としての米国と日本

  一般的にいって、開発途上国の経済開発は

 内発的要因である国内要因に主として頼る自

 力的開発と、外発的要因となる国際要因を最

 初から加味しながら自力と他力の組み合わせ

 による複合的開発の二つに分類できよう。中

 南米の開発はどちらかといえば前者に属すが

 その多くは不成功に終わった。潜在的需要を

 国内に求めたが内需の喚起に失敗したからで

 ある。アジアはまさに後者の複合的開発を採

 用した。単発的要因である国際要因を上手に

 組み込みながら経済開発を行なった。そもそ

 も内需に期待するには国内市場が余りに狭隆

 であり、最初から国外市場確保のための外発

 的要因に頼らざるをえなかったからである。

 むしろ、この方法が成功した。

 なかでも、韓国・台湾の経済開発は後者に

分類される典型的な成功事例になった。経済

9

開発の開始時期がまさに米ソ冷戦による東西

緊張が生み出す国際関係の只中にあり、しか

もそれぞれが冷戦の最前線に位置した。それ

がゆえに経済開発の推進が急がれ、西側先進

諸国の支援、とりわけ米国による政治的援助

を享受しえたという国際的要因は大きい。そ

して、同じ外発的国際要因のなかで戦後の復

興を遂げ、いち早く持続的経済成長軌道に乗

せた隣国日本がそれぞれの経済開発の初期段

階からこれに関係しつつ果たしてきた役割も

無視できない。また、韓国、台湾がかって日

本の統治下にあった事実は程度の差こそあれ

その初期条件のなかに有形、無形の一定の遺

産効果を及ぼしたことも認めざるをえない。

そして、経済開発の開始段階から国際的要因

としての米国と日本の経済が韓国、台湾の市

場構造にビルト・インされる萌芽を見せつ

つ、工業化が進むに連れて益々緊密な関係に

組み込まれ、こうした環境のなかで、韓国、

台湾が飛躍的経済発展を遂げたことは注目す

べき現象であった。韓国、米国、日本、そし

て台湾、米国、日本のトライアングル構造こ

そが韓国、台湾の持続的経済発展の外注的な

国際要因になったと考えられるからである。

同時に東西の冷戦構造が溶け、旧ソ連が解体

した1991前後を境に、それぞれが中国や東南

アジアの開発途上国の追い上げにあいながら

新しい国際関係のなかで次第に新たな市場構

造を模索し始めた現象も非常に興味ぶかい。

これらのことはアジアの中の日本が韓国、台

湾との枠組みを今後どのように考え、そして

アジアの一員としてどのように生きていくか

という大きな問いかけを提起してくれること

にもなった。

 ところで、韓国、台湾はどのようにして米

国、日本との関係を深めていくことになった

か、そしてそのことが韓国、台湾にとってど

のように経済開発の藍屋要因(国際要因)に

なったのか概括しておきたい。当時の国際情

勢は、東西冷戦という政治的要因だけでなく、

第2次世界大戦後の趨勢とりわけ資本主義世

界の方向が国連やブレトンウッズ体制の大枠



の中で国際間の自由化を推進しながら、その

ことによって経済的繁栄と平和を享受し、再

び戦争のない世界を構築ようという大きな潮

流の中にあった。現在のWTO(世界貿易機

関)の前身であるGATT(関税と貿易に関す

る一般協定)における国際貿易の基本的考え

方はそれまでの関税や貿易障害をできるだけ

除去し、国際分業を推進する方向にあったと

いえる。この国際協力体制の推進こそが世界

経済の安定化と繁栄につながると考えられ

た。この潮流が、一つには韓国、台湾にとっ

ては米国と日本の経済に密接にむすびつく契

機になった。そうした中で、「韓・米・日」、

「台・米・日」というそれぞれにおける三角

の関係、すなわちトライアングル構造が戦後

の援:助期にもまして深まることになった。同

時に、このような経済的関係を強固にするこ

とが米ソ冷戦が激化するなかでイデオロギ

ー・ tロントの防波堤を高くする意味で米

国、日本の国益につながったといえる。少な

くとも1995年の段階まではこの関係を抜きに

して韓国、台湾の経済を語ることができなく

なってしまった。云い方をかえれば、このト

ライアングル構造こそが韓国、台湾の経済開

発を成功させ持続的成長軌道に乗せたという

ことができる。それでは、韓国、台湾の経済

開発にとって米国、日本は外声的要因として

具体的にどのような役割を果たして来たの

か。4つの視点から次のような特性を指摘す

ることができる。

 ①資本蓄積資金の調達…戦後復興と開発初

期の主役を果たした米国援助は韓国では1961

年に、台湾では1965年に打ち切られた。援助

の総計はそれぞれ32億ドルと15億ドルに達し

た。この時期米国以外の援助はない。韓国に

対しては1965年の「日韓基本協定」に基づく

日本からの無償援助並びに借款の供与がはじ

まる。その後は、米国・日本を中心に欧米先

進国や国際金融機関からの借款が多角化す

る。台湾では米国、日本を主とする外国直接

投資比重が高いのが特徴である。その後、韓

国では外国借款、台湾では外国直接投資が資

一IO一

丁調達方法の主流になる。米国、

る資金提供者であった。

日本が主た

②高度な技術の導入と開発…経済開発期に

おける高度な技術の導入はその開発の後期に

当たるほど多岐にわたるが、主として米国と

日本の技術導入と技術指導によるところが大

きい。技術移転方式は、韓国ではもっぱらロイ

ヤリティ支払の技術提携方式により、台湾で

は外国直接投資による資本提携に基づく企業

内技術移転と技術提携の2方式による。これ

も米国、日本が技術の主たる提供先であった。

 ③高度な技術に対応できる労働カ…日本統

治時代の初・中等教育制度を継承した初期条

件の優位性は、労働集約的工業化に対応でき

る労働力確保に極めて大きく貢献した。韓国、

台湾に共通する。頭脳労働者に関しては韓国、

台湾ともに米国留学組が多くを占める。日本

留学組は少ない。韓国では経済開発の初期段

階では「日韓基本協定」(1965年)に基づく

日本の技術指導受け入れが主流であったが、

開発後期は国内理工系出身者による米国留学

組が増加する。台湾では、経済開発の初期段

階から外点人の米国留学組のスーパー・エリ

ートを活用し、その後も理工系の米国留学組

が主流を占める。台湾の先端技術の発祥地と

なった「新竹(しんちゅう)科学工業乱心」

は東洋のシリコンバレーといわれるが、米国

留学組を活用した典型的事例である。しかし、

資本集約的高度技術集積型工業化段階に入る

と独自技術の開発とこれを担う高度な人材の

養成があらたな課題になる。

 ④製品販路としての輸出市場の確保…韓

国、台湾ともに圧倒的な米国、日本市場依存

型構造のなかで発展した。開発後期になるに

つれ米・日シェアは後退するが、それでも韓

国、台湾の貿易の話半分は米国・日本のシェ

アによって占められた。とりわけ、輸入に占

める日本のシェアは高い。また、販路の担い

手として日本の総合商社が果たした役割が大

きいことも特徴である。彼らは最初から販路



を背負って韓国、台湾に進出した。これらは

韓国、台湾の経済開発の外発誘因として大い

に寄与した。

 このようにみてくると、韓国・台湾におけ

る経済開発はその有する初期条件に大きく影

響されていることがよく分る。それは、資本

蓄積、技術、労働力、市場のすべての面でそ

の後の経済開発に影響を及ぼした。しかも、

初期条件次第で経済開発の政策手法の選択幅

が既に規定されてしまっているとすら云え

る。韓国、台湾の工業化プロセスの詳細に入

る前にそれぞれの「工業化プロセス」と当時

の国際関係の概要を示しておきたい。

図表2:韓国・台湾の「工業化プロセス」と国際関係

中r ［1 台  湾 備  考

①国陶矧系 ①米ソい媚1'1 ①米ソII、栽構造 1)ブレトンウッズ
②イデオロギー・フ ②イデオロギーフ 体制

ロント(北朝q ロント(中口の脅 2＞朝簡好・:1950
中「トソ連の脅威) 威) 大陸反攻 ～‘ T3

③冷戦の三糸(1989 ③1972年:EI中ロー交 3＞ベトナム戟∫:
年:才ソfl脳マル ［E常化、1979 1965「(北炉「目始)

タ会，人) 年:. 米H-1一交樹並 ～‘ V5(米フ剛一ド大
④冷戦のイ、結:1覗. 統ll訟糸、い )

②初期条件 ①人「1:2470万人 ①人口:813万人 制］:1961rのGDP
(1960P (1952年〉 ，2332百ノ」木ドル、

②資源:ほぼセロ ②f源:農，美(米・ 一人当りGDP;91米
③. GDP:38491二丙米 砂糖・茶) トル(i2参照)

ドル(1960イ1) ③GDP:1106百万米
④一・人当りGDP:155 ドルG952年)

米ドル(！96餌) ④一一一人当りGDP:196

⑤日本紡。の遺Y' 米ドル(1952ノの

ハード:朝f1洩争 ⑤日イ仇『の遺r
による破壊 ハート. 」 施II先
ソフト:言il、。，」 ダム・発、所

ソフト:匠i品、」

③ 弄開走におけ ①鯛1政格: ①軍事政楮: 司コ・李了晩照統領
る政1、 斉形態 19611一‘93イ1 1949「」96「 1948～‘60/r

C611朴正煕'目 (氏兄府介石政権台 り   660～'63
クーデタ・政搾， 北入り～‘87イi浅 朴11耀:‘63～'79

握～フ9イ1晴杁一 厳く解～‘96｝)
‘93卜) ②政1耐日 1・民間

②ト プ・ダウン型 1

政府1導 ③インフラ軟伊・各
③資源配分に介入 干/ 七回(中【伽

④財同石 中心 一目一＾へ) 国:1昌次・援助荊

④中小II業i心・政
府系人n. . 業併存

台伽. 外資π痘」. 済

④ηヨ馴【哨始 1962年:「第1次経 19531:「第1プ (U、)1957年:北llq

(開発独裁の「開 瘡5力年i画」 辻 4カhlh劃 第1次5力年。1
始」) 桝1独裁体助 (ll独裁イ伸」)

「
h
l

(τb場支配型rヨ剤 Chb場支配彗レ済)

⑤輸入代旧」II 1950イi代後半および 1950r代
化の開始 1970イト代

⑥輸財11111型］. 末 1960年代後イ上ソ「又 1960｝代中後半
化の同一 C73ザ「了化∫⊥オ、

_ 」)

⑦民｝化帽llへの 19881:11、～ノ 、大統 1989年:李μi
移f】の兆し 領「民. 目ヒ'1'一i'」 鳶、統ん任

⑧民政移そ】        一  」P993「  d. 1986ノ「:  戯

(門ノ史独裁からの 大統 庸 民ltイ仇肌lr
「，剥) (民」口氏11家) (民. 1国氏口状

(開放型Tb∫勿旨斉) (開反！市上量 斉)

(1) イll昆載のilil-iと［よ中一1. 人民パ和1］を指す。中華氏「1は台 と表示したQ

-ii. 1所)i一. 1 iの1960年人［一［、 GDP、一. ノ'！りGDPはIMF統。1資料であるIFS(1988)

  を利川した。換算レートはIFS，，L載の63. 13ウォンper米ドル(1960年)を適川

  した。なお、1961年からウォン貨の大幅切りト』げ(63. 13から124. 79)を豹っ

  たため米ドル換算額の大幅減fllliが見られるのて . 1を要する。また、 h;の
  1952ノ「人11」、GDP、一. t人当たりGDP資十1は「［」1 '/' 匡Jj、」進援、トィ畷  「台

  ‘IJの1 誓」東｝八y〈 t”i'LPI［反会、1995｝oる｝オ、統lll gt十l p. 3「人1二1とLU、司え、｛1

  産の拍移(1952～も90年)」に拠った。

2。韓国の3段階「工業化プロセス」

 韓国における「工業化プロセス」は、台湾に同

じく国家主導型開発(開発独裁)方式といわれな

がら、より直接的な国家介入を採りつつ推進され

た。大統領の直接関与の大きさに象徴される。台

湾の間接的国家介入とは明らかな相違がある。そ

れは、資本蓄積資金の調達、技術の導入と開発、

内外市場の開拓等において明確な差異となった。

特徴的なことは、財閥(チェボル)を育成し、国

家の経済目標達成の実施部隊として活用したこと

である。台湾の中小企業中心型経済開発と異にす

る。同じ日本統治時代の遺産を有しつつ、朝鮮半

島では、有形資産の分布が北(北朝鮮)に厚く、

南(韓国)に薄かったというだけでなく、1950年

に勃発した朝鮮戦争によって極端に国土の消耗と

疲弊をきたしたことに大きな原因がある。焦土の

中で国土を復興させ、ゼロからあらたな経済力を

育成するとなれば、国家の大幅な直接介入による

産業育成がなければ開発政策の実施は不可能であ

った。事実、朴正煕(バク・チョンヒ)軍事政権

はこれを実行した。彼の経済開発は、図表3のご

とく1962年の「第1次経済開発5ヵ年計画」から

1979年忌暗殺される第4次まで続き、この間、韓

国経済が飛躍的発展を遂げ今日の産業基盤をつく

った。その理念は絶対的貧困の悪循環から国民を

救済することにあったといえる。

 しかし、国家の大幅な直接介入のなかで開発計

画を立案しその具体化を図ろうとすれば、いずれ

は、資本蓄積資金の調達や財閥中心の産業構造に

均衡と公平を欠くことは否定できず、その調整が

1980年代半ば以降に顕在化する。その後の開発計

画は拡大主義に対する反動と高まる国内の民主化
 ロ運動の影響も加わって、名称も「第5次経済社会

発展5ヵ年計画」(1982～‘86)となり開発の二

文字が消える。1993年2月就任した初の文民大統

領金泳三(キム・ヨンサム)時代に入ると経済構

造の見直しを推進する「新経済5ヵ年計画」が開

始され、開発計画は第7次をもって終焉する。た

だ、韓国がこの発展過程で資本蓄積のための資金

を財閥中心に循環させ、台湾の中小企業中心型と

ll l980年には「光州事件」が発生し民主化運動が一段と激化してきた時期。！998年、大統領に就任する金大中(キム・

 デジュン)が中心人物の一人。2003年2月任期満了引退。
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は異なった方式で技術の導入と開発に結びつけ、

更なる高度技術集積型経済発展を目指している点

は注目される。

図表3:韓国の経済開発計画と「工業化プロセス」(目標と実績)

政策目標と基調 主要経済実績

1962～‘71年 ☆絶対的貧困の悪循環の是 ○一・人当りGNP82ドル(1961年〉
(第ユ、2次経済開発5 正

一一
撃Q89ドル(1972年)

力年計画) ☆輸入代替産業から輸出指 ○輸出10億ドル達成  (1971年)

朴正煕大統領 向工業化への転換 ○製造業の対GDP比重17. 0％
☆基幹産業および社会間接 (1966年)

資本の充実 ○洋」費者生壁f而」二昇7. 0％(ユ968イ群)

☆食糧の自給

1972一し81年 ☆重化学工業の輸出産業化 ○一・人当りGNPユ000ドル

(策3、4次経済開発5 ☆産業・工業構造の高度化 (1977年)

力年計画) ☆自力成長の基盤構築 ○輸出100億ドル達成(1977年)
朴正煕大統領(～‘79) ☆国際収支の均衡 ○製造業の対GDP比重27. 6％
崔圭夏大統領(～‘80＞ ☆農漁村開発(セマウル運 (1976年)

全斗換大統領(‘81～) 動) ○重化学工業比率51，2％(1980年)

1982～‘91年 ☆経済安定化基盤の構築 ○一一人当りGNP5000ドル台達成
(第5、6次経済社会発 ☆民問の自律性と競争促進 (1990年)

展5ヵ年計画) ☆国民福祉および公平分配 ○交易規模1500億ドル達成
全斗換大統領(～‘88＞ ☆経済の開放、国際化 (1991年〉

蔵泰愚大統領(‘88～ ○畜惹賢1'蓄三率｛38. 1％     (ユ988イr)

'93) ○輸入自由化率(二i二産品)99，9％

(1991年)

1993～‘98年 ☆新経済5ヵ年計画
金泳三大統領(‘93～ ☆新経済100日計画
(民選)   '98)

1998～
金大中大統領

(出所)渡辺利夫編「アジア経済読本」東洋経済新報祉、2000年。p. 37より引用の一L、

  筆者が部分追加修正した。

 図表4:韓国の「経済開発5ヵ年計画」と主要経済実績推移

                 (単. 位:％、 ドル)
第1次
i！962～666)

第2次
i1967

`‘ V1)

第3次
i1972～‘76＞

第4次
i1977～‘8D

第5次
i1982～‘86)

第6次
i1987～‘91)

第7次
i1992～‘96)

①実質GDP
@年平均成長率

7. 8 9. 6 9. 7 5. 8 8. 6 10. 0 7. 0

②1人当りGDP
@(計画最終年度)

125 289 803 1734， 2505 6757 10548

③輸繊増加率
@(年平均)

38. 6 33. 8 32. 7 10. 5 10. 5 ユ6. 4 14. 6

④産業別

@就業者構成
ユ00 100 100 100 ユ00 100 100

1)農林漁業 57. 8 48. 2 44. 4 342 23. 6 16. 5 11. 6

2)鉱工業 13. 3 17. 7 26. 0 27. 5 31. 6 35. 5 32. ！

3)その他 28. 9 34. 1 29. 6 38. 3 44. 8 48. 0 56. 3

(出所)高龍秀「韓国の経済システム」東洋経済新報社、2000、p. 54より引用の上大隈

  が部分修IKした。

(経済開発計画の開始と変遷)

 韓国の経済開発は軍事政権である朴正煕(バ

ク・チョンヒ)による1962年の「第1次経済開

発5ヵ年計画」をもって開始された。1964年に

は「修正3ヶ年計画」(1964～‘66)が公表さ

れたが、第1次計画自体が余りに意欲的であり、

資金調達面の困難に直面したことが修正の理由

とされる。軍事クーデタの発生した1960年5月

には米国の対等援助方針が大きく転換し、援助

を前提とする経済体制を根本から見直し自立経

済の構築を余儀なくされていた時期であった。

朴が対日請求権問題や米国援助に代わる外国借

款に積極的に動き出したのもこのような背景が

ある。その後「第2次経済開発5ヵ年計画」

(1967～‘71年)、「第3次経済開発5ヵ年計画」

(1972～'76年)、そして1976年発表の「第4次

経済開発5ヵ年計画」(1977～‘81年)と続き

1979年の大統領暗殺をもって朴時代の開発計画

は終了する。

 しかし、経済開発計画そのものが国内外情勢

の変化によって次第にその性格と役割を変更さ

せた。第2次計画の特徴は総量計画、部門計画、

投資計画の3段階から構成されたことにある。

部門計画は全体で43部門にわたる産業分野ごと

の生産と投資規模を推計し、投資計画は個別の

事業投資計画を集大成したものであった。この

手法を見ると明らかに予算配分を伴なった計画

経済であるから、当然この資本蓄積のための資

金調達者は政府をおいて他になかった。しかし、

5ヵ年計画自体は次第に総量計画に重点を移し

て行き第3次計画は一段とマクロ指標による国

民経済の中長期展望的性格を強めている。1979

年の朴暗殺後の開発計画は拡大主義に対する反
                ユ 
動と、一段と高まる国内の民主化運動の影響も

加わってくる。このため、全斗喚(チョン・ド

ハン)大統領以降はその名称も「第5次経済社

会発展5ヵ年計画」(1983～‘87)と変更され、

安定成長と社会福祉を同時に求める内容に変化

してきた。盧泰愚(ノ・テウ)大統領を経て、

1993年2月就任の初の民選大統領金泳三(キ

ム・ヨンサム)時代に入ると韓国の経済構造そ

のものを見直す方向に進むことにとり、ついに

は計画自体が消滅する。

(朴正煕の開発体制)

 韓国における経済開発計画の絶対的推進者で

あった朴正煕の経済開発体制を見るとその戦

略、組織体制、企業育成戦略、人材の育成等日

本との類似点が極めて多い。エズラ・ボーゲル

は「韓国の指導者たちは、日本人と相似た文化

的背景をもっており、また日本と同様に資源の

ない貧しい最後発の開発途上国であったため、

彼らは日本のそれに著しく類似した組織を採用

した。」(訳文のまま)とし、それも第二次世界

                  ユヨ
大戦前後期の日本との類似性を挙げている。そ

して、朴軍事政権が公務員制度を改革し軍人や

12 11に同じ0

13 エズラ・F・ボーゲル著、渡辺利夫訳「アジア四小弓」中央公論杜、1993年。p. 76～77
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留学頭脳等の新しい人材登用を図ったこと、開

発計画立案・実施の中枢機能としての経済企画

院を新設したこと、財閥(チェボル)中心の産

業統制を行なったこと、そして資本蓄積資金配

分の窓口となる金融機関を実質的にすべて国有
 ユ 
化し、政府の統制下に一元化したことは朴正煕

経済開発体制における四大特徴になった。

 経済企画院は1961年7月、それまでの復興部

から組織替えされたばかりの建設部機能を中心

に総合計画(立案)、予算(実施)、統計、国土

建設、中央経済委員会を所管する強大な権限を

備えた政府のブレーン機能として再編成され

た。一方で大統領秘書室機能を強化し人材の投

入を行ない大統領を頂点とする秘書室、経済企

画院の2組織が経済開発計画推進の牽引車の役

割を果たした。財閥グループの会長秘書室また

は企画調整室は政府の組織を模したものであり

計画実施部隊の司令塔として活躍した。ここに

は財閥最優秀の人材を配置し単にグループ事業

の統括機能だけでなく、オーナーの意思を反映

させつつ国家政策との連携を緊密化しその産業

政策を具体化する組織として強大な権限をもっ

た。それ故に後の金大中政権に入ってからこの

組織の廃止が徹底されたのもそのもつ機能が一

財閥の組織以上の力を有していた背景があるか

らである。他方、1961年5月のクーデタ後地方

自治は停止されたが、道(どう)や郡(ぐん)、

とりわけ後者は地域開発の拠点であり、同時に

治安維持の観点からその役割が特に重視され

た。このため、その首長である郡守(日本の県

知事と市長の中間に相当)にはおおむね軍出身
      ユら
者が任命された。これらを総合すると朴政権の

経済開発体制は企画立案、実施、産業統制、金

融統制、政策広報のいずれにおいても政府にそ

の権限を集中させ、機能的で効率的な軍隊的組

織を構築したといえる。図表5はその機能と組

織をモデル化したものである。

図表5:韓国の経済開発体制(朴正煕体制)

(政策企画部門〉

(KIET)

大  統  領

大統領秘書室   シンクタンク

留搬 |灘欝KDI)ii

(政策実行部門)

  (産業コン トロール)

経済企画院
(1961イト7月倉ll百三と)

財'閥(チ」＝ボル)

(社会コン

 (地域

  郡 長

トロール)

開発)

会長秘書妻

又は、

企画調整当・

   任命制地力制度
  (軍人出身者)

撒、1讐鷺図郭讐まi

(国際緊張と維新体制…国防産業育成と重工業

化政策)

 ところが、1970年代に入ると、国内における

民主化運動の一段の激化(金大中との確執)、

中国と北朝鮮の緊密化. (1970年無償軍事援助協

定締結)、米中接近(1972年ニクソン訪中)、駐

留米軍の削減問題等内外緊張が増幅するなかで

韓国自身が自立する必要性にますます迫られて

きた。自力の国防産業の育成を必要とする政治

的理由も大きく重なってきた。朴自身も憲法を

改訂し、いわゆる「維新体制」(1972年11月)

を敷いた。このようなかで、1973年1月には朴

大統領による「重化学工業化宣言」、続いて5

月には「重化学工業計画」、そして12月にはこ

れらの政策をバック・アップする「韓国経済の

長期展望」が発表された。内外の政治的背景が

大きく影響していたことは間違いない。第1次

オイル・ショック(1973年11月)も経済体制の

引き締めと自立化を要求した。このような事情

が重なり、結局、第3次計画はほとんど意味を

なさなくなった。資本投資を一段と必要とする

重工業部門の傾斜的産業育成が中心となり輸出

指向型工業化がますます推進されることにな

る。

 韓国が資本財の輸入代替を求めて国内産業育

成政策を本格的に採用するのもこの時期であ

る。いわゆる第2次輸入代替産業の育成である。

朴時代の1965年以降韓国は急速に成長速度を速

14 1961年の軍事クーデタの際、不正蓄財摘発・その防止のため該当者から民間金融機関株式を取り上げ政府保有とし、

 一般株主権利の行使も制限したことにはじまる。次第に事件にも介入するようになる。

15 谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。p. 8なお、任命制地方自治は1995年になって公選

 制に復する。
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 め輸出を中心とする輸出指向型経済開発が軌道

 に乗り始める。一方、浦項製鉄所の完成にみら

 れるごとく1960年代後半からその内容は次第に

 重化学工業、とりわけ機械工業に重点がおかれ、

 ベースとなる製鉄、化学工業等にその裾野を拡

 大していく。その具体的動きが、第3次経済開

 発5ヵ年計画が開始された後の「重化学工業化

 宣言」に続く「重化学工業計画」に基づく6つ

 の戦略産業の選定である。それは鉄鋼、非鉄金

 属、造船、機械、電子、化学の産業部門を特定

 戦略産業に指定するものであった。

   図表6二韓国の「:重化学工業化宣言」(1973年1月)

…第3次経済開発5ヵ年計画と「韓国経済の長期展望」の比較相違点…

一1第3次経済開発5がト

v画」(1972～‘76)

「韓国経済の長期展望」

@ (1972～‘81)
備  考

○発表時期 01971年2月 O1973年12月 01972年10月
○特  徴 ○安定と均衡に力，・よ1、 ○物動計画的 「維新体制」…

展望計画的性格が強 総量計画 憲法改正・大
まる 統領権隈強化

○産業政策 ○産業別に需要予測と 06産業を戦略産業に ☆戦略産業につ
生産目標・投資計麹i 指定(鉄鋼・非鉄金 いては(注)書

を提示。 属・造船・機械・電 参照

○戦略産業指定なし。 了一化学)

1)GNP成長率 も72～'76 8. 6％ ‘72～'76 9. 0％ ☆！973年の大統

'77ぐ81 11. 0％ 領「重化学］. :

業化宣言」以
2)輸出 ‘76年 35億ドル ‘76年 44. 7億ドル 降、1973～‘81

‘81年 109，7億ドル 年までに総投
資額を96億ド

3)・一一人当りGNP ‘76年 389ドル ‘76年 488ドル ルとする旨の
‘81年 983ドル 投資計画が制

定された。後
4)製造業付加価値 ‘70年 35，9％ ‘72年 352％ 述の資金調達

に占める. 重化学 ‘76年 40. 5％ ‘76年 41. 8％ 方法を参照。

rじ業比率

5)一「:産品輸出1こ占 ‘72年 23. 3％ ‘72年 27. 0％

める重化学］. :業 ‘76年 33. 3％ ‘76年 44. 0％

製品比率 ‘81年 65. 0％

6)産業基地開発計 なし あり ☆
画 ☆昌原、温由、

亀尾、麗水、

巨済

(注)第3次5ヵイト計画と重化学工業言励iの対比 ()内は計画最終年次の目標

第3次5ヵ年計画(1976年) 重化学］::業計画(1981年)

①鉄鋼 359万トン 浦項拡張(5～7百万トン規模へ)
P000万トン(第2製鉄所建設)

②造船 130万トン 595万トン

③電子 63品目 100余品目、600］:場

④機械 ］1作機械、重機械、農. 業機械、

d電機の輸入代替
新設117、増設205］1場

⑤非鉄金属 国内需要の輸入代替 釦1(10回目トン) 、 ∫厘鉛 (8万トン)

Aルミ(10万トン)

⑥化学ユニ業 10万トン規模のナフサ分解工場お

謔ﾑ9系列工場
漂tf山15万トンー30万トン

岦?R0万トン(新設)

(出所)服部民夫・仏1藤幸人編「韓国・台湾の発展メカニズム」アジア経済研究所

  1998年、p. 69より引用の上、筆者が部分追加・変更した。また、   書に
  ついては谷浦孝雄「韓国の］二業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。

  p. 47より引出した。

(重工業計画と輸出指向型経済開発)

 国防産業自力育成の必要性が重工業化政策の

引金になった。これに対し、重化学工業計画で

予定された生産規模は韓国の軍需規模をはるか

に超えており、生産品目の多くが軍需とは無関

係であった。重化学工業計画が兵器の国産化を

重要な達成目標としていたとしても、基本的に

は、韓国経済の重化学工業化それ自体を目的と

していた。背景には輸出指向型工業化戦略の有

効性に対する確信(盲信)があったとみるしか

ない。国際的規模の工場をつくれば、国際競争

力が自ずと発揮され市場が確保されるとするも

のであった。当時、日米の先進国の重化学工業

は漸次斜陽化の方向をたどっており、先進国の

産業構造の高度化が進み、素材産業、重厚型機

械産業、石油化学などの公害型産業部門ではむ

しろ後発国が有利になるとの見通しも有してい

た。いずれ先進国が手放さざるをえない分野で

あるから、資金の導入、技術移転が相対的に有

利になる。したがって、国内に資本や技術の蓄

積がなくとも工業化が可能であると考えた。典

型的な外資依存型開発計画であった。…とする
    ま 
見方がある。同感である。おそらく、当時の朴

政権にとっては、このような形であれ韓国の自

立が必要であり、反対勢力の批判に耐えるため

にも経済成長による国民経済の拡大が不可避で

あったと考えられる。

(「漢江の奇跡」、そして産業調整)

 ともあれ、この結果、韓国経済はさらなる飛

躍的発展を遂げる。「漢江の奇跡」と呼ばれる

時代の到来である。ところが、1980年代中後半

から1990年前半にかけて、石油化学部門を中心

とする1970年代の過大投資が産業構造調整の大

きな課題として噴出する。一方で、今日鉄鋼や

造船はその生産能力において世界のナンバーワ

ン、生産実績において日本と世界の！～2位を

争うまでになりこれに関連する自動車産業も大

きく成長した。電子産業も今や韓国が世界に誇

る一大産業であり、世界の動向をリードするま

でに発展した。振り返って見ると、その多くは

朴政権時代の重工業化政策によって指定された

6大戦略産業の中から成長したものが多い。

1)第1段階(1962～66年)

  この段階は米国援助のもとに朝鮮戦争後の復

興と社会間接資本の整備が部分的に進みなが

ら、戦後続いた李承晩(イ・スンマン)体制が

16谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。p. 44およびp . 48
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経済混乱のなかで崩壊し、朴軍事政権のもとで

第1次経済開発計画が開始された時期である。

韓国経済そのものが低迷のどん底にあり、本格

的経済開発政策の立案と実施基盤づくりがよう

やくスタートした段階といえる。しかし、韓国

経済の大筋の方向がこの時期に定まった。

 朴正煕の経済開発体制については先に詳述し

た通りであるが、大統領秘書室と経済企画院の

二組織が開発計画立案と推進の牽引車の役割を

果たし、財閥が計画実行部門を一手に引き受け

ることになる。

(1)資金調達と配分

  朝鮮戦争終結2年後の1955年段階で韓国の

 国民貯蓄率はマイナス状態にあり、総投資に

 対する国内調達率はゼロ、全てを海外援助、

 それも米国援助に依存していた。1965年に国

 内貯蓄率が7. 6％に達し、資金の海外調達比

 率は1955年の100％から、1963～65年には
               ユア
 49. 5％と次第に減少傾向をたどる。

  米国援助は1945年にはじまり1961年に終

 了した。その総計は31. 4億ドルに達した。

 当初は、物資不足に対応した消費財援助に

 限定されたが、1955年にはじめて復興的援

 助に転換した。その中心となったICA
 (lnternationalCooperationAdministration:

 米国国際協力局)援助は米国援助総額31. 4億

 ドルのうち17. 4億ドルを占め援助全体の56％

 に相当した。この援助は鉄道施設や橋梁改修

 などの社会間接資本や繊維産業等生産設備の

 資本蓄積に充当された。その金額は4. 6億ド

 ル、ICA援助総額17. 4億ドルの27％に相当し、

 3分の1近くが社会資本と生産資本の復興に
         エ 
 充てられたとされる。(服部・佐藤［1998］)

  1953年以降1962年までの一般財政の財源を

 みると、外国(米国)援助が年平均で40. 5％
    ユ 
 を占めた。米国援助は米国物資の購入と紐付

 きで消費財中心の支出にまわったので、韓国

の経済構造は消費財産業偏重になった。三白

工業(紡織・製粉・製糖)が興隆したのもこ

の時期である。しかし、原材料の90％以上は

輸入依存であるため、米国援助が急減するや

工場稼働率の急減、物価高騰、失業者増大等
            
深刻な経済危機に直面する。1946年から1965

年までの資本蓄積のための資金調達を見る

と、朴政権の 誕生までは、無償援助を除き

外国からの投融資は1件もない。当時のカン

トリー・リスクを考えると投資や融資をして

くれる外国資本がなかったということであろ

う。援助が徐々に減少し、代わって対韓投融

資が少・しずつ見え始めるのは！962年以降であ

る。1962～65年の間、公共借款68百万ドル、

商業借款72百万ドル、外国直接投資13百万ド

ルと僅かながら援助以外の資金調達が実現す
  

る。(李［2001］)朴政権が自ら資本蓄積資金

の調達に奔走し始めるのもこの時期であり、

米国に代わる日本が有力な対象のひとつにあ

った。

(2)技術開発

  この時期、米国援助の依存経済が浸透して

 いたこともあって、日本統治時代の遺産効果

 を除けば、外国からの技術導入はもとより独

 自の技術開発を行なえる段階にない。第1次

 経済開発計画の開始にともなう工業化は必然

 的に国際競争力を持った技術力が要求される

 が、本格的な技術移転の開始は1965年の「日

 韓基本協定」に基づく技術援助までまつこと

 になる。

(3)労働力育成

  初期条件における教育水準の高さが経済開

 発開始問もない労働集約的工業化段階では大

 いに寄与する。日本統治時代に初・中等教育

 制度が確立されていた遺産効果が大きい。開

 発計画開始直前の1961年の数字をみると、国

7
8
0
4
0
1

1
1
1
2
9
自

渡辺利夫・金昌男「韓国経済発展論」勤草書房、2000年、p. 3

服部民夫・佐藤幸夫編「韓国・台湾の発展メカニズム」アジア経済研究所、1998年、p . 41～43

同上p. 44

渡辺利夫編「アジア経済読本」東洋経済新報社 2000年。p. 36

李弾雨「韓国の1960～70年代の経済開発と外国資本の役割」RINA REPORT環日本海経済研究所、2001年。 p. p. 1～15。
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民学校数4，653ヵ所、就学者数3，854，779人、

中等学校数1，440ヶ所、就学生徒数798，123人

である。高等教育にあたる大学・短大への進

学者数は136，008人にのぼり、国民の教育に
             
対する熱意がうかがわれる。戦後の復興期と

朝鮮戦争の混乱期を経たにもかかわらず教育

施設は極めて高い伸び率を示し、この時期の

総人口2000～2500万人対比で考えるとこの数

字は驚異的である。国民の教育水準の高さと

教育熱心が高度技術に対応できる労働力の確

保につながったことは間違いない。

(4)市場開発

  韓国での輸入代替型工業化の期間は短く、

 第1次経済開発計画は輸出指向型工業化への

 政策転換を明確に打ち出した。韓国にとって

 輸出は外貨獲得、資本蓄積資金の調達そのも

 のであったからである。しかし、この時期の

 貿易量は僅かであり、1961年度で総貿易額

 3. 57億ドル、うち輸入(米国援助の紐付き輸

 入)が3. 16億ドルで全体の89％を占め、輸出

 は僅かに0. 41億ドルに過ぎない。その後、米

 国の本格的ベトナム介入にともなう特需や日

 本の高度成長期需要と重なり輸出は急増期に

 入る。1965年度の輸出総額は61年度の4倍以

 上の1. 75億ドルまで達する。この段階で米国

 と日本市場向けば輸出全体の60％を超え、輸

 入も米・日市場だけで80％近くになる。輸出

 入に占める日本市場依存の萌芽がこの時期す

 でに読み取れる。注目すべきは、この期に輸

 出振興の柱となるいくつかの政策を実施した

 ことである。例えば、1965年には固定相場が

 一般的であった多くの他国にさきがけて「単

 一為替変動相場制」を採用した。1960年代後

 半以降に急成長を遂げる「保税加工輸出制度」

 や「輸出自由貿易地域」等の政策もこの時期

 の産物である。また、国内金融政策では預金

 金利と貸出金利を一挙に2倍近く引き上げ

 (1965年忌、国内貯蓄率の増大を図る一方で資

「国連統計年鑑」1963年版、邦訳出版原書房、p. 658

金需要を抑制した。抜本的なインフレ対策で

ある。開発計画の目標に沿った政策を実施し

後日の成果に繋げたのもこの期の特徴とい

え、開発計画に対する意欲のほどが伺える。

2)第2段階(1967～81年)

  この期の特徴は、日本との結びつきが急速に

深まる時期である。日本の高度成長を背景にし

 た対韓進出が始まった。1965年の「日韓基本協

定」締結によって、浦項(ポハン)綜合製鉄所

の完成等で実績を挙げた日本が韓国経済開発の

枠組みの中に入りはじめる。第1次オイル・シ

 ョック(1973年11月)は韓国内の経済体制引き

締めと自立化を要求し、これに米ソ冷戦のもた

 らす国際緊張が重なり、巨額の資本投資を要す

る重工業部門の傾斜的産業育成に走らせた。国

防産業育成と重工業化政策推進のための「維新

体制」(1972年11月)が敷かれ、周辺地域の国
           ヨ
際緊張がたかまる中で、1973年1月「重化学工

業化宣言」、5月「重化学工業計画」、12月「韓

国経済の長期展望jが発表され、6つの戦略産

業(鉄鋼、非鉄金属、造船、機械、電子、化学)

が選定された。1970年半ばに韓国の経済力がは

 じめて北朝鮮を上まわって逆転するのも象徴的

出来事である。

 当時は、先進国の産業構造高度化が進む一方、

今日ほど環境保全基準が厳しくなかった。公害

型産業部門はむしろ後発国が有利になるとの見

通しがあり、韓国は資金、技術等外国依存によ

る工業化が可能であると考えた。典型的な外資
           
依存型開発計画といえる。(谷浦［1989］)同時

にオイル・ダラーを中心に当時の世界的ドル余

剰現象が韓国の資金調達に有利に働いた。この

期の「フルセット型」産業展開が後になって構

造調整を余儀なくされ、1980年代後半には、そ

の行き過ぎが批判を浴びることになる。

 因みに、当時の朴体制が敷いた資金の調達と

運用のモデルは図表7に、また韓国の財政内容

  中国・北朝鮮の緊密化(1970年無償軍事援助協定締結)、米中接近(1972年ニクソン訪中)、駐留米軍の即滅問題等内

 外緊張が増幅する。

24谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。p . 44およびp. 48

り
乙
3

り
乙
り
乙
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は図表8に記すとおりである。いかに調達のウ

エイトが高かったかがよく分かる。

  図表7:韓国政府による資金調達と運用モデル

   (開発独裁における資本形成の韓国方式)

資金の調達

①政)t」開発予算側政)

②外匡麦助士政)

③公共借款(海外借款〉

④国民投資基金

⑤国Fj蓄

資金の運用

投資一レ公1 ＼業

融資一〉

/
    民問企業(財閥)
(注)政府保証による民問の直接借款を含む。

(出所)谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。P. 21より

  引川の上、筆者が部分修正、追加をした。

図表8:政府調達構造の韓国経済に占める比重

韓国経済に占める比重 備 考

①政府開発予算(財政) 1)対GNP比:1960年代…30％前後 ☆比率は低下する
1973年…21. 3％、1984年…30％ が絶対額は急膨

2)対政府総予算比:1960年代初…50％ 張

1980年代…40％強 ☆
(注)国民租税負担率

1960年代…10％以下
1970年代前半…15％以下
1970年代後半…15～17％

1980年年代…18～19％

②外国援助側政) 1)政府開発費との対'比…最大68％、

平均25％前後
2)公共借款の財政繰り入れ比率

1976年13. 3％、1977年24. 2％

1978年24. 9％

③公共借款(外国借款) 図表9参照

④国民投資基金 1973年「重化学工業計画」発表と同時 ☆1973年「国民投
に設立。貯蓄組合や年金基金を女・r象に 資基金法」発効
「国民投資債券」発行。金融機関預託

金、政府特別会計からの転人金、領託
金等を持って構成。国民投資基金運用
審議会の議決を得て特定重化学r「:業に

融資。資. 金の再集中と再配分機能。

(出所)谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。p20～21

  等より筆者が一覧表に整理したもの。

(1)資金調達・配分

  このような経済開発の流れの中で、1970年

 代以降急速に財閥集中が加速し、経済の寡占

 構造が拡大する。例えば5大財閥グループの

 製造業付加価値生産におけるシェアは1973年

 の5％から1978年には18. 4％に、46大財閥シ

 ェアでは1973年忌31. 8％から1978年は43. 0％
      ら
 に拡大した。因みに、1978年の重化学工業に

 占める付加価値生産比率は46大財閥で60％近

 くのシェアに達した。政府の開発計画の実行

 部門を一手に背負った財閥はその後も拡大を

 続けるが、朴時代の外部負債依存(借金)体

 質は構造的なものとして韓国経済にビルト・

インされてしまう。

 重化学工業化は巨額の資本蓄積資金の調達

を必要とし、これを具体化するための金融支

援体制が重要になる。その一つが、1973年の

「国民投資基金法」によって設立された国民

投資基金(図表8参照)である。その規模は

1974年708億ウォン、1981年には6734億ウォ

ンと拡大し、当時基金の41％が銀行による出
          
資によるものであった。それでも、重化学工

業に対する資金需要を賄うには不充分であ

り、結局これら不足資金の供給は政策銀行だ

けでなく一般の銀行が直接行なったとされ

る。1970年代後半の重化学工業部門に対する

追加金融は銀行が56％以上のシェアを占め

た。重化学工業はその需要資金の性格が長期

設備投資にあり、5～10年と回収期間が長い。

しかも、政府の重点政策に基づく政策金融で

あったため、その金利は市中の一般金利より

も5％低い優遇金利が適用された。これは銀

行収益を著しく圧迫する。当然政府の支援が

なければ実施が不可能になる。この結果は、

銀行に対する政府のコントロールをますます

強めることを意味し、実際に銀行の人事にも

政府が直接介入し銀行の自立経営は事実上不

可能であったとされる。ここに、銀行、企業、

政府(官僚)という強いトライアングルが確

立され、銀行は財閥の「私金庫化」されるこ

とになる。これは、銀行が市場競争にさらさ

れることが無くなることを意味する。これら

のことは、後になって、金融機関の国際競争
               ア
カの著しい劣化を示すことになる。かかる金

融支援体制は高度成長期における日本の金融

政策の特徴と同じである。事実、韓国も日本
                   
の金融システムを大筋において踏襲した。

 その一つが、「国民投資基金」(図表8参照)

の設立であったが産業成長に見合う規模には

至らず、多くは政府の代理人としての国立韓

国産業銀行(KDB)を窓口とする外国借款

に
」
ρ
0
7
8

q
∠
2
9
盈
∩
乙

高龍秀「韓国の経済システム」東洋経済新報社、2000年。p. 64～65

安忠栄「現代東アジア経済論」岩波書店、2000年。p. 75

同上p. 73～77

同上p. 77
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に依存した。図表9のとおり、第2次5ヵ年

計画以降外資導入が急増する。朴政権の重化

学工業化推進の資金調達がいかに外資に頼っ

ていたかが鮮明にわかる。なかでも、政府を

借入人とする借款形式の調達が圧倒的に多

い。後年度に比すればその絶対額は相対的に

小さいが、その借款割合は外資のなかでもき

わだって大きく第1次5ヵ年計画期間におい

て91. 2％(公共借款42. 9％＋商業借款48. 3％、

以下同様)、第2次において87. 7％を占める。

第3次において82. 8％と漸減傾向を示した

が、それは政府借款方式がこの時期以降は銀

行借款や金融機関の外債発行による資金調達

方式に変更されそれが漸増していることによ

る。1979年までの国別内訳をみると公共借款

は米国、日本からの調達が主流ながら、

IBRD(世界銀行)、 ADB(アジア開発銀行)

等の国際金融機関比率が漸増する。商業借款

の主流も米国、日本であるが、欧州諸国から

の調達比率が徐々に増加する。しかし、1979

年の朴暗殺までは、ほとんどが海外それも米
                    
国、日本からの調達に依ったと考えてよい。

 金融機関の借入は外債発行を含めもっぱら

韓国産業銀行(KDB)による調達である。

KDBは日本でいえば当時の日本開発銀行と

日本興行銀行の役割を一つにまとめたような

金融機関であり韓国における政府統制下の産

業金融を一手に引き受けてきた政策銀行であ
ヨ 

る。KDBは1970年代以降の韓国重工業化時

代における資金調達と政策金融の中心的役割

を果たした。民間企業の海外起債が見えてく

るのは第4次以降である。この間、企業(財

閥)の対外信用力は次第に高まってくるが、

企業の単独起債には海外投資家の不安もあ

り、原則として韓国政府(またはKDB)の

償還保証が付与される。このような借入主体

 の多様化に伴ない、第4次以降政府の借款比

 率は大きく減少するが、これは政府による直

 接調達から政府保証を介在させた間接調達に

 肩代わりされたにすぎず、国家をメイン・バ

 ンクとする官民一体の「韓国株式会社」の構

 図が韓国経済を支えることになる。官民が一

 体化された「韓国株式会社」と考えればわか

 りやすい。図表10はこの構図を図式化したも
     ヨユ
 のである。(高［2000］)

図表9:韓国の経済開発計画と外国資金の導入実績(1962～92年)

             (単位:百万ドル、カッコ内％)
   (第1次) (第2次) (第3次)(第4～5次)(第6次)

1962～65 1966-72 1973-78 1979-85 1986-92 合 計

公共借款
    63

i42. 9)

 1，130
i32. 2)

 3，431
i30，6)

10，！05

i28. 9)

 4，688
i15. 4＞

19，417
i242)

商業借款
    71

i48. 3)

 1，950
i55. 5)

 5，858
i52. 2)

 7，937
i22. 7)

 5，206

i17ユ)

21，022
i26. 2)

外国人
ｼ接投資

   13

i8. 8)

  227

i6. 5＞

  704

i6. 3)

1，157
i3. 3)

 5，684
i18. 7)

7，785
i9. 7)

銀行借款    一

i一)

  205
i5. 8)

1，007
i9. 0)

11，892
i34. 1)

 4，3！8

i142)
！7，422

i2L7)

金融機関

O  債
   一

i一)
  一
i一)

  2ig

i2，0)

2，989
i8. 6)

 5，978
i19. 7)

 9，186
i11. 5)

企業外債   一
i一)

  皿
i一)

   皿

i一)

  834
i2. 4)

 4，515
i14，9＞

5，349
i6. 7)

合  計
    147

i100. 0)

  3，512

i100. 0＞

 11，219
i100. 0)

 34，914
i100. 0)

 30β89
i100. 0)

 80，181
i100. 0)

(出所)服部民夫・佐藤幸人「韓国・台湾の発展メカニズム」アジア経済研究所、
  1998”t:一.  p. 540

 このような外資調達の急増を可能にしたの

は韓国に対するカントリー・リスク(国に対

する信用度)が改善されたこともあるが、今

一つは1970年代から！980年代前半にかけての

世界的な金(かね)余り現象という国際金融

市場の変化がある。2回にわたるオイル・シ

ョックの影響で先進国の投資が沈滞するなか

で余剰資金は開発途上国に向けられた。中近

東地域での建設プロジェクトに貢献した韓国

がアラブ諸国と親しくなったこの時期、低金

利のオイル・ダラーの導入を可能にした効果

は小さくない。しかし、このような外資依存

体質は本質的に借金依存という経営体質を構

造的にビルト・インすることになり、このこ

とが韓国経済の産業拡大という表の面と、同

時に財務面における内部の脆弱性を次第に醸

成することになる。

 ところで、朴正煕大統領が暗殺される1979

29李燦雨「韓国の1960～70年の経済開発と外国資本の役割」環日本海経済研究所、ERINA REPORT(2001年vol. 42)

 p. p. 1 'y 130

30 1954年復興銀行を改称して設立された政府100出資の政策銀行。朴政権の1961年当時の政策銀行としては中央銀行たる

 韓国銀行を除けばKDB、中小企業銀行、農協中央会の3つしかなかった。 KDBは！990年代に入り二次株式の民間放出を

 図っており最終的には民有化される予定。

31 高龍秀「韓国の経済システム」東洋経済新報社、2000年、p. 67。
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年までの国別借款導入状況をみると図表11の

ようになる。公共借款では国別でみると米国、

日本が中心であるがIBRDやADBに比率が急

増している。また、商業借款ではヨーロッパ

諸国の資金が急増しているがこれはユーロ・

ドルを中心とするオイル・マネーである。そ

の実態をみると極めて多様に使い分けしてい

ることがわかる。

   図表10:韓国の産業金融体制モデル

    …1970年二型金融システム…

の割合が高いが、漸減する。しかし、この後

も金額としては増加基調でその投資額を伸ば

している。また、この段階では後年その比率

を高める機械、電子、自動車への投資は相対

的に少ない。

・〔撫

カ/トリー リスク
f

政  府

劉
国営統制

⊂麟
韓 ”  ツ」め 」モ

泄泊

ｻi
w1

［ 国内銀行1ぐ一1
レ
l
l

▽鵬虫
?町鳶 ＜ト

海外金融機関

海外市場

(注)線の太さは政府介入の強さを表わすためモデル化したもの。

(出所)高龍秀「韓国の経済システム」…國際資本移動の拡大と構造改革の進展…

  東洋経済新報社p67より引川の. L部分修iE・追加した。

図表11:韓国の相手国別借款状況(1962～‘79年)

              (単. 位::釜fフ∫ドル)

1962～65 1966～70 1971-75 1976-79 賑卜ζ62勲9)i 備考

1王;1公剣昔款 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 1金額 謹擁1

米 国 38 60. 3 358 712 699 36. 9 735 22. 6 駕830 墨3象α

日 本 一 一
91 18. 1 452 23. 9 343 10. 5 渡8呂6 鼓5護

国際金融機関 14 22. 2 32 6. 4 655 34. 6 1，597 49. 1 し2298 澄4◎②

内IBRD 14 22. 2 32 6. 4 460 243 1，249 38. 4 ;1熟δ 総総

内ADB 一 一
10 2. 0 195 10. 3 348 10. 7 、鰺き3 鰻9;字

ヨーロッパ諸国 ll 17. 5 21 4. 2 82 4. 3 311 9. 6 i鷺篇 鷺7澄

その他 一 一
1 0. 2 5 0. 3 269 8. 3 謁窃 識18

合 63 100. 0 503 100. 0 1，892 ！00. 0 3，255 100. 0 T;757 獅浴

101癩業借款 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 塗額鑑漸多

米 国 28 39. 4 442 34. 6 935 36. 9 946 17. 2 ¢濁難魔0

日 本 一 一 356 27. 8 458 18. 1 1β67 24. 8 舳灘雄乏
ヨーロッパ諸国 41 57. 7 376 29. 4 654 25. 8 L850 33. 6 2i9嚇雛‡

その他 2 2. 8 95 7. 4 489 19. 3 1，348 24. 5 三里礁2¢6

合 計 71 100. 0 1，279 100. 0 2，536 100. 0 5，511 100. 0 繁麟工(戴6

(注)IBRD:世界銀石＝、 ADB:アジア開発銀行
(出所)李燦雨「韓国の1960～70年の経済開発と外国資本の役割」環日本海経済石ll究所、
  rERINA REPORT］ 2001 ・ Vol. 4， p. p. 1一一一13

 それでは、このような借款(1962～‘79)

の資金使途はどのようになっているのであろ

うか。図表12を参照されたい。公共借款はそ

の性格上インフラ・サービス部門への投入が

70％以上、次いで23. 7％が農水産部門で占め

られ、製造業への投入は極めて少ない。

 r方、商業借款の明細がここには記載され

ていないが、製造業例えば金属(1，924百万

ドル)、化学(1，582百万ドル)、繊維(1，153

百万ドル)への投資比重が高い。繊維産業へ

の投資は第1次計画段階では全体に占めるそ

  この結果、少なくとも1973年以降1979年の

 朴暗殺まで、必要資金のほとんどは政府借款、

 商業借款を含め主として海外からの調達によ

 ることになる。特に、1973年の重化学工業化

 宣言以降の「化学工業投資計画」は総額96億

 ドルであったが、関連するインフラ部門が含

 まれるとして、文字どおり海外調達に依存し

 たことになる。ただ、これを財政調達の面か

 ら見ると、1960年前半までは租税収入と国営

 事業収入による調達が55％程度にすぎなかっ

 たが、1960年後半以降改善され、1978年では

 この比率は98. 4までになったとされる。した

 がって、海外調達は1960年前半の20％以上か

 ら1978年には5. 1％に低減した。経済開発の

 初期段階では民間部門の投資余力が小さくそ

 の分政府が肩代わりする必要が大きいが、経

 済発展に伴ない租税・国営事業収入が増大し

 一方で民間負担能力の増大が海外調達比率を

 下げているとされる。しかし、政府が行なつ

 てきた分を民間にシフトし、代わりに政府が

 海外借入や国内借入において債務保証を行な

 っているとすれば、その財務体質は基本的に

 変わっていないとみるべきであろう。

図表12:韓国の借款資金累計の部門別投入実績(1962～‘79年)

                (1首f立:1ゴフゴドル)

公共借款 商業借款 備考
金 額 ％ 金 額 ％

農  林  水  産 1β48 23. 4 187 2. 0

製   造   業 302 5. 2 6，194 65. 5

インフラ・サービス 4，048 70. 3 3ρ76 32. 5

合   計 5，757 100. 0 9，457 100. 0

(筆者注)公共借款の合計数字および％を加算すると不整合が生じるがそのままにした。
(出所)図表11資料に同じ。合計欄のみ引用した。

 それにしても特徴的なことは外国人直接投

資による資本調達が少ないことである。台湾

のそれと比較して著しい差異がある。これは

基本的に「韓国株式会社」が外資の直接投資

による企業支配を嫌ったことにある。この現

象は、直接投資のもたらす総合的な企業内技

術移転の可能性と技術競争力による発展の風
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土の芽を摘むことになった。経済開発の重化

学工業化の過程において深刻な技術開発の遅

れに直面するのもこのような外資の直接投資

に対する警戒姿勢によるところが大きい。

(「日韓基本協定」と日本の援助)

 ところで、日本からの丁丁経済協力、技術

協力は1965年に締結された「日韓基本協定」

に基づき翌年から実施された。日韓国交正常

化交渉は1951年に当時の米ソ冷戦構造の悪化

を懸念した米国の斡旋により開始されたが、

李承晩時代には全く進展せず、朴時代になっ

て一挙に解決に向かった。国交正常化にとも

なう広範な対韓協力は朴政権の経済開発の大

きな呼び水となり、ソウル・釜山をつなぐ京

釜高速道路等の社会資本の整備や浦項綜合製

鉄所建設につながった。援助の内容は無償、

有償資金計5億ドルの供与を中心に図表13の

ような広範な経済協力におよんだ。韓国にと

っても懸案であった具体的な特定資本財の蓄

積を促進し、また人的交流を通じて相互の技

術開発に寄与し、日本、韓国の双方にとって

この時期極めて有益な経済交流につながっ

た。日本の総合商社が積極的に進出し、背後

から日本企業の丁丁協力を支えただけでなく

韓国と米国、日本を含む世界市場への橋渡し

役を果たした。当時、日本の外貨準備が僅か

20億ドル弱であったことを考えると、対韓協

力がいかに巨額であったかが分かる。その意

味で経済開発の初期段階における典型的な総

合援助のモデル・ケースとして評価されてよ

い。二丁雨は日本の対韓援助について次のよ
      
うに評価する。(李［2001］)

(イ)直接的効果として韓国の社会資本および

民間資本の形成に寄与した。実際に無償、有

償資金の64. 3％が資本財に使用された。

(ロ)米国援助と異なり消費材よりも資本財蓄

 積に充てられた。資本財のうち70％近くは韓

 国内で調達できない機械の購入であった。

(ハ)浦項綜合製鉄所建設、下野高速道路建設

 の成功は単なる資金協力の他に専門家派遣、

技術研修生受け入れ等日本側の技術指導の効

果を広範におよぼした。

図表13:「日韓基本協定」に基づく対韓経済協力の概要

               (単イ立:百7了ドル)
無償資金 有償資金 合 計 備  考

①対日請求権資金 300. 00 200. 00 500，000 資本財・原材料購入

②その他経済協力 3. 9！ 3. 45 7. 36 工業高校設立(無償)

蒼S電化、農林水産業近代化、
QB産業育成、中小企業振興
i以一ヒ有償)

③食糧支援 7，432t 138. 3万t 139. 4万t 米穀

④技術協力 「研修生受け入れ」博門家派遣」「機材供与」「開発調査実施」

⑤民間経済協力 ｝
10. 00

一
民間商業信用供与(輸出信用)・商業借款(除直:接投資)

(出所)李燦雨「韓国の1960～70年代の経済開発と外国資本の役割」環1三1本言条釜済研
  究所、ERINA REPORT(2001・vol. 42＞p. p. 1～13、高崎宗司「検証｝:1参会

  談」岩波書店、p. 199～205等より引用の上…覧表を作成した。

 ここで、この対韓経済協力の資金が具体的

にどのように使われたのか図表14により概括

したい。これは李燦雨が韓国経済企画院によ

る「請求権資金白書」(1976年版)から引用

したものであるが、指摘どおりの実績が良く

読み取れる。

図表14:日本の対韓経済協力の資金使途実績

             (単イ立:鷺ゴヲゴドル)

無償資金 有償資金 合  計

部門区分 金 額 ％ 金 額 ％ 金 額 ％

①資本財 121. 3 40. 4 200. 0 10α0 321. 3 64. 3

農林 36. 5 12. 2 2. 3 1. 2 38. 9 7. 8

水産 272 9. 1
一 ｝

27. 2 5. 4

鉱工業 3. 4 10. 5 ！13. 7 56. 9 145. 2 29. 0

科学技術 20. ！ 6. 7
一 一

20. 1 4. 0

インフラ・サービス 6. 0 2. 0 84. 0 42. 0 90. 0 ！8. 0

②原材料 132. 8 44. 3
一  

132. 8 26. 6

鉱工:業 132. 8 44. 3
一 一

ユ32. 8 26. 6

③清算勘定等 45. 9 15. 3
『 一

45. 9 9. 2

銀行手数料 0. 1 0. 0
一 一

0. 1 0. 0

清算勘定 45. 7 15. 2
一 一

45. 7 9. 1

合  計 300. 0 100. 0 200. 0 ！00. 0 500. 0 100. 0

(注)上記にいう清算勘定とは1961年4月の日韓交換公文により両政府間で確認されて
 いるll】韓清算勘定残高として日本側の債権として残っている45，725千ドル。10年

 分割返済になっておりこれをさす。
(出所)同」二。

 李燦雨はこの時から対日依存構造の萌芽が

出来たと指摘する。その評価は韓国側が考え

ることであろうが、確かに、今でも対日輸入

の60％近くが資本財でありその多くは部品等

の中間財で占められる。恒常的輸入構造が対

日貿易赤字の大きな原因になっていることは

事実である。韓国側も輸入多辺化品目を設定

し日本からの輸入だけに偏らず、それ以外の

国からも輸入するよう規制した。その数は多

いときには数百品目に達したが、最近になっ

てようやく完全自由化された。しかし、その

主たる目的は日本からの資本財輸入規制であ

った。結局、日本以外の国からの資本財輸入

32 同上
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は拡大せず、結果として韓国が品質的に国際

競争力ある商品を輸出することができるとす

れば日本製中間製品を使用せざるを得ない生

産構造になり対日貿易赤字恒常化する。台湾

が下請け産業に徹しそのなかからIT部品の

ごとく競争力ある国際商品を育成していった

方向とは異なる。台湾は対日赤字を貿易の総

合収支で黒字にする構造を作った。「規模の

経済」による工業化(韓国)と中小企業の家

内工業的発展の集積(台湾)の違いというこ

とになろうか。

(2)技術開発

  高度な技術の導入と開発は国際競争力ある

 商品生産に不可欠である。韓国の経済開発に

 おける本格的な技術移転のはじまりとして、

 「日韓基本協定」(1965年)に基づく技術援助

 がある。1973年まで日本の韓国研修生受け入

 れ総数は1，774名に達し、日本からの専門家

 派遣では農業、運輸、建設、厚生、重工業の

 順に派遣数が大きく多岐にわたった。図表15

 はこの内訳を示すものである。

 この援助に対する評価は極めて高いが、一

方で韓国がその後日本の技術に従属する原因
            ヨヨ
になったとする考え方もある。三二雨は、こ

の日韓間で行なわれた技術者育成は、日本の

専門家の現地での指導、日本への技術研修生

の短期派遣などによって行なわれ、韓国の技

術発展に大きく影響を与えた。しかしながら、

韓国の技術が日本に依存することにもなり、

その後技術の自立が韓国経済の大きな課題に

なった。日韓協力資金が単に金銭によって行

なわれるのではなく日本の財貨(現物)とサ

ービスによって供与されたことはその後の日

韓経済関係において日本が資本財輸出国とし

て位置付けられることになり、韓国の日本に

  対する貿易赤字が続く最大の原因になった。

  …としている。果たしてそうか。

表！5:日本の華甲経済協力における部門別研修生受入れと専門家派遣累計

               (ユ973年末) (単位:人)

農 業 水産業 建 設 :重工業 鉱 業 軽工業
化 学
＝u 業

公 益

?業
運 輸 郵 政

研修生 427 111 57 54 24 85 22 11 149 88

専門家 102 1 40 26 10 6 1 0 92 10

厚 生 原子力 経 営

Z 術
教 育 行 政 その他 合 計

研修生 169 54 40 61 327 95 L774

專門家 25 0 0 0 0 80 403

(出所)同」二

 ところで、図表16から韓国での技術移転の

指標となる直接投資と技術提携の推移をみる

と経済開発の初期段階では直接投資の額が少

ない。韓国のカントリー・リスクが高く外国

資本が直接投資を敬遠したことも一因だが、

当初韓国側が直接投資に伴なう外資による支

配を警戒したことが大きい。直接投資は1970

年代後半から急増し1980年以降は更に増加す

る。韓国政府の対外開放化政策推進もあって

外資の積極導入が図られたことによる。特に

1980年代の後半から件数・金額ともにさらに

増加しておりこれに伴なう直接技術移転が活

発になっていることがわかる。国別内訳を見

ると、1970年代は日本のシェアが圧倒的に高

く、件数において全体の約80％、金額におい
       ヨ 
て約60％を占めた。日本からみると高度成長

期に高騰した経費負担を軽減する上で相対的

にコストの安い韓国が恰好の投資対象になっ

た。日本の総合商社と、これを窓口にした民

間企業が積極進出した。1962～97年累計で日

本企業の韓国製造業に対する直接投資の内訳

を見ると、機械(437件)、電機・電子(427

件)、化学工業(256件)が上位3部門を占め、

               ヨら労働集約型工業部門に集中している。技術提

携件数でも日本が圧倒的に高く、1962～93年

累計で日本が約50％、米国が27％、両国で全

体の80％近くを占める。ロイヤリティ支払額

では米国シェア47. 9％、日本32. 0となる。い

33 李翠雨、同上、李海樽「新東アジア時代の韓国経済発展論」税務経理協会、2001年、p. 249～250。

34岡本義行「日本企業の技術移転」日本経済評論社、1998年。p. 136。但し、日本の直接投資は1988年をピークに減少

 し、1997年はシェア3. 8％に激減する。代わって、！995年以降米国投資が急増し1996年シェア64. 7％、1997年50. 4％を占

 めた。(自訴珠「新東アジア時代の韓国経済発展論」同上p. 250)日本の減少はアセアン諸国や中国へのシフトを意味す

 る。

35 岡本義行編「日本企業の技術移転」日本経済評論社、1998年。p. 137、1962～‘97年の累計ベース。
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ずれも米・日偏重が著しい。

 別の資料である図表17によって日本と韓国

との関係に焦点を合わせてみてみたい。1966

年以降にはじまった日本の直接投資が件数・

金額ともにそのシェアが高い。とりわけ、

1970年代は日本のシェアが圧倒的に高く、件

数において全体の約80％、金額において約

60％を占めている。1980年以降は対外開放化

政策もあって外資の積極導入が図られるが、

冒頭の概況説明の通り、韓国政府は直接投資

に対しては経営主体が損なわれるリスクがあ

るとして外資導入に消極的であった時期があ

り、その認可に際し輸出条件や国内販売条件

を付加する等審査は極めて厳しく必要資本と

それに伴なう技術移転に限定してきた。とり

わけ、日本からの資本導入は日本従属をもた

らすとする国民感情にも配慮して許可上の制

約が厳しいとされた。結果として日本の投資

が大きなシェアを占めることになったのは

1970年代に見られるごとく、韓国の重化学工

業政策推進上必要不可欠との政策判断が行な

われた結果であろう。二つの資料によって事

実を調べて見ると日本の対韓貢献度が技術の

面においても極めて高いことに驚きを禁じ得

ない。

図表16:韓国における直接投資金額と技術提携件数の推移

            (1巨f立:丁葺フゴドル、f牛数、％)

  ところで、韓国側のロイヤリティー・ベー

 スの技術導入状況資料が不足のため明確な数

 字の対比ができないが、後述する台湾との比

 較を行なえば、台湾の外資導入(5，773件、

 金額13，252百万ドル、1952～‘90年)および

 技術提携(3，422件、1952～‘90年)との対

 比において明らかに韓国との政策の違いが分

 かる。また、図表18からは、統計期間の相違

 があるものの傾向として韓国は直接投資によ

 る技術移転よりも技術提携を選択しているこ
            
 とがわかる。宋立水は  (宋［1999］)韓

 国の技術導入はむしろ借款に伴なったものが

 もっとも多いとされ、台湾との違いは資本形

 成政策と産業構造の違いにもよるものである

 と指摘する。ただ、工業化過程の後半(1970

 年代)において韓国も直接投資受け入れの条

 件を緩和しはじめたが、全体的には自国の産

 業資本育成過程において、外国資本と技術に

 よる支配を警戒していたとし、この資本形成

 政策は技術形成に影響を与えたとする。更に、

 この現象は1960年代半ばまでの日本と相似し

 ていると指摘する。

   図表18:韓国における直接投資と技術提携件数

        (台湾との比較)

                 1962～‘81｛1等‘ti'l             l977～‘81イl        l972～‘76｛I   l962～‘71イi韓 1玉I

                    lρ95                244           502      349直接投資

                    1，970               1，225           434技術提携      311

台 湾

【白接投資

技術提携

1952 一一 ‘79. i，1

  2，627
  1，318

1980～‘92イ｝

  3，946
  2，465

1952～駈93イ1昇Ii'il

   6，573

   3，783

1962～71 1972～81 1982～95 1962～95累計

直接投資額 266 100. 0 1，599 100. 0 12，249 100. 0 14，114 100. 0

うち米国 120 45. 1 372 23. 3 3，694 30. 2 4，186 29. 7

［1本 98 36. 8 928 58. 0 4，250 34. 9 5，306 37. 6

1962～72 ！973～81 1982～93 1962～93累計

技術提携件数 371 100. 0 1，606 100. 0 6，799 100. 0 8，776 100. 0

うち米国 85 22. 9 381 23. 7 1，902 28. 0 2，368 27. 0

日目 250 67. 4 875 54. 5 3，205 47. 1 4，330 49. 3

(出所)豊海珠「新東アジア時代の韓国経済発展論」税務経理協会、2001年、p. 250、

  2530

図表17:韓国における外国直接投資の年度別推移

             (単. f立:下〔プ了ドル、％)

日 本(A) 総 計(B) (A＞/(B)(％)

年度
件数 金額 平均投資額 件数 金額 平均投資額 件数 金額

‘62～‘71 246 98 0. 40 399 266 0. 67 6！. 7 36. 8

‘72～'81 871 928 ユ. 07 1，118 1，600 1. 43 77. 9 58. 0

‘82～'86 276 876 3ユ7 579 1，768 3. 05 47. 7 49. 5

'87～'91 642 2，122 3. 3！ 1，676 5，636 3. 36 38. 3 37. 7

‘92～'95 458 1，287 2. 81 1，516 5，196 3. 43 302 24. 8

 . ヒ日表の中で1962～71年のEl本の投資額が記載されているが、実施は1966年以

 降である
GB所)岡本義行「EI本企業の技術移転」日本泉釜済評論社、1998年。 p. 136

(IH所)宋立水「アジアNIEsのJl. . 業化過程」［rl本経済評論社、1999年。 p. 132

(3)労働力育成

  初期条件としての教育水準の高さが、労働

 力の質の高さに反映されその成果が経済開発

 と有効に結びついた。とりわけ義務教育が徹

 底されており初等教育への就学率はいずれも

 100％に近く、文盲率もほぼゼロの水準であ

 つた。これは、韓国の初期工業化段階では高

 い素地を有した労働力として大きく貢献し

 た。マニュアル化された一定の集団的技術の

 達成度とその技術水準の高さは特に労働集約

 的産業においてその効果が最大限発揮され

 た。これは日本と類似する。産業高度化の過

 程での企業内職業訓練に見られるとおり、集

36 宋二水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. ！31
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団としての職業訓練やOJT(On the Job

Training)に著しい成果をみせ、1970年代の

労働集約大量生産的産業の育成期にはこれら

水準の高い労働力が国際競争力を高め産業高

度化に貢献した。このことは生産コストとり

わけ人件費が価格競争力に大きな割合を占め

る場合はますます有利になる。労働コストす

なわち人件費の高騰により価格競争力がなく

なるか、機械化の進展により労働コストが価

格競争力に余り影響しなくなると国際競争力

の有利性は失われる。韓国の場合は1970年代

にこの水準の高い労働力効果により輸出競争

力を高め産業の高度化にも寄与した。しかし、

第2段階に相当するこの期の韓国の課題は、

技術集約的産業に必要とされる高度な技術開

発力の将来性が不透明なことであった。1980

年代に入ると、人件費の高騰が労働集約的産

業の価格競争力低下と日本企業等外国資本の

減少を招くことになった。韓国の伝統的な両

班(やんばん)思想は絶対の文官優位にあり、

技術を比較的軽視する傾向が根強く残存し、

ときに技術を蔑視することすらある。技術は

金(かね)で買えばよいとの考え方に陥りや

すく、新しく独自技術を開発しようとする際

の大きな障害になった。経済開発の立案運営

において、韓国が経済官僚中心、台湾が技術

官僚中心であったことは専門的技術教育と独

自技術の開発が求められる時代の到来を考え

る上で示唆的である。この第2段階の前半は

教育水準の高い質の高い労働力が最大の貢献

をする一方、後半になると次第に専門的技術

開発力を有する人材野育成が大きな課題とな

ってきた。

(4)市場開発と輸出振興

  「輸出指向型工業化」を目指す経済開発で

 は生産余剰の販路となる海外市場の確保が大

 きな前提になる。この第2段階は工業化の推

 進と同時に輸出奨励のための諸制度が大幅に

 整備された。韓国の輸出奨励と貿易金融は無

 制限・無差別適用にその特徴があり、この期

 になると政府の貿易政策が飛躍的成果に結び

37 安忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年。p. 60
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ついた。貿易金融は1970年代に入って急増す

る。1980年には総融資に占める輸出金融の割
         ヨ 
合が実に35％に達した。韓国政府がいかに輸

出振興に力を入れ金融面からこれを積極支援

したかがよくわかる。

 先に朴政権の採用した経済開発政策は生産

計画、消費計画、そしてこれを支える金融支

援の3つのカテゴリーに大きく分類して考え

る必要があることを強調した。輸出振興にお

いても3つにおける政策支援が最大限発揮さ

れる。しからば、輸出を拡大させるためには

どうすればよいか。国際競争力ある輸出商品

を作る方法は限られてくる。先ず、コストの

安い労働集約的産業か付加価値の高い産業を

育成すること、そして為替政策である。輸出

に限れば外国通貨に対してできるだけ弱い通

貨であるほど有利になる。すなわち韓国通貨

ウォンが外国通貨例えば米ドルや日本円に対

して安ければ安いほど輸出競争力は強くな

る。

 したがって、生産における国際競争力ある

商品の存在と安定且つ有利な為替政策の存在

は輸出振興にとって車の両輪になる。その際、

資源の少ない加工貿易(資源を輸入し加工製

品を輸出する)形態の国では当然ながら製品

原材料の輸入政策が輸出に密接な関係をも

つ。韓国や台湾はこの最も典型的な例である。

これらの関係を要約すれば図表19のとおりで

ある。

図表19:韓国の経済開発における輸出振興モデル

政策. 金融 貿易. 金融 為替政策・輸出優遇策

生産「

函7奨励      輸出「

7奨励
醗國＋國＿

［b 画1…  ・ 一［・肖費司画トレ

(供」

且

L給〉 撤扇  (需∠

@          余剰

L要)

ｶ産
国内消費   財閥系

@総合断目(輸出の担い手)

瞬莫の経済1 資本蓄積

@ 毛      外貨獲得

 以下、輸出振興の基本となる生産奨励、輸

出振興政策、為替政策そして金融支援の4つ



の点から韓国の実態を検証する。

①韓国財閥の位置付け

  先ず、韓国の経済開発において生産の圧倒

 的シェアを引き受け、そして製品の販路とし

 ての市場確保に重要な役割を果たした財閥

 (チェボル)について触れたい。既にその大

 きな枠組みの中での財閥機能とその役割につ

 いては述べた。ここでは具体的にどのような

 シェアと実績をあげたのか数字で示すことに

 重点をおきたい。ところで、財閥の概念は必

 ずしも明確ではない。歴史的には戦前或いは

 李承晩の三白産業時代にさかのぼる企業もあ

 るが、今日いう財閥は明らかに朴正煕の1962

 年にはじまる経済開発計画の実施部隊として

 発足し、それとともに政府による強力な産業

 支援と金融支援を受けながら成長を遂げた企

 業グループである。その特徴は経済開発計画

 の目標達成のために政府と一体化して行動す

 るという点にあるが大統領のそのときどきの

 政治的背景によって企業グループとしての栄

 枯盛衰を遂げている。なかには国際商事グル

 ープのごとく財閥グループそのものが解体さ

 れ消滅(1985年)してしまったものもある。

 ごく最近ではベトナム戦争で活躍し輸送関連

 企業から急速な拡大を果たした大韓航空に代

 表される韓進グループや、5大グループに属

 した大宇や現代の両グループも解体されてし

 まった。ここでは1995年までに区切って説明

 する。財閥(チェボル)の特徴はそれぞれの

 グループが同じような企業を傘下に持ってい

 ることであり、必ずしも創業時の本業関連事

 業に限定せず、非関連事業にも幅広くネッ

 ト・ワークを広げることにある。このため、

 グループ傘下にはホテルであれば必ずどのグ

 ループも保有するという類になる。これは競

 争原理を働かす上で政府にとっても好都合で

 あった。そして、有能な中小企業が育ちはじ

 めると財閥グループ同士で閉めだしをはか

 り、最後はどこかの財閥が傘下に納める。韓

 国で中小企業が育ちにくい風土はこのような

 ところに原因の一端があった。更に特徴的な

ことは創業者一族が非公開株式シェアに基づ

く絶対的権限をもっており、なかでもグルー

プ会長の権限はことのほか強い。そのため、

会長直属の組織となる会長秘書室或いは企画

調整室はグループのエリートを集めた強力な

権限を行使する。このことは先に述べた。し

かも、日本企業の意思決定の主流である(あ

った)ボトム・アップ方式とは異なり即戦即

決のトップ・ダウン方式となる。このことも

韓国の経済開発戦略の実効性を著しく高めた

ひとつの要因といえた。

 こうした財閥グループの中で規模、産業群

からいって名実ともに大きいのが現代、三星、

LG(ラッキー・ゴールドスター)、大宇、鮮

京の5大グループであり、1980年代に急成長

した鮮京を除き、残りは1970年代半ばからの

同じ顔ぶれである。以下10大グループ、30大

グループと分類され、この30をもって一般的

な財閥グループを構成する。但し、広義の意

味では46大財閥とする場合もある。このよう

にして、1970年代以降急速に財閥への生産集

中が加速した結果、韓国の経済構造は寡占化

状態になりこれが次第に慢性化する。例えば

5代グループの製造業付加価値生産における

シェアは1973年忌5月半ら1978年には18. 4％

に、これを46大財閥でみると同じく1973年の

31. 8％から1978年には43. 0％に拡大するよう

      ヨ 
な状況にあった。因みに、1978年の重化学工

業に占める付加価値生産比率を示せば図表20

のとおりであり、46大財閥で実に60％近くの

シェアになる。これらの財閥グループが海外

貿易の担い手になった。

 図表20:韓国財閥の付加価値生産比率(1978年)

                (単位:％)
財 閥 数 重化学工業部門 軽工業部門

5大財閥 31. 7 5. 7

10大財閥 40. 7 6. 9

20大財閥 52. 3 15ユ

46大財閥 59. 7 27. 0

全製造業での両部門の
@付力1噸値生産比率

48. 9 5ユ. 1

(注)韓国における重化学工業には、パルプ、紙製品、化学、石油、石炭、ゴム、プ

 ラスチック製品、非金属鉱物製品、第1次金属、組立金属製品、機械、装備を

 含み、残りを軽工業に区分する。
(出所)高龍秀「韓国の経済システム」東洋経済新報祉、2000年DP. 65

また、図表21のように次第に製造業に占め

38 高龍秀「韓国の経済システム」東洋経済新報社、2000年。p. 64～65
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る割合が増大するだけでなく、この結果とし

てGDPに占める割合も急増した。因みに、

1994年の6代財閥(三星、現代、LG、大宇、

鮮京、双龍)の売上高合計は176兆ウォン、

この年の韓国のGDP305兆ウォン、韓国の一

般会計予算は43兆ウォンであり、実に売上高

規模でGDPの57. 7％、一般会計予算の4. 1倍

に達した。なかでも三星(51兆ウォン)、現

代(47兆ウォン)は単独で一般会計予算を上
   
回った。(池［1997］)財閥の規模はここまで

膨張した。

 図表21:韓国経済に占める財閥比率の推移(％)

GDPに占める割合 製造業に占める割合

‘73 ‘74 ‘75 ‘76 ‘77 ‘78 ‘73 ‘751‘78

5大財閥 3. 5 3. 8 4. 7 5. 1 8. 2 8. 1 8. 8 12. 6 18. 4

！0大財閥 5. 1 5. 6 7ユ 72 10. 6 10. 9 13. 9 18. 9 23. 4

20大財閥 7. 1 7. 8 9. 8 9. 4 13. 3 14. 0 21. 8 28. 9 33. 2

46大財閥 9. 8 10. 3 12. 3 12. 3 16. 3 17. 1 3L8 36. 5 43. 0

(出所)安忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年。p，69

 ところで、1970年代は重化学工業化が推進

されるなかで、財閥グループも系列企業を大

幅に増加させた時期であった。1970年には30

大財閥の系列企業は僅かに126社であったが

1979年には429社に増大した。この背景には

中東建設ブーム、証券会社、保険会社への進

出拡大、および総合貿易商社の設立等があっ

た。とりわけ、総合貿易商社制度は機能的に

も日本の総合商社を模したものであるが、優

秀な人材を確保しつつ生産要素市場で圧倒的
           
優位をもつようになった。

②為替政策と金融政策

  最も基本的な為替政策は為替相場の単一化

 すなわち単一為替相場の採用である。「韓国

 の輸出主導型工業化戦略と一貫性のある誘因

 体制が確立できたのは、朴正煕政府が、1950

 年代以来維持してきた為替制度を1964-65年
                  ヰ 
 の間に全面改編してからのことである。」と

 して、それまでの韓国では商品の品目別、用

 四叉にそれぞれ異なった為替相場が適用され

 る複数為替相場制を1965年に単一変動為替相

場制度に切り替えた。当時、日本を含めた多

くの先進諸国をはじめそのほとんどがドルに

対する固定相場制度を採用しており、通貨の

変動は一定の条件に達した場合、IMFとの合

意の下で切り上げ、ないしは切り下げを実施

した。先進諸国が完全な為替変動相場制に移

行するのは1971年8月のニクソン・ショック

の後である。韓国はこれよりかなり早い時期

に変動相場制に移行した。この結果、韓国通

貨ウォンは実質価値を反映する合理的な為替

相場を反映させることになる。

 この為替制度改訂の効果は韓国の輸出振興

にとって極めて大きかった。1960年時点で1

ドル65ウォンを基準とする為替相場は1961年

に！ドル130ウォン、1964年には1ドル255ウ

ォンに切り下げられたが、1965年以降は市場

実勢に委ねる変動相場移行した結果！ドルは

270ウォン前後の実勢相場でスタートした。

1961年朴政権の発足時比較して2倍以上のウ

ォン切り下げとなり輸出競争力効果が大きく

顕現した。しかし、為替相場切り下げのまま

では原材料を輸入に頼る韓国では輸入のため

の為替相場がこれまでに比べ不利になるでは

ないかという疑問が生じる。ところが、現実

に韓国ウォンの実勢はその後一貫してウォン

安トレンドであり1980年には1ドル約660ウォ

ンとなり、それまでウォン高に転じたことは

一度もない。その理由は一貫して輸入が輸出

を上回る貿易収支の赤字基調に主たる原因が

あった。貿易黒字(輸出が輸入を上回る)が

初めて生じた1985年に為替相場は初めてウォ

ンだ高に転じた。その後、国際収支の計上方

法の変更に伴ない総合収支で見ることになる

が、1990年に総合収支の赤字に転じて以降ウ

ォンの為替相場も市場実勢にあわせてウォン
               
安、ウォン高の局面が相互する。このように

みると、一貫してウォン安にある限り、輸入

にとっても有利に働いたということができ

Q
U
O
l
∩
∠

つ
」
4
4
4

池東旭「韓国の族閥、軍閥、財閥」中央公論社、1997年。P. 152

宋忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年。p. 68

安忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年。p. 56

数字はいずれもIMFのIFS(lnternational Financial Statistics)1998年版および2000年版による。
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る。すなわち、原材料は製品を生産する以前

に必ず輸入しなければならないわけであるか

ら、製品を輸出する時点でウォン安になって

おれば、必ず輸入為替相場は輸出為替相場

よりウォン高で実行できることになるから

輸入で支払うウォン価より輸出で受けとる

ウォン価の方が必ず多いということになる。

すなわち、一種のタイム・ラグ効果を利用し

た方式で、これをリーズ・アンド・ラグズ

(leads＆rags)という。この結果は、ウォン

安基調を堅持できる限り輸出は振興できると

いう理屈になる。一方、金融政策については、

1965年9月に預金金利と貸出し金利を2倍近

く大幅に引き上げた。これは、預金金利を引

き上げ貯蓄インセンティブを誘因することに

よって国内貯蓄率の増大させる一方、貸し出

し金利を高くすることによりウォン貨建て借

入を抑制することにあった。

 また、先述した1965年に為替制度改革に伴

ない廃止された韓国における「輸出補償制度」

は1953年に創設されて以来の補助金制度であ

り、1961年当時1ドル130ウォンの時代に輸出

1ドルあたり15～20ウォン(ドル当たり補助

率11. 5～19. 2％)の補助がなされた。これら

をみると輸出を経済機会(企業利益)の対象

とみるのではなく、外貨獲得を手段視した政

策とも受け取ることができる。(谷浦［1989］)

この制度の趣旨は廃止後別の形で継承された

といわれるが、当時それぐらい外貨に窮して

いた証左でもある。その意味で、朴政権の採

用した政策は生産計画・販売計画(輸出主導)

そしてそれを支える金融支援と三位一体とな

った経済開発政策を政府主導のもとで完全に

取り仕切っていたと考えることができる。確

かに、この後韓国の輸出は急増し外貨獲得の

旗手となる。

  為替政策と金融政策のこの二つの政策手段

 は朴政権の経済開発政策に米国および西欧先

 進諸国が韓国を全面的に支援することを前提

 としていたものであり、米国援助当局(USAID)

                  ヨ
 やIMFが要求していた内容でもあった。

③ 輸出奨励制度…奨励策と貿易金融

  これに対し、具体的には輸出と輸入に関し

 次ぎのような奨励策と貿易金融における優遇

 政策が実施された。しかも、無制限・無差別

 適用にその特徴がある。これらは、経済環境

 の変化に伴ない一部変更されたがその骨子は
               
 1980年代初めまで維持された。これらの諸制

 度・諸支援策を見ると第2次世界大戦後日本

 の採用した輸出振興制度と類似するところが

 極めて多い。日本の場合、信用状に基づく輸

 出生産資金調達の「輸出前貸し制度」或いは

 輸入原材料の加工生産・販売までの「輸入跳

 ね返り貸付け制度」等もあり名称はともかく

 実質的には同じような輸出奨励制度が導入さ

 れていた。      噂

1. 基本的輸出奨励制度

○自動承認制輸出優遇金融制度導入

  輸出信用状(L/C)ベースによる自

  動的銀行融資(限度輸出額の90％)

○輸出生産用中間材輸入に関する自動承認

 制関税免除および関税減免制度(関税還

 付制度)導入

  輸出用原材料の所用証明と輸出商品の

  船積み証明(B/L)提示による自動

  的無関税輸入

2. 輸出奨励支援制度

○輸出生産用中間財投入と輸出販売に対す

  る間接税の減免

○輸出所得に対する直接税の減免(1973年

  廃止)

○輸出実績にしたがった輸入業の営業許可

  リンク制

 ○輸出用中間材の国内供給者に対する関税

43 谷浦孝雄「韓国の協業化と開発体制」アジア経済研究所、！989年。p. 33

44 輸出奨励策の内容等については同上並びに安忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年、高龍秀「韓国の経済

 システム」東洋経済新報社、2000年、渡辺利夫・金昌男「韓国経済発展論」勤草書房、2000年、植木三郎編著「韓国の

 金融事情」アジア経済研究所、1969年冬による。
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 および間接税の減免

0主要輸出産業の固定資産に対する加速償

 却の許容

 この制度の利用は1970年代に入って急増す

る。図表22は韓国銀行「経済統計年鑑」のデ

ータを安忠栄の作成した下記出典より引用し

たものであるが、いかに政府が輸出振興に力

を入れこれを金融面から支援したかがよくわ

かる。1980年前は総貸出金に占める輸出支援

金融の割合は実に35％に達する。

図表22:韓国の銀行総貸出に占める輸出支援金融の割合

               (単位:億ウオン)
1970 1975 1976 1977   1978 197gl1980

総貸出金
@ (A) 8281 33，463 42289 55，824 82，848 l！4，696 161，002

輸出支援
燉Z(B)

1，616 8，409 10，427 15，115 26，上60 37，648 56，428

総貸出金
@ (A)

(19. 5) (25. 1) (24の (27. 1) (31. 6) (32. 8) (35. 0)

(出所)安忠栄「現代北東アジア経済11創者詔書Illl、2000年。 p. 60

④輸出加工区…「保税加工輸出制度」、「輸出

自由地域」の創設

  朴政権になって新しく導入された制度とし

 て、「保税加工輸出制度」と「輸出自由地域」

 創設の二制度がある。前者は1961年、後者は

 1960年代末に開始された。この期は輸出振興

 に関連する生産、消費(販売)、金融分野の

 政策支援が効果的に発揮され、工業化推進を

 支援する形になって顕現した。

 この二制度を少し詳しく説明する。「保税

加工輸出制度」は海外からの発注にしたがっ

て国内企業が無関税で輸入した原材料を加工

し全量を輸出するものである。国内の加工業

者は加工手間賃だけを受け取るがこれが外貨

(ドル)であるため韓国にとっての外貨獲得

につながる。政府は加工手間賃1ドルに対し

25ウォンの補助金を支給した。この補助金制

度は1965年に廃⊥しされたが、所得税に対する

減免、輸入設備に対する関税免除など税制上

の特典はその後も維持される。この制度」は

当初余り利用されなかったといわれる。しか

し、1960年代の後半に入り急速に成長をはじ

め、1970年代の半ばまでは総輸出の20％前後

を占めた。1970年代末には10％以下に落ちこ

んだが、1980年代に入り再び増勢に転じ17～

18％の比率を維持した。これは韓国の輸出の

重要な形態であるばかりでなく、基本的に韓
                   ら
国の輸出進展の原型を形づくったとされる。

 「輸出自由貿易地域」は保税加工輸出制度

をさらに発展させたもの。韓国内の指定され

た一定地域に外国企業による製造設備等いわ

ゆる生産財の無関税輸入を認め、同じく無関

税輸入された原材料を指定地域内で加工させ

その製品全量を輸出させる仕組である。進出

外国企業に対しては一定期間について所得税

に対する減免措置を行なう。この仕組みによ

る韓国側のメリットは韓国労働者の賃金だけ

であったが、失業者に溢れたこの時代に雇用

機会の創出メリットは大きかった。釜山の西

側に位置する馬山(マサン)輸出自由貿易地

域はこの代表的事例であり、日本からはソニ

ーなどが進出した。

 安忠栄によれば「輸出促進のために導入さ

れた各種の奨励制度は、輸出第主義を標榜し

た行政の力によって実行に移された。特に、

行政による輸出支援制度の中でも輸出目標制

度(exporttargeting)と輸出拡大月例会議は、

政府と企業の合作型の輸出促進を達成する上

で大きな役割を果たした。「輸出の日」を制

定して輸出功労者を表彰することによって輸
              
出活動を社会的に顕彰した。」いうなれば、

あめとむちを使い分けながら目標達成に逼押

した。これは、第2次世界大戦後の日本の輸

出振興政策と同じ手法であった。

⑤輸出振興と輸出市場構造

  韓国にとって輸出を振興しそれによって外

 貨を獲得することは乏しい資本蓄積資金の増

 加に貢献することであった。本来、輸出は国

 内消費を超過した製品の捌け口として、すな

 わち伝統的には国内余剰をいかに消費させる

45谷浦孝雄「韓国の工業化と開発体制」アジア経済研究所、1989年。p. 34

46 安忠栄「現代北東アジア経済論」岩波書店、2000年。p. 60
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かという観点から考えられてきた。しかし、

開発途上国にあってはこの輸出をむしろ積極

的に外貨獲得、資本蓄積手段そのものとして

考えてきた。工業化は必然的に規模の経済を

追求することになる。当初の輸入代替産業の

育成期には国内市場の規模に見合った工業化

が推進され、国内市場規模を超える分は輸出

にまわされる。輸出指向型工業化の段階では

むしろ積極的に海外市場向け製品の生産を計

画し予め生産余剰を想定した輸出手段を考え

る。とりわけ、朴時代の韓国は最初からそれ

をねらった経済開発計画であった。それ以外

に韓国の国民所得を増大させる方法は考えら

れなかったからである。1980年代に入り、過

剰生産投資に起因する生産調整と競争力低下

に伴なう産業調整を余儀なくされるが、朴の

経済開発政策の柱となった輸出指向型工業化

はともかく大きく成功した。台湾は同じ工業

化にあって必ずしも投資における規模の経済

をねらわず、中小企業の集積として市場規模

に従い、生産規模の拡大と縮小の調整を行な

いつつ輸出に対応した。結果として、台湾の

対応は市場の需要に対する弾力性をもった。

同じ輸出指向型経済開発でもその形態が大き

く異なる。

(輸出入市場分布)

 図表23から明らかなとおり、輸出入市場は

米国と日本に著しい偏重を見せる。韓米、主

日が、それぞれに緊密な関係を構築し強固な

輸出入市場を構照した。この構造が外貨獲得

の仕組みとして韓国経済にビルト・インされ

安定した市場確保を可能にさせた。とりわけ

1960年代後半からの第二段階においてこの構

造が一段と確立された。米・日依存体制の下

での工業化であったことが明白であり、韓国
               ア
の市場構造の著しい特徴といえる。米国、日

本向け輸出は1965年以降急増し、1970年代は

両国向けシェアが恒常的に輸出全体の60％前

後を占め、時に70％を凌駕した。輸入は米国、

日本で同じく60％前後のシェアを占め、重工

業化推進を開始した1970年は全体の70. 3％が

両国からの輸入であった。日本の比率は実に

40. 8％に達した。この時期、韓国は日本の協

力を得て初の一貫製鉄所となる浦項綜合製鉄

の建設にとりかかり完成させた。この時期が

資本財を中心とする設備輸入の最盛期にあた

り、これが対日依存度を大きくた。第二段階

の特徴の一つである。

図表23:韓国の対米・対日輸出入構城推移(196！-95年)

                  1: c/. )
1952 1955 1961 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

米 国 NA NA 35. 4 47. 3 30. 2 26. 3 35. 5 29. 8 19. 3

日 本 ク 〃 25. 7 28. ！ 25. 4 17. 4 ！5. 0 19. 4 13. 6
輸
出 その他 〃 〃 38. 9 24. 6 44. 4 56. 3 49. 5 50. 8 67. 1

合 計 〃 〃 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

米 国 〃 〃 39. 3 29. 5 25. 9 2！. 9 20. 8 24. 3 22. 5

輸
入

日 本 〃 〃 37. 8 40. 8 33. 5 26. 3 243 26. 6 24. 1

その他 ク 〃 22. 9 29. 7 40. 6 51. 8 54. 9 49. 1 53. 4

合 計 ク 〃 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

(出所)李海珠「新東アジア時代の韓国経済発展論」税務経撃畏協会、2001年、p. 246。

3)第3段階(1982～1995年)

  この段階は韓国が独自の展開を模索する時期

である。アセアンや中国などNIEs以外のアジ

 ア諸国が台頭し、米国、日本が韓国、台湾より

 も相対的コストの安い他の国々に生産シフトを

開始する。韓国、台湾も絶対的米・日市場依存

体制からの脱皮を迫られ、新たな国際競争力確

保に向かって海外進出を図り、資本移転をはじ

 める。

 1980年代前半には「漢江の奇跡」と呼ばれる

韓国経済の一つのピークを迎える。この結果は、

先述の図表4のとおり、一人当たり国民所得の

顕著な増大となって現れる。しかし、重化学工

業部門への過大投資が足かせとなり、1980年座

中後半から1990年代前半にかけて産業構造調整

が大きく表面化する。石油化学、鉄鋼、造船、

自動車等朴時代の6大戦略産業の再編は韓国経

済の高度成長にブレーキをかけ、政府主導型金

融方式と財閥中心の経営方式が根本から問いた

だされる。一方で1988年開催の「ソウルオリン

ピック」の成功で自信を得た韓国が名実ともに

先進国の仲間入りを果たすべOECD加盟を模索

しはじめる。1993年、金泳三の文民政権になる

と「新経済5ヵ年計画」に名称も変更され、経

済開発から社会経済発展に変更された政策がさ

らに変化する。国家の自信と経済の矛盾が相克

47 台湾についても同じ米・日という市場構造が成立するが、この点は台湾の項を参照。
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する時期である。

(1)資本調達・配分

  経済の発展に併行して資本蓄積資金の調達

 ルートも米国、日本偏重から多辺化する。図

 表9のとおり韓国経済の信用力増大(カント

 リーリスクの低下)にともない直接金融であ

 る外債発行が急増するのが特徴である。しか

 し、実質的に政府が介入する資本蓄積資金の

 調達・配分方式、即ち国家メインバンク・シ

 ステムに基本的変化は生じない。金融の自由

 化、国際化に対応する柔軟な金融システムの

 構築には程遠く、国家主導型金融システムの

 劣化と機能の限界が出てくる。財閥グループ

 には極端な外部負債依存体質からの一刻も早

 い脱皮が要請されるが、抜本的体質改善は進

 まず、金融改革も具体化しない。既存システ

 ムの劣化と限界に直面するジレンマの時期と

 いえる。改革の遅れは後年アジア通貨危機の

 影響を正面から受けることになる。

(2)技術開発

  図表18が示すとおり、この期に外国直接投

 資と技術提携が飛躍的に拡大する。韓国が直

 接投資による技術の直接移転に積極的に対応

 しはじめ、ロイヤリティー・ベースの技術提

 携にもまして独自技術の開発に真剣に取り組

 みはじめた兆候といえよう。相対的に低下傾

 向にあるとはいえ、引き続き米国と日本のシ

 ェアが圧倒的に高いことが特徴であり、海外

 市場における米国、日本シェアの構造変化と

 は著しい差異をみせる。

(3)労働力育成

  産業再編、技術開発、海外市場等の構造変

 化に伴ない労働市場も変化への対応力が求め

 られるようになる。高度で熟練した労働力確

 保のために財閥グループの企業内教育が一段

 と充実し高度化するなかで、外部人材のスカ

 ウトはますます激しくなり、一方でスピンア

 ウトも増加する。終身雇用制が崩壊の兆しを

 見せはじめ労働市場の流動性と横断的労働移

 動が加速する。この結果、経済開発の初期段
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階で韓国銀行が大量の新人を採用し財閥グル

ープに人材供給した現象と同じく、財閥グル

ープから離脱した人材が中小企業や独立会社

へ流れ、人材の横断的拡散現象が顕著になる。

もともと、韓国社会では人事の序列化を望ま

ずトップとしての独立志向が強い。このこと

は均質の労働力を求める大量生産には不向き

な時がある。一方、ベンチャービジネスに求

められる起業家精神の視点からいえばはるか

に優れた一面を有する。韓国経済の発展に伴

ない質の高い労働力がこうした競争のなかか

ら生まれやすくなり加速されるのもこの期の

特徴である。

 同時に、韓国にとっての直面する課題が今

やマニュアル化された技術水準の問題ではな

くなっていた。高度な技術開発力の将来性を

どのように考えどのように対応するか。これ

は更に高度化された人材の確保をどのように

解決するかという問題であった。工業化プロ

セスにおける高度な技術に対応できる労働力

の育成が経済開発の計画立案過程でどのよう

に組みこまれて来たかが問われることになっ

た。資本蓄積過程の差異が技術形成過程の差

異を生んだことは先に指摘した。韓国と台湾

との技術育成における明確な差異の一つはこ

こに現れている。韓国は初期の軍人登用期は

別にして経済開発計画の立案とその発展過程

で多くの経済官僚を育成してきた。そこには

米国留学組や少数の日本留学組、それに国内

大学の優秀な卒業生が登用された。そして大

幅な権限を移譲されそれに伴なう実権を発揮

してきた。一方面韓国の中央銀行である韓国

銀行は優秀な国内大学の卒業生を高給で積極

的に採用し一定期間勤務させた後、財閥を中

心とする民間企業に転職させた。余り知られ

ていないが、今日財閥グループの財務や企画

部門に多くの韓国銀行OB経営者を輩出して

いるのは、韓国の工業化プロセスにあって中

央銀行が人材育成機関として機能していたか

らである。しかし、ここでも文官優位の支配

体制が前提にあった。台湾は初期の経済建設

計画において理工系出身のスーパー・エリー



トを官僚に登用した。その後の技術形成の方

法も韓国とは異なった。外国からの直接投資

を優先し、それに伴なう技術の修得を行なっ

てきた。その背景には韓国の大企業的な集団

職業訓練になじまない経済、社会の二重構造

等が影響しているとしても、台湾の技術に対

する考え方は明らかに異なっていた。

 韓国の伝統的な両班(やんばん)思想は絶

対の文官優位にある。このため技術をさげす

む傾向がいまだに色濃く残存している。この

ことが独自技術の継承や開発という点でおろ

そかにされた傾向はないか。韓国と台湾の工

業化プロセスを比較する意味の一つは経済開

発における技術力或いは技術開発力に対する

考え方と大いに関係する。図表24は米国を

100とした場合の対比において技術能力指標

と技術開発能力の国際比較を行なった資料で

ある。韓国、台湾においては技術能力の差以

上に技術開発能力の差が拡大することに注目

する必要がある。このことは経済開発におけ

る韓国方式と台湾方式の差異となり、韓国が

産業立国を目指しているのに対し台湾が技術

立国を目指している差のように考えられる。

台湾の技術開発能力は下表には記載されてい

ないがこの時点でフランスに並びドイツとの

差は5ポイント弱である。工業化プロセスの

第3段階における韓国の大きな課題がここに

あった。

 図表24:技術能力と技術開発能力の比較(1989年)
              (1挺f立:'Ef 'Jl'ドノレ ・96)

国・地域名

特許許可

? 数

@(A)

技  術

f易額
@(B)

技術集約

ｻ  品

A出額
@(C)

製造業付

ﾁ価値額
i億ドル)

@(D)

技術能力

w  標
iA＋B＋C
{D)/4

技術開発

¥力指数

@(注)

米 匡1
50，185

i100. 0)

14，092
i100. 0)

502，270
i100. 0)

 8，766
i100. 0) (100. 0) (100. 0)

1」 本
 54，743
i109. 08)

 7β40
i52. 09)

364，686
i7！. 89)

 8，456
i96. 46) (82. 38)

(55. 22)

韓 国
 1，182

i2. 36)

  899
i6. 38)

27，242

i5. 37)

  551

i6，28) (5ユ0) (3. 66)

台 湾
10β97

i20. 72)

  598

i424)
27，694
i5. 46)

  529
i6. 03) (9. 11) (16. 46)

(筆者注)製造業付加価値額は小数点以下を四捨五入した。また、技術開発能力指数

  は技術能力指数に技術開発資源(研究隣j発費)および技術開発成果として
  の技術輸出額を加えて算定したものである。算式は省略した。
(出所) 宋降水「アジアNIEsの］:業化過程」i≡1本経済評論社、1999年。 p. 193、196. 

(4)市場開発

  韓国企業が独自の行動をはじめる時期であ

 り、国内市場が相応に育成されるなか、海外

 市場は米国、日本偏重から脱皮せざるを得な

くなる時期でもある。図表2-23からも米国、

日本以外のシェア急増がみられ輸出市場構造

の変化が確実に読み取れる。また、韓国の用

途別商品の純輸出(図表25)を見ると工業化

プロセスの進展に伴なってその規模拡大によ

る数字の変化は見られるものの、素材・中間

製品及び資本財の輸入によって完成品である

消費財を生産し、国内市場を越える生産余剰

を輸出し、それによって外貨を獲得する構造

そのものに基本的変化はない。ただ、1990年

に入ると素材・中間製品並びに資本材輸入が

急増しており、韓国の固定資本形成がどの程

度拡大し、産業構造が資本集約的技術集積型

への変化を示しつつあるのか注目する必要が

ある。

図表25:韓国の用途別商品の純輸出(輸出一輸入)推移

               (. 1にf立:晃ゴフ了ドル〉
197ユ年 1975年 1980年 1985年 1990年

鉱物姓燃料 一172 一1，280 一6，608 一6，405 一10，345

素材-中間製III＝1「1 一1，046 一1，288 一1，598 一2，872 一20，685

資  本  財 一537 一871 一1β92 一1，364 一5，717

消  費  財' 428 ！，246 5β11 9，792 22，019

合     計 一1β27 一2，193 一4，787 一852 一4，828

(ti'rlりD i度辺不IJ夫・く1)lI竪rりJ 「11匡正ll糸釜｛斉づ邑互造1論」 5物草. ｝！｝:房、 2000イト。 p. 58

3. 台湾の3段階「工業化プロセス」

 台湾の「工業化プロセス」が韓国と共通した3

段階をたどりながら、その政策手法は韓国と異な

った。台湾は、日本統治時代の有形、無形の遺産

効果が大きく残る有利な初期条件の下で、戦後復

興に向けて再スタートを切った。1949年に蒋介石

率いる大陸の国民党政府(中華民国)がその本拠

を台湾に移し(台北遷都)主導権を掌握した。こ

の結果、台湾は200万の人口が急増し、自給のた

めの経済開発と大陸からの自立という二つの命題

を同時に解決する必要に迫られる。内政では大陸

からきた国民党の外野人と以前から台湾に住む本

省人(台湾人)の対立が社会の二重構造を形成し、

これが政治、経済の二重構造に発展する。このよ

うな社会環境のなかで、台湾の経済開発は蒋介石

による国家主導型経済開発(開発独裁)の「工業

化プロセス」をたどる。経済開発の立案主体も国

民党の理工系官僚が中枢を占め米国式開発手法を

大幅に取り入れた。しかし、人口の80％近くを占

める本省人社会のなかでの経済開発は、本省人の
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協力と利害の一致なしには不可能であり、おのず

から国家の介入は韓国に比べより間接的になっ

た。技術立国を念頭においた経済開発政策は当初

国民党の大企業が牽引したが、ほどなく本省人の

中小企業を中心に置いた政策に転換されこれがそ

の後の経済発展につながった。このような背景の

違いは資本蓄積資金の調達、技術の導入と開発、

労働力育成、市場開拓、金融システム等に対する

意識や考え方の違いにつながり、同じ3段階の

「工業化プロセス」をたどりながらも韓国と著し

い差異を生じる。

 ところで、台湾は韓国より約10年先行して経済

開発計画を開始した。1953年差「第1次経済建設

4ヵ年計画」である。台湾の初期条件は韓国に比

し相対的に恵まれていた。一つは米・糖(砂糖)

産業が戦後いち早く回復し輸出商品として年間1

億ドル程度の外貨獲得に寄与したこと。二つは、

日本統治時代の発電施設・道路・鉄道・港湾等の

社会資本や工場施設等の生産資本が戦後の修復で

比較的早期に再利用可能になったことである。こ

のこともあって、米国の台湾(中華民国)に対す

る戦後復興援助は1949年にいちど中断された。と

ころが1950年に朝鮮戦争が勃発し米ソ冷戦下の国

際関係が極度に緊張する。台湾は中国に対する最

前線に位置し、国防予算の捻出と国民党移住によ

る人口増加に対応する自給自立が緊急課題になっ

た。外貨節約のため輸入を減らし、早急に輸入代

替産業を育成することが経済を安定させる上で不

可避になった。1951年に米国援助は再開されたが、

このような事情もあって「第1次経済建設4ヵ年

計画」は米・糖産業による外貨収入と米国援助の

配分による台湾の自立計画になった。当時「最大

の問題は市場ではなく資本と外貨の不足にあっ
         
た。」といわれた。台湾が積極的に「輸出指向型

工業化」に政策転換するのは1958年以降になる。

その経済開発過程を大まかに分類すれば、1957年

までの「輸入代替産業育成型工業化」の第1段階、

1958年以降～1970年代の「輸出指向型工業化・重

化学工業化」の第2段階、1980年以降の「ハイテ

ク産業指向型工業化」の第3段階である。その間、

1970年代は重化学工業化に併行して資本財・中間

財の輸入代替を進める「第2次輸入代替工業化」

の時期が併存する。なお、1960年代半ばから米国
                
の参戦が本格化したベトナム戦争が特需を生み出

すことになり、この時期の台湾にとって直接、間

接に対米貿易の拡大につながり外貨獲得に寄与す

ることになった。そして、1993年を期限とする第

10次をもってこの経済開発計画は終了した。韓国

との比較においてその特徴をとらえると、エズ

ラ・F・ヴォーゲルのいう次の言葉にその違いが

象徴される。「蒋介石が、経済を発展させる上で

スーパー・テクノクラートにかなりの独立性を許

容して、いわば取締役会の議長のごときものであ

ったとするならば、朴正煕は重要な意思決定を自

分自身で行なう前線指揮官に似ていた。」(原訳文
   
のまま)即ち、「国家主導型経済開発」という点

では韓国と同じであるが、朴世煕の直接統治に対

し蒋介石のそれは間接統治と表現できる方式であ

った。これが開発計画の立案方法の違いに出てく

る。

(民生主義…「資本節制」と「冨の均等」)

 台湾の経済開発を考察する上で忘れてならな

いのが、大陸での中国共産党との内戦に敗れた

国民党がもたらしたものに、旧統治者日本に代

わる新しい思想があったという点である。そし

て、国民党の流入による人口急増が台湾の国内

経済を混乱させたという事実だけでなく、彼ら

が大量の金(きん)を含む資本や文化遺産等の

物的資本に加え、その後の経済開発の中枢を構

成した人的資本をもたらしたことも考慮する必

要があろう。しかし、それまでの台湾には浸透

していなかった思想をもたらしたことの影響は

48 隅谷三喜男・劉進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 99

49 ベトナム戦争(1963クーデタ～‘73和平協定)では韓国・台湾ともに派兵を申し出た。中国との関係を考慮した米国

 は台湾の申し出を断り、韓国の派兵は実現した。この結果、台湾は物資調達面で協力することになり結果的に輸出拡大

 につながった。韓国はこの時期派兵に伴う役務提供による貿易外受け取りが増大した。韓国・台湾にとってベトナム戦

 争の与えた経済効果は大きい。

50 エズラ・F・ボーゲル・渡辺利夫訳「アジア四小龍」中央公論社、1993年。p. 75
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もっと大きかったと云わざるをえない。それは

孫文の「民生主義」思想である。この思想が現

実にどのような考え方や解釈をもって経済開発

に影響し、どのように変遷したかを知ることは

台湾の経済開発政策の方向性を理解する上で極

めて重要になる。

 国民党はこの民生主義を当初は都合のよい自

己解釈を行なって資本を国家に集中させた。台

湾に本拠を移した初期段階から生産部門と金融

部門の統制に強く介入し、民生主義による「資

本節制」(私的資本を抑制し、国家資本を発展

させる)を基本にした産業政策と体制理念を展

開した。戦前の日本企業から接収した産業のす

べてを官営企業化し国民党の支配下においただ

けでなく、銀行も完全に掌握した。中央銀行の

代理機能を果たす台湾銀行は開発銀行の役割も

兼ねることによって金融統制機能の中枢を担っ

た。そして、資本と権力の「集中化」を実現さ

せたのち、民生主義の「冨の均等」という考え

のもとに、少しつつ資本と権力の「分散化」を

図った。本省人(台湾人)との共生を図るため

の政策理念の変更と考えてよい。米ソ冷戦によ

る緊張が増大する国際関係のなかにあって、国

民党は人口の8割以上を占める本省人(台湾人)

社会のなかで経済運営を行なうわけであり、必

然的に本省人の考え方との衝突は避けられな

い。蒋介石の国民党はこの民生主義を利用して

当初は資本を国家に集中させ、次第にこれを

「冨の均等」という本来の主張に戻した。すな

わち「集中」した資本と権力を少しつつ「分散」

させた。台湾の環境がもたらした産物という評

価もできるが、このことがかえって経済開発に

貢献したとの見方もできる。

 孫文の民生思想は「地権平均と資本節制」に

ポイントがある。地権平均とは冨の均等という

概念であった。彼はその「建国方略一実業計画」

という建国綱要において「中国実業の開発は2

つの経路に分けて進むべきで、1つは個人企業、

2つは国家経営である。国家経営より個人経営

に適合することはすべて個人に任すべきで……

個人に任すことのできない、あるいは独占性が

あるものは国家が経営すべきである」(訳原文
        らま
のまま)と主唱した。蒋介石はこれを次ぎのよ

うに解釈した。「民生主義とは資本制に反対す

ることではない。……だが、小人数による経済

勢力の寡占と小人数による社会富の独占に反対

するのである。……資本節制とは私的資本を節

制するばかりでなく、国家資本を発展させるべ

きことである。」とし、「節制資本は私的資本を

制限することではなく、私的資本を政府の調節

および管制のもとで計画的に発展させることで
               ら ある。」(訳原文のまま)と主張した。この結果、

当初、蒋介石の国民党政権は旧統治遺産をすべ

て国有とし、日本時代の企業はすべて公営化し、

企業、金融、貿易の3つを統制することになる。

これを、少しつづ民営化、自由化していく過程

が台湾の経済開発の大きな特徴になる。国民党

政権の政策変更の狙いが本省人との融和にあっ

たにせよ、これが外資導入と技術の直接移転に

結びつき、その後の輸出指向型工業化を促進す

ることになった。

 しかし、戦後の資本設備不足による物資の深

刻な欠乏、国共内戦による戦費の増大、経済混

乱による財政収入不足等による悪性インフレに

対して早急な対応が必要であった。国民党(中

華民国)の台北遷都後の早い時期に彼らが実施

した政策に通貨改革と農地改革がある。1949年

に実施された通貨改革は旧台湾元を廃止し1対

4万元の換算率で新台湾元に移行した。いわゆ

る、デノミネーションの実施であった。この結

果、1950年代前半には物価の狂乱騰貴は収まり、

これらが物価安定に対する人々の信頼へとつな

がりその後の台湾の貯蓄率上昇に寄与すること

になった。一方の農地改革は3段階で実施され

た。1949年の「三七五減租」、すなわち最高小

作料を37. 5％に制限するもの、1951年の「公地

放領」政策、すなわち旧日本から接収した公有

地の一部を農民に払い下げるもの、そして第3

段階は1953年の小作人に土地を開放する「耕者

51宋立水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 80

52 同上p. 80
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有其田」政策である。他方、国民党政権は生産

部門を中心とする公営企業に優先的に低利融資

を実行した。このため生産は急速に回復し1952

年ごろには戦前の生産水準まで回復したとされ
らヨ

る。このことは、この後の公営企業民営化と併

せ、国民党が考える「資本節制」を少しつつ変

更していることを意味する。とりわけ、農地改

革が順調に進んだことは台湾における社会経済

改革の大きな成果とされるが、これは政策を実

施した国民党が大陸からの移住者であり、自身

が土地を保有していたわけではないことを考え

れば理解しやすい。ともあれ、通貨改革と農地

改革はその後の台湾における経済開発の初期条

件に有利に作用した。

1)第1段階(1953～60年目

  この第一段階は自給自立のための経済開発で

あるが、同時に米国の国際戦略下の経済開発と

いえる。「資本節制」の更なる緩和と民業支援

政策が前面に打ち出された。1953年に開始した

輸入代替産業工業化を目的とする第1次経済建

設4ヵ年計画以降、1950年代はできるだけ外貨

 を節約し国内産業の育成を図る時期であった。

多くの開発途上国で行なわれる政策と同じく輸

入制限や高関税を導入しつつ国内産業の保護を

行なった。例えば、ゴム、石鹸、マッチ、電球、

小麦粉、木材防腐剤の6産業については1953年

から「工場設立制限規定」を発動し輸入制限を

行なうと同時に低生産性資本財の他への転用を
     
実施する。この時期の特徴は公営企業のうちセ

メント、製紙、農林、工面の四大公営事業を民

営化(1954年)を実現し、民業活性化による輸

入代替産業あ育成を目指したことにあった。こ

れらに伝統的食品産業や上海から移ってきた紡

績産業が加わり、食品、紡績、セメント、製紙

四部門の輸入代替産業の育成が効を奏し産業の

牽引車の役割を果たした。食品工業はもともと

伝統的基盤を有す分野であり、とりわけ砂糖に

代表される糖業は輸出指向型産業として歴史的

にも実績があり既に外貨獲得に貢献してきた。

セメント、製紙は台湾の資源立地型開発による

産業育成の典型例であった。紡績産業がこの期

に驚異的成長を遂げその後の台湾産業の基盤に

なったことは大きな特徴とされる。戦争直後、

台湾での紡績工業は需要量の5～10％を満たす

に過ぎず、供給不足の大部分を上海からの輸入

によって賄われてきた。国共内戦における国民

党の敗色が強くなる1948年頃から上海の紡績資

本が台湾に積極移転しまたたく間に地場産業と

して発展し完全に輸入代替産業化を果たすこと
  らら
になる。このような地域を越えた産業移転は経

済開発においても極めて珍しく注目に値する事

例となった。そして、砂糖を除けばいずれも輸

入代替型産業として大きく成長した。

 この時期もっとも注目すべき特徴は、国民党

政府の産業政策の転換と民間産業に対する保護i

育成政策である。これは本省人中心の中小企業

育成に大いに関係した。すなわち、「資本節制」

(私的資本を抑制し、国家資本を発展させる)

政策は国民党の指導理念であり官営企業優先政

策の楯となってきた。これが、この時期にさら

に大きく変更されたことである。劉進慶は、こ

れを「民間産業育成政策の導入を余儀なくされ

た」としつつ、背景には、内発的要因によると

ころもあるが、その背後に、援助政策に伴なう

米国の「自由主義経済」指向の意図が大きく影

響していた側面を看過できないとして、民業発

展の外宮要因としての国際的契機に政策転換の
      
起因を求める。結果として、これらの政策の変

更は、外資導入による技術の積極導入に結びつ

き、1960年代以降台湾の輸出指向型工業化の大

きな誘因となった。そして、上記4つの部門は

いずれも輸出産業として発展し台湾経済の牽引

車になった。台湾はこのような現実優先の時宜

を得た政策の段階的変更を遂げながら、次第に

国家主導の直接統治から間接統治の色彩を強め

ていくことになる。

53

墲
T
5
5
6

朝州照雄・劉文甫編「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。p4～6

同上p. 6

隅谷三喜男・白鍵慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 104～105

同上p. 105
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 同時に1950年代は米国の援助資金により旧統

治時代の社会資本の修復と強化が更に図られた

時期でもあった。第1次経済建設計画期はこの

ような輸入代替産業育成と社会資本の整備期に

当たるが、それよりも、国民党政権が「冨の均

等化」に向かって次第に本省人による中小企業

を中枢に据えつつ経済開発を展開していくとこ

ろに台湾の特性をみることができる。その後の、

経済開発はこのような文脈の展開のなかにある

ことを理解するとわかりやすい。

 台湾では1960年代の早い時期に既に民間企業
             らア
と公営企業の生産額が逆転した。

 官業民業共棲の経済開発であると表現できる

が、民間の経済力はその後さらに拡大し、公営

企業の占める比重は縮小する。民間主導の経済

体制、しかも中小企業中心の経済開発体制が確

立された。この大きな流れは今日も大きく変化

していない。これをもって経済の二重構造と云

われるが、実態は本省人(台湾人)と三省人社

会の二重構造を写したものである。政治権力は

外二人たる官が掌握し、経済の実権は本省人中

心の民が掌握する。この構図は1987年に戒厳令

が解除され、1989年に本省人の李登輝が総統に

就任するまで続く。「国家主導型経済開発」は

このような構図のなかで実施された。したがっ

て、この場合の国家主導型とはどちらかといえ

ば国家指導型であり政策誘導型になるといわざ

るをえない。そして、経済の主体が本省人によ

る民間企業にあるとすれば政府も民間も互いが

対立するよりは実益をとる方式を採らざるをえ

ない。本省人の立場からみれば、大陸から国民

党の大量移入という予期せぬ事態が経済開発の

初期条件に加わった結果であった。しかし、国

民党がなければ米国の援助はなかったであろう

し、そうだとすれば今日の台湾はなかったかも

知れない。ともあれ、台湾ではこの政経二重構

造が経済開発の成果にむすびついた。大きな理

由の一つはその後の国際関係にある。世界で孤

立しながら中国に対峙する「台湾の自給と自立」

という点で官民は完全に利害の一致をみたから

である。

(経済開発計画と立案機構)

 台湾の経済開発計画は1953年の第1次に始ま

り1993年を計画期限とする第10次をもって終了

する。その間数次にわたり10年計画としての長

期展望が出されることになるが、1997年以降従

来型の計画は消滅する。韓国も同様であった。

ただ、初期条件の差異が経済開発の計画立案手

法の差異として出てくる。台湾も蒋介石による

戒厳令下の軍事政権であり、「国家主導型経済

開発」という開発独裁方式である点は韓国と同

じである。しかし、「朴正煕の直接統治」に対

し「蒋介石の間接統治」の違いがあった。

 これを指してエズラ・F・ヴォーゲルは「蒋

介石が、経済を発展させる上でスーパー・テク

ノクラートにかな' 閧ﾌ独立性を許容して、いわ

ば取締役会の議長のごときものであったとする

ならば、朴正煕は重要な意思決定を自分自身で

行なう前線指揮官に似ていた。」(原訳文のまま)

               ら 
と両者の違いをこのように表現する。これが計

画立案過程における立案機構の違いにも出てく

る。韓国では、重化学工業化推進の一時期その

実権が重化学工業委員会にあったことを除き、

一貫して経済企画院が大統領秘書室と連携しつ

つ計画立案の中枢にあった。台湾ではその時々

の重点的政策対応に従い組織を変更するか異な

った組織が計画立案の中心になった。そして、

この計画立案機構の違いが当然経済建設計画の

内容に影響した。

(経済開発計画の立案者)

 今一つ、韓国との大きな相違は、経済開発計

画の立案者と立案機構にあった。台湾では中国

本土から連れてきた米国留学組を経済開発計画

の中心に据えた。彼らは理工系出身の官僚であ

57 1952年段階の工業(製造業)生産の官民企業別構成は官業56. 2％、民業43. 8％に対し、1963年段階では官業40. 6％、民

 業59. 4％になり、はじめて官民比率が逆転する。(隅谷三喜男、劉元慶、徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、！995

 年。P. 101)

58 エズラ・F・ヴォーゲル・渡辺利夫「アジア四二龍」中央公論社、1993年。p. 75
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つた。孫文の民生主義を採りながら、米国の計

画手法を学び、米国の政策手法を導入した。こ

の方式は後になって微妙に変化するのだが、韓

国が大筋において当初から日本方式を導入した

のと対照的であった。このことは、経済開発に

おける資本蓄積と技術蓄積手法における政策の

違いとなって現れた。たとえば、1950年代の初

期段階から外国投資の促進を計画し、米国のス

タンフォード工業研究所に委託して投資方針評

価を行ない、それに基づきいち早く電子産業な

どの外資系企業と外国技術を導入する方針を打
          ら 
出したことなどである。(朝元・劉［2001］)こ

れは1960年に実施された「投資奨励条例」によ

って法律上の制度保証を確立し、その後の投資

促進と技術革新を飛躍的に進捗させることにな

った。このような市場刺激的技術政策の積極導

入は韓国にみられない台湾の特徴であり、理工

系官僚が計画立案の中枢にあったことが反映さ

れたと考えて良い。これらはその後の経済開発

に大きく影響し、後にアジアのシリコンバレー

といわれる1970年代後半の「新竹科学工業六区」

構想につながる。このように、台湾における技

術優先の潮流とハイテク産業の育成の萌芽は

1950年忌に創られた。

図表26:台湾における経済開発計画の立案・実施主体

総 統(大統領)(戒厳令下の最:高司令官)

     (1949/5”一1987/7)

行政院(内闇府)(院長)    「1防部

糸i斉開発司画 経済開発立案機構 (現)和斉逮 委員会

   政兼立案
i携ぎ場刺激的敬策鰍譲誘麗健畿駅

経済部
財政部

生産部門ぐ一一一一一一レ販売部門く一一一一一一レ'・論融部騰

公営石業 ［1内市場

…
重

一等企業

体霜漁
外資企業

旦噂燃. 

ギ金融絞鋼鴛

…単一一一為替相場

…輸出腿塒

 輸  出

制度

 以上の説明を図式化すれば図表26に概括さ

れ、台湾の経済開発計画と主要政策の流れを整

理すると図表27のようになる。特に、経済開発

計画の推移をみると、立案部門に統一性がなく、

現在の経済建設委員会(経盛会)が1977年末に

できて以降はじめて一貫した組織がこれに当た

ることになる。当初から経済企画院が中枢にあ

った韓国とは違い、台湾のそれは現実即応の柔

軟な組織であったとも云えるが極めて分かりづ

らい。

図表27:台湾の経済開発計画の推移(1953～‘95)

計画立案機構 軸鍵謝力年言圃 計画期間 彗∫徴

○生産事業管理委員会(生釜ム) 復興期

雛軸町回建笈業化・ζ1要盤 。魯・ 炉 ノ鵜∵識瓢贈. 

○紅斉安定麦節会(心安会) 第i次 1953～'56

○    々 第2次 1957～'60

差口、肥牲、電力、糸ガ、

H品セメント、製紙

｝2轍揃向型礫化唾化学工業孝と第廠覇鰭鷺;蝶花      吋

○米口困臥運用委員会(. 目抜ム) 第3次 1961～'64

○国際升 1合作院展委員会(二合会) 第4次 1965～'68

輸出指向刑工業化推進、

�E民官業の逆転

○    々 第5次 1969～'72

○経済 辻委員会(経設会) (注) 第6次 1973～'75 ‘73｛卜「一卜大開L」

○    々 第7次 1976～'81 「新竹科学二「業園区」

13汝臓鑑ク獲叢指向鍵盤樂｛暮騰成㈱    蹴1     曝 ，

○糸所建没委員会(丁丁会) 第8次 1982～'85

々 第9次 1986～'89

技桟｛」ハイ'クr業成
F亀子機器・牛導イ軒梢段

?搏凾ﾌ策略竹1業化政策

4彦イァク篠業旛向型鍵盤鯵溌墨準準   ，、，

○経済廷設委員ム俺廷丁) 第10次 1990～'93

々 ［泳建設6が耐画 1991～'96

十プ新興産業、アジア
ｾ平←rオペレーション
Zンター

(江)経済廷設委員/'N(再建会)…1977年末にできた組織でその任務は「1家経済廷設

 の計画、審峨、調整と審丹を担！1。政府と公営企＃IIの大型予算は経建会の審E
 を経てその是正と、荊画詞整を図った。198511にはイ二会巴里条例として立ti化
 され'IL久組織として今日に至る。60上記の｝、i画立案』機構は計画期間ごとに整然

 と区分されているものではない。また、長期i，i'画は1965年に第1次10ヵ年計画
 (‘65一一一'74)、 (未承、)、つづいて、第2次(‘71～'80)、第3次C80～'89)

 と発表されたが、次第に長期展望的となり、2000年経済展望C86～2000)を
 もって大きく変質する。
(出所) ，JS元照雄・劉文甫「台｛，. Jの糸‘剤井1発政策」勤ゴr，｝房、 p158付表5を引用加筆。

(1)資金調達・配分

  資本蓄積資金の調達は国内貯蓄率との相関
         
 関係が大きいが、この期の台湾では米国援助

 と輸入代替型工業化による外貨節約がこれに

 大きく貢献した。1960年以降に始まる外資導

 入の活発化と輸出増大に伴なう外貨獲得の増

(
》
O
l

民
」
ρ
0
ρ
0

朝元照雄・劉文甫編「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。p27

朝元照雄・劉文甫「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。P. 31

台湾の貯蓄率の推移は次のとおりであり、相対的に高い水準で推移している。

195！～‘85年 1951～‘63年 1964～‘74年 1975～‘85年

国民貯蓄率 20. 6 8. 0 22. 0 31. 6

国民純貯蓄率 15. 7 4. 0 17. 4 25. 9

家計貯蓄率 10. 6 3. 5 12. 0 16. 3

国民純貯蓄率は固定資本減価償却を控除した額を国民純生産で除したもの。

(出所)宋立水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 58
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加という資金の拡大循環過程と比較すると、

この期は自立経済の確立に向けて政策布石を

行なった時期に当たる。その意味で1951年か

ら1965年まで台湾に対する米国援助の窓口と

なり、資金使途の大筋を決定した米援会(米

国援助運用委員会)の活動と果たした役割は

大きい。米国援助の比重推移を示した図表28

のとおり、195！年以降60年までの年平均でみ

ると米国援助が台湾国民総生産の7％、総投

資の45％を占めた。第1次経済建設4ヵ年計

画開始間もない1955年にはこれが総投資の

73％に達した。この援助が資本蓄積資金の調

達にいかに寄与していたかがわかる。

  図表28:台湾における米国援助の比重推移  (単位:％)

年別 国民総生産 総投資 総輸入

1951 7. 81 54. 12 52. 44

1952 8. 39 54. 73 59. 3ユ

1953 6. 89 49. 06 49. 89

1954 6. 58 4LO3 44. 32

1955 9. 72 72. 90 77. 3ユ

1956 6. 11 38. 02 38. 41

1957 4. 49 28. 37 30. 33

1958 6. 81 40. 89 40. 36

1959 6. 83 36. 29 32. 53

1960 6. 40 31. 68 33. 61

1961 6. 73 33. 68 31. 89

1962 3. 83 21. 51 20. 21

1963 3. 65 ！9. 95 19. 13

1964 1. 87 9. 99 9. 73

1965 2. 34 10. 31 10. 47

1966 1. 35 6. 36 6. 26

1967 0. 65 2. 64 2. 69

1968 0. 16 0. 63 0. 59

1951～‘60年
@  平均

7. 00 44. 71 45. 85

(出所〉朝元照雄・劉文甫編著「台湾の経済開発計画」勤草晋房、2001年。p . 34

 一方、1954年と1961年半主要業種別資本形

成状況を見ると図表29にみられるとおり、食

品、紡績、非鉄金属鉱物(セメント)、製紙

の民営部門の資本蓄積は群を抜いて高く、ま

た官営部門の代表たる化学(肥料)の伸びも

著しい。第1段階の輸入代替産業育成の基本

方針に添って資本蓄積投資が行なわれたこと

がよく分かる。

表29:台湾の主要業種別資本形成状況(1954年/1961年比較)

      (上位5業態)           (単位:后が万元)

＼
固定資産 在庫 合計 倍率 増加額 割合(％)

言ほ954年

@ 1961年

3，718

Q1，549

2，082

V，990

5，800

Q9，539

5. 1 23，739 100. 0

1)食 品  913

U，615

679

P，788

1，592

W，403

5. 3 6，811 28. 7

2＞紡 績 604

R，141

327

Pβ86

 931

S，587

4. 9 3，596 15. 1

3)化 学  443

Q，877

274

X58

 717

R，835

5. 4 3，118 13. 1

4)非鉄金

@属鉱物

298

P，521

115

R00

413
P，82ユ

4. 4 1，408 5. 9

5)製材・

@竹木

l18

W41

103

S67

221

P，308

5. 9 LO87 4. 6

製 紙 3ユ0

W68

87

Q40

397

堰C108

2. 8 711 3. 0

(その他 省略〉

(出所)隅谷三喜男・劉進慶・トゥ照彦「台湾の経済」東労〔大学出版会、1995年G

  P. l11より抜粋引用。

(台湾の金融統制)

 台湾の金融システムは日本統治時代からの

金融機関と台北遷都(1949年)とともに移転

してきた中央銀行等中華民国の金融システム

があるため金融機関の二重構造をみせる。し

かし、戦前からあった台湾銀行が中央銀行の

役割を果たし、遷都後も通貨の発行権を中央

銀行から委託され広範な機能を発揮してい

る。また、元来は民間銀行であった第一、華

南、彰北の三大商業銀行も戦前の日本人持ち

株が政府に肩代わりされただけでなく、1955

年の政府命令により銀行保有の他行株が政府

持ち株に変更されたため、株式の過半数以上

が政府名義となり実質的に政府銀行になつ
 

た。1989年の銀行法改正まで民間銀行の新規

設立は僅かの例外を除き認可されていないの

で、台湾銀行はもとより、銀行は全て政府の

完全統制下におかれたことになる。とりわけ

本省人系一般銀行は1991年まで戦後46年間一

つも認可されなかった。国民党政府は異常な

までに金融市場への新規参入を認めず、徹底

した金融統制を行ったことが分かる。金融市

場は図表30の図解に示すように、公営という

政府の統制下にある制度金融セクターとそれ

以外という意味で制度外金融セクターから成

り立つ。制度金融セクターは政府の所有する

金融機関と一部民営銀行、信託、保険とその

他の金融市場で構成されているが事実上はい

ずれも政府の圧倒的優越な支配のなかにあ

り、この傾向は1970～1960年代にさかのぼる

ほど強力であった。1980年代の半ばから世界

的な金融自由化の機運がたかまり、グローバ

ル・スタンダードに適応すべく台湾の金融改

革が急速に進む。これも、戒厳令解除(1987

年)や李登輝の登場(1989年)と無関係では

ない。民営化推進と金融改革の象徴的な動き

62 植木三郎編「台湾の金融事情」アジア経済研究所、1969年。p. 52～53
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が1989年の銀行法改正である。これ以降、一

般銀行が急増する。一方、制度外金融のシェ

アをみると1976年に32. 1％、1986年には実に
           ヨ
41. 0％に達したといわれ、金融統制をかいく

ぐる地下金融の存在の大きさが分かる。これ

は韓国も同様であり開発途上国の宿命といえ

る。

    図表30:台湾の金融システム

財政部・中央銀行

詩到」 1蔓二 金 南虫

1)金融機関

銀行

商業銀行

専業銀行

2＞金融市場

中央預金保険会社

保険壷口(生・損保〉

信託会社

貨幣市場   (手形割弓D

資本Tl∫場   (株式・

外為市場   (外国為替)

郵便貯. 金

制度外金融    高利貸・地下投資会社・族系内信用・

    企業間貸付・隣居者相互貸付(講)等

(出所)隅谷三喜男・劉進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、

  1995年p. 205を引用・変更

 表31は台湾の銀行数の推移を銀行法改正等

の節目ごとにみたものである。これを見ると、

1989年の大幅な銀行法改正までは民営になる

銀行はほとんどない。しかも、数少なく認可

した民営一般銀行はいずれも外資系、華僑系

のみで本省人品一般銀行は戦後46年間1つも

認められていない。外資系、華僑系に限って

みても極めて例外的であるとされた。ただ、

1975年の新銀行法制定を機会に、従来から台

湾に根づいてきた庶民金融である無尽会社を

1976年7月に改組して7つの地区別民間系中

小企業銀行として認可したがこれも地場の強

い要請にやむなく実現させたもので金融の力
      
としては弱い。このように、異常なまでに国

民党政府は金融市場への新規参入を認めなか

った。そうなると、本省人が自由に金融を利

用できるとすれば制度外金融市場しかない。

伝統的にアジアに共通する地下金融が台湾に

おいても特有なものとして存在した。そして、

比較的最近まで、そのシェアは実態金融市場

の35％前後を占め、制度金融市場は残りの

65％であると見なされてきた。因みに、制度

外金融(地下金融)のシェアをみると先述の

とおり、1976年に32. 1％、1986年には実に

41. 0％に達したといわれ、いかにその存在が
           ら無視できないかがわかる。韓国と同じく経済

の潤滑油としての地下金融圏が必要悪として

根強く存在してきたことを認めざるを得ず、

中華世界に独特の機能として幅広く活躍しま

た社会的認知度も相当高いとみる必要があ

る。したがって、公的金融統制がおよぶ大企

業はともかく中小企業が中心である台湾の場

合、政府による金融統制が実質的にどこまで

およんでいたかは推測の域をでない。しかし、

いずれにせよ制度金融市場における政府の金

融統制はその資金配分による支配だけでなく

許認可の上で厳然とした強い支配力を有して

きた。

   図表31:台湾における銀行数の推移

:鵜鴬嚢繋鋤簾 飛ゑ営醸鑓霧、藁 民営銀行 外国銀行分行

妻舞轍毒 無難雛 1鎖テ類 鞍懸蜘 銀行数 支店数 銀行数 支店数

1962 ，宮・・畑 'エ ヴ. 

綾織;砦 1 1 1

1975
ヴ 。嬬、r  . F

七 φF

畷蛎:磁ζご 4 ！2 ユ2

1978 騰蜜魏・・ 瑠ぎ鋤霊 9 105 13 13

1979
; ■呼 ‘  ' イ Ψ弼肖 「」げ  」 @〃

11 112 13 13

1989 鑓畜3鰻 綴織礁 〆塾2鰐 ll 228 33 38

1991
間うρ  R 翠

?朝〃

癬ξ・搬 舞1鍵 似

12 287 36 47

1992 毒鑓懇
几， 皿， 、・    匿

fへ馬        伊
27 416 36 50

1995 墨搬講 買噌ぽz
?E毒2彫 惣灘量 29 827 38 58

(注)公営専業銀行:中国輸出入銀行、交通銀行、中国農民銀行、中央信託局、台湾

     省合作金庫、台湾土地銀行、台湾中小企業銀行。 (7)
 公営商業銀行:台湾銀行、台北市銀行、高雄市銀行、第一銀行、華南銀行、彰
     イヒ銀そ了。  (6＞

 民営商業銀行:中国国際商業銀行、世華聯合商業銀行、華僑銀行、上海銀行、

     および各地の中小企業銀行等。 (29)
(出所)朝元照雄・劉文甫編著「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。

  p. 131より抜粋。

(2)技術開発

  台湾の初期条件からみると、戦前からの教

 育システムという高度化された社会の一般的

 仕組を観察することができるが、技術と技術

 開発の視点に絞れば、高等技術教育は少なか

 つたとされる。一部に日本への留学生があり、

 日本統治の後期に台北帝国大学の理工系入学

 者が数名いるとされる程度であった。むしろ、

 戦後の国民党の台北遷都に際し、多くの米国

 留学組が政府のブレーンとして組織に組み込

 まれ、経済開発の初期段階から計画立案の当

63 回忌水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 205

64 隅谷三喜男・旧註慶・徐「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 197、229

65 同上p. 205
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事者として参画し、1980年代の半ばぐらいま

では技術官僚が圧倒的に権力を発揮した影響

の方がはるかに大きい。国民党が人的資本と

しての理工系官僚を優遇し、時に一般官僚の

数倍の報酬を保証することにより人材の活用

を図ったことは、その後の経済開発において

技術重視の開発(台湾でいう発展)計画につ

ながり、技術導入と技術開発の両面における

政府の計画的政策となって濃厚に表れた。

 台湾では資本の蓄積過程における資金調達

の手法にも1950年代の早い段階から外国資本

の直接導入に伴なった技術移転と、技術提携

による技術の導入推進が政学的に開発計画の

なかに盛り込まれた。先に述べたスタンフォ

ード工業研究所に対する投資評価の委託等は

このような技術重視の萌芽であり、この流れ

はその後の政策に強く影響を残した。むろん、

資金調達の有力手法である借款形式もその多

くはタイド・U一ン(使途紐付き融資)であ

ったことから、この形式による技術導導入も

大いに考えられたが、資本投資や技術提携に

比較して技術移転が直接的且つ継続的かどう

かの点で一般的に見劣りした。ここでは、台

湾の経済開発期における技術移転の実態を外

国資本の直接投資および技術提携の視点から

考察したい。台湾の技術重視の制度的萌芽は、

1954年の「外国人投資条例」にある。この狙

いは外国投資を積極的に誘致することによっ

て、資本蓄積と技術移転の同時促進を図かる

ことにあったが上手く行かなかった。理由は

内外企業の扱いを区別したからである。1960

年にはこれらの反省と教訓を踏まえ内外同一

扱いの「投資奨励条例」を導入した。これは、

国内企業と海外企業の扱いを全く同一にする

だけでなく、知的所有権の保護なども織り交

ぜた積極的な制度内容であった。そして、

1962年導入された「技術提携条例」は技術導

入をさらに促進するものとなった。同時に米

国顧問団の提言とされる輸出加工区の設立は

当時ベトナム戦争による特需ブームに乗り、

外資導入と技術提携が急速に増加した。第2

段階で詳述する。

 一方技術提携に関する相手先別構成は図表

32記載のとおりであり、どの分野の技術導入

が多いかを示した業種別集約度は図表33によ

って判明する。これもやはり、米国と日本か

らの導入が多いのが大きな特徴であり、とり

わけ日本からの技術導入は観察期間中の60％

強を占める。そして1952～‘72年に集中して

多いことが特に目立つ。台湾も米国、日本か

らの技術導入件数が圧倒的に多く、日本のシ

ェアは1952～‘79年累計で実に70. 26％に達

する。ここでも米国、日本依存度の高さが明

確に現れる。技術導入の業種別内訳(図表33)

をみると、電子機器製造、化学工業、機械機

器、金属の順に多く、電子機器部門への集中
           
度が高いのが特徴である。

 図表32二台湾における技術提携の相手国別推移
               (単. 位:件数、％)

期 間 合 計 米 国 日 本 欧 州 その他

1952～‘79 ！，318(100) 254(19. 27) 926(70. 26) l16(8. 80) 22(L67)

1980～‘92 2，465(100) 644(26. 13) 1β52(54. 85) 376(1525) 93(3. 77)

1952～‘92 3，783(100)1 898(23. 74) 2278(60. 22) 492(13. Ol) l15(3. 04)

(出所)宋立水「アジアNIE sの］':業化過程」E］木経済評論社、1999年。 p. 11

図表33:台湾における技術提携の業種別集約度(単位:％〉

業    種 1952～‘79 ！980～‘92 1952～‘92

1)電了一電機製品製造 25. 57 3095 29. 08

2)化学］1業 19. 27 20. 16 19. 85

3＞機械機器製造 16. 39 ！l. 12 12. 95

4)基本金属・金属製造 13. 96 9. 66 ユ！. 16

5)サービス 1. 59 9. 05 6. 45

6)プラスチック・ゴム 5. 16 4. 67 4. 84

7)非鉄金属・鉱産 4. 17 3. ！2 3. 49

食品・飲料 3. 19 3. 65 3. 49

9)紡績 2. 96 L50 2. Ol

以下省略

(出所) 1司」二 Pユ13

(3)労働力育成

  日本統治時代から制度化された一般教育シ

 ステムが生み出す質の高い人材が台湾の労働

 集約的工業化段階において貢献した。しかし、

 技術移転と技術開発の視点に絞れば、台湾の

 高等技術教育は未発達とされ、むしろ、大陸

 からきた米国留学組の理工系官僚が政府のブ

 レーンとして発揮した影響が大きいとされ

 る。国民党が人的資本としての理工系官僚を

 優遇し人材の活用を図ったことは、技術重視

 の経済開発につながり、技術導入と技術開発

 の両面に積極的な政策となって現われる。こ

66宋立水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、！999年。 p. 113
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れらについては前項を参照されたい。

(4)市場開発

  図表34から第1段階の貿易相手国をみると

 輸出入ともに米国、日本がその中心を占め韓

 国と共通する。その内容をみると、第1段階

 での輸出！ま日本およびその他国が圧倒的に多

 く、米国向け輸出はきわめて少ない。輸入は

 援助の見返り購入で米国が最も多く、日本が

 これに次ぐ。その後、輸入は対日依存度を一

 層深め、輸出は対米依存度を深めるが、劉進
           
 慶のいう「三環構造」の萌芽はこの段階から

 既に窺える。

 図表34:台湾の対米・日輸出入構成推移(1952 一 95年)

                  (単位:％)
台    湾

1952 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1994

米 国 3. 5 4. 4 11. 5 21. 3 38. 1 34. 1 34. 1 48. 1 32. 4 26. 5

日 本 52. 6 59. 5 37. 7 30. 6 14. 6 13. 1 11. 0 ll. 3 ユ2. 4 12. 3輸
出 その他 43. 9 36ユ 50. 8 48. 1 47. 3 52. 8 54. 9 40. 6 55. 2 612

合 計 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0

米 国 45. 7 47. 5 38. 1 31. 7 23. 9 27. 8 23. 7 22. 4 23. 0 21. 1

輸
入

日 本 31. 2 30. 5 35. 3 39. 8 42. 8 30. 6 27. 1 27. 6 29. 2 29. 0

その他 23. 1 22. 0 26. 6 28. 5 33. 3 41. 6 49. 2 50. 0 47. 8 49. 9

合 計 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 100. 0 ！00. 0 100. 0 100. 0

(出所)隅谷三喜男・劉進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年、p. 47。

  早立水「アジアNIEsの＝「業化過程」日本経済評論社、1999年、 p. 251。

2)第2段階(1961～79)

  この期に米国の援助が終了した。台湾経済が

 「輸出指向型工業化」を本格的に推進し、「十大

建設計画」(1973年)にみられるごとくフルセッ

 ト型の産業発展を目指して飛躍を試みる。一方

で、1971年の中国(中華人民共和国)の国連加

盟、台湾(中華民国)の国連脱退、ニクソン訪

中(1972年2月)、日中国交正常化(1972年9

月、平和友好条約締結は1978年)、米中国交樹

立(1979年)等台湾をめぐる国際関係はこの時

期激動し、深刻な影響を受ける。結局、米国、

 日本と台湾の国交は断絶される。1952年の日華

(台)平和条約締結と日本経済の高度成長に併

行して連携が深まった日・台関係やそれまでの

米・台関係が一時は懐疑的になるが、政経分離

のなかで米国、日本、台湾の経済関係はむしろ

深まる。国際関係のなかでの孤立化が進むなか

で、台湾はかえって経済的自立を強化すること

になり、「誰にも頼れない、自分を頼るしかな

い」いう政治、経済的国際環境のなかで経済力

こそ自立の源泉であるとの認識を強める。この

段階で台湾は金融自立と技術立国の考えを一段

と強固にしたとみてよい。このことは、その後

の台湾経済が韓国に比べて極端な米・日偏重を

みせず、適度にその他の国々とのバランスを保

つ平衡感覚と経済リスクに対応するリスク・ヘ

ッジの考え方が、市場の確保のみならず資本蓄

積資金の調達、技術開発、人材の育成等に現わ

れる。韓国との微妙な違いはこの辺りにある。

アジアの他国に先駆けて欧州との経済関係を強

化したのも台湾である。そうしたなかでも米国、

日本の比重が高いことに基本的変化はない。

(1)資金調達・配分

  台湾の資本蓄積資金の調達は、韓国と異な

 り外国直接投資が中心であった。これは「投

 資奨励条例」のような制度的受け入れ体制が

 整備され、経済が安定していたことからカン

 トリー・リスクが相対的に低くなったことが

 大きい。図表35に示すとおり、この時期外国

 直接投資の件数、金額がともに急増する。当

 初は件数において華僑資本、金額において外

 国資本が多いが、1974年以降華僑以外の外国

 資本直接投資が件数・金額ともに急増し突出

 する。その内訳をみると、1964～73年におい

 て件数で日本が484件、米国が186件、金額で

 米国が46％、日本が！9％。1974～85年でみる

 と金額面で米国、日本のシェア合計が72. 8％
     
 を占めた。

 件数において華僑資本が多いものの、外国

資本とりわけ日本、米国からの直接投資が件

数・金額において抜きんでているのが特徴で

ある。米国投資は件数・金額ともに微増であ

りゃや横這い気味である。これに対し、日本

企業は1980年以降件数・金額において断然の

一番になっている。1952～‘90年でみると件

数・金額ともに日本企業がもっとも多い。と

りわけ、件数では米国の2倍以上あり、一方

米国は一件当たりの金額が大きい。近年、欧

67 隅谷三喜男、劉進慶、徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 46～48

68 宋引水「アジアNIEsの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 100～105
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州その他地域からの投資が増加傾向にあるの

が目に付くが、ここでも、台湾、米国、日本

のトライアングルが構成されていることが顕

著に判明する。

 表35:台湾における時期別外国投資の内訳推移
               C【ゴフj'ドル、 ％)

＼
合 計 1952～‘63 1964～‘73 1974～‘85 1986～‘90 備 考

合 計

件数 5，773 189 1，726 1，536 2，302 増加

金額 13，251 73 1，024 4，062 8，092 急増

華僑資本

件数 2，188 114 988 645 441 減少

金額 1，953 28 254 892 779 漸減

外国資本

件数 3，535 75 758 891 ！，861 急増

 金閣
i1人1訳)

11，298

i100. 0)

  45

i100，0)

  770

i100，0)

 3，170

i！00. 0)

 7，313

i100. 0＞

急増

日本資本

件数 1，819 37 484 379 919 急増

金額 3，682

i32. 6)

  7
i15. 6)

 147
i19. 1)

 977
i30. 8)

2，552

i34. 9)

急増

i漸増)

米国資本

件数 811 33 186 287 305 漸増

金額 3，292

i29. 1)

  37

i822)

 353
i45. 9)

1，331

i42. 0)

1，571

i21. 5)

微増

i急減)

欧州資本

件数 408 1 39 78 288 急増

金額 2，011

i17. 8)

0. 1

i0)

 159
i20. 6)

 391
i12. 3)

1，460

i20. 0)

急増

i増加)

その他

件数 548 4 49 149 350 急増

金額 2，313

i20. 5)

  1

i2. 2)

 111

i144)

 471
i14. 9)

1，730

i23. 6)

急増

i増加)

(出所)隅谷三喜男・劉進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。

  p. 115-116. 
  また、宋立水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。

  p. 100～105を参照した。

 また、参考までに制度金融市場における間

接金融(銀行貸付)と直接金融(市場調達)

の割合を図表36で調べる。1970年代から1985

年位までは70～80％が間接金融に頼っている

が、金融・証券改革気運が高まってくる1980

年代の後半から直接金融の比率が急速にシェ

アを高める。1995年にはその割合が間接金融

6割、直接金融4割に大きく変化する。いか

に台湾における資金調達構造が短期間のうち

に改革されているかがわかる。ところが、

1989年12月末時点の間接金融に占める政府系

金融機関(公営銀行)の占有率をみると、ひ

きつづき、預金取扱いにおいて87. 1％、貸付
                
において84. 4％の独占状態を示す。直接調達

市場の割合がここまで拡大されてきたにもか

かわらず、間接金融に占める政府系金融機関

の割合が依然としてかくも高いことは、1960

～‘ V0年代の直接調達市場の発達していない

状況にあっていかに政府の金融統制が徹底し

ていたかが推測できる。外資の導入について

も政府がその許認可を通じて統制していたこ

とを勘案すると台湾における金融統制は経済

開発の工業化プロセスにおいていかに大きく

且つ重要な開発推進のツールであったかを示

すことになる。孫文の民生主義にもかかわら

ず、国民党政権にとっていかに金融が重要な

地位を占めていたかを示すものである。韓国

の金融統制がより直接的であるのに比較すれ

ば、台湾のそれはより間接的であるが、結局

金融統制の効果において台湾のそれは韓国に

勝ぐるとも劣らないと考えるべきであろう。

図表36:台湾における間接金融と直接金融の比較推移

               (単位:百万元〉
間接金回虫 直接舗虫

年 金融機関

ﾝ出総額
シェア
i％)

貨幣市場 資本市場 ンェア
i％)

合 計 シェア
i％)

1970 91，865 75. 7
一 29，480 24. 3 ！21，345 100. 0

1975 369，132 80. 7 1，700 86，714 19. 3 457，546 100. 0

1980 LO22，756 74. 5 86，613 263，412 25. 5 1，372，781 ユ00. 0

1985 1，839，602 68. 7 309，816 528，094 31. 3 2，677，512 100. 0

1990 4，982，482 57. 8 662，016 2，981，283 42. 2 8，625，781 ！00. 0

1995 10. 800ρ15 58. 8 1，406，641 6，165，245 4L2 ユ8，372，201 100. 0

(出所)朝元照雄・劉文甫編著「台湾の経済聞発政策」勤草書房、2001年。p. 136

(2)技術の導入と開発

  台湾の高度技術の導入は直接投資による技

 術の直接移転が大きい。韓国との差異の一つ

 はここにある。図表33に示す直接投資の件数

 はそのまま直接技術移転の件数を示すものと

 考えてよく、金額の大きさは技術移転の規模

 の指標になる。このように見ると第2段階は

 台湾の経済開発政策の進展に併行して外国技

 術の導入が大幅に増加し、その後の発展基盤

 を確固にしたと考えてよい。特徴としては華

 僑以外の外国技術導入が急増したことにあ

 る。

 台湾の科学技術政策は経済開発計画立案の

中枢を占めたスーパー・テクノクラートであ

る技術官僚の立案によるところが大きいこと

はこれまで述べてきた。これを大まかに分類

すると1976年頃までの基礎段階、1986年頃ま

での発展段階、そして、それ以降の技術開発

における先進国へのキャッチ・アップ段階の
          ロ三日半なると云われる。これは、経済開発計

69 隅谷三喜男・乱言慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、！995年。p. 200

70 三元照雄・劉文甫「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。p. 52～56
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画における輸出指向型工業化、第2次輸入代

替型工業化の時期から、ハイテク産業育成期、

そして1990年代以降のハイテク産業発展期と

ほぼ一致する。その考え方には労働集約型産

業から一刻も早く資本・技術集約型産業に移

行しなければ労働コスト面で他のアジア諸国

から追い上げられ製品の国際競争力を失うの

ではないかという現状に対する危機感が背景

にある。そして、予定した科学技術における

先進国化が必らずしも順調に進捗していない

ことへのあせりも見られる。台湾はこれまで、

先進国それも米国・日本という資本・技術・

市場のトライアングルの中で活路を見出して

きた。しかし、このトライアングル構造から

脱し経済的自立を確立するには技術開発にお

ける自立しかないという考え方であろう。そ

のように考えると1960年に制定された「投資

奨励条例」に伴なう外国技術の積極導入は台

湾のその後一貫した技術移転の基本になって

おり、同時に技術開発能力を進展させる上で

大きな原動力となった。この第2段階の後半

はこのような危機感から台湾独自の技術立国

を目指した苦悩の時期に相当した。

(3)労働力育成

  当時の歳出に占める国防費は1966～67年平

 均で57％を越えており、治安・警察費5％を

 加えると60％以上が国防関連の歳出であっ

 た。こうしたなかで、注目すべきは教育研究
                ユ
 費が！5％を占めていたことである。教育の普

 及、教育水準の向上を重視する政府の方針が

 明確に現われていた。因みに、1967年の小学

 校への入学率97. 5％、中学校進学率55. 1％、

 高校進学率79. 3％、大学進学率は77. 5％であ

 り、通してみると国民のほぼ33％が大学に進

 評するという驚異的数字である。義務教育年

 限は1968年に6年(小学校まで)から9年

 (中学校まで)に延長された。高等教育の充

 実が戦後台湾の特徴であり、経済開発の成否
               ア 
 の一つは教育行政にあるといえる。

 ところが、高度な技術に対応できる労働力

の有無は初期条件の有利性に左右されること

は間違いないにしても、経済開発の段階によ

って、そこで求められる労働の質的内容は大

いに変化する。労働集約的な工業化段階、即

ち、本稿で云う第1段階では、マニュアル化

された作業をこなし得る能力は初期条件の教

育水準によって決定される比重が高い。これ

に対応する労働力は台湾では比較的確保しや

すかった。義務教育就学水準が高くかかる労

働に耐え得る能力を有していたからである。

そして、労働コスト優先の比較優位が確保で

きる限り製品の国際競争力が維持できた。一

方、台湾が資本・技術集約的工業化段階に近

づこうとするほど、そこではより高度な技術

を有する労働力が求められる。そして、これ

に対応できる人材育成は経済開発の工業化過

程での科学技術政策に大きく影響される。台

湾では、中小企業が経済の牽引車の役割を果

たし輸出に貢献した。労働集約的工業化段階

ではこの中小企業が技術移転の内容とその技

術を担いそして継承する人々を育成できた。

しかし、資本・技術集約的工業化段階になる

と中小企業の限界がでてくる。大企業であれ

ば高度な集積技術を組織的且つ長期にわたる

社内訓練システムの中で独自技術を身に備え

た人材が大量にしかも継続的に育成されてく

る。台湾は、政府としての技術政策と先端的

技術の開発力においてすぐれた面を有しつ

つ、どちらかといえば、外国留学生、とりわ

け米国留学生が一部の企業で実践(生産)面

を担当してきた。しかし、従来型の中小企業

ではかかる留学生が就業する誘因は少ない。

しかし、研究開発の成果を実際に活かすため

には、企業に「求められる技術に対応した生

産能力」をもたせなければならない。産学共

同の成果が期待されるが、台湾ではこれがい

まだに浸透していない。例えば高等教育修了

者である学士、修士、博士の就業分布を1998

年の配分状況で見ると、学士の67. 4％、修士

71 植木三郎編「台湾の金融事情」アジア経済研究所、1997年。p. 17によれば、同じ基準年度で経済建設費は9％、社会

 衛生関係費は7％である。

72 植木三郎編「台湾の金融事情」アジア経済研究所、1969年。p. 17
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の52. 4％、博士は35％程度が産業界に就職す

る。そして、博士の64. 5％が大学関係で職を
        ヨ
得ているとされる。ここで、先端技術の開発

を大学の人材に期待し、そしてそれを製品開

発にむすびつける上で産学連携が重要になる

が、それらの人材を活用する実践の場という

意味での企業群に不足した。資本集約・技術

集約型産業の育成に対応できる構造変革が必

要であった。台湾の工業化プロセスにおける

第2段階の人材育成の苦悩はこのようなとこ

ろにあった。

(4)市場開発

  台湾における生産額は1960年半の初めに民

 営企業が公営企業を上回った。それ以降中小

 企業中心の経済は台湾の特徴として公営企業

 に対する民営企業、すなわち大企業と中小企

 業の構図として二重経済を形づくった。この

 過程にあって、大企業を中心とする公営企業

 はもっぱら国内市場向け生産に傾斜し、海外

 向けの輸出は民営企業である中小企業と外資

 系企業が担ってきたとされる。この期の輸出

 の担い手を図表37からみると、本省人を中心

 とする台湾民族資本が総輸出の70％を超え後

 年に至るほどさらに増加する。1976年当時、

 電子機器や化学品の輸出に占める外資比率が

 異常に高いことは資本関係を通じた親会社と

 の紐付き輸出(OEM)とみられる。これが

 1984年になると大幅に変化しており、次第に

 民族資本にシフトする過程が推定できる。

 図表37:台湾の輸出に占める民族資本と外国資本の寄与度

                   ＝ cYo)
全輸出 紡績 電子機器 化学品

外資 現地 外資 現地 外資 現地 外資 現地

1976 28. 6 71. 4 37. 8 62. 2 82. 4 17. 6 93. 9 6. 1

1984 23. 0 77. 0 32. 0 68. 0 59. 0 41. o 43. 9 63. 1

(出所〉宋立水「アジアNIE sの二［業化過程」日本経済評論社、1999年。 p 268

3)第3段階(1980～95)

 1980年代以降の台湾は独自の展開をはじめ

る。背景にアセアン、中国等の後発アジア諸国
                    ア 
・が飛躍的経済発展をみせはじめたことがある。

 (世界銀行［1994］)人件費の上昇等により台湾

の労働集約的製品の国際競争力に劣化がはじま

る。米国、日本市場への絶対的依存に陰りが見

え始め市場の多角化を余儀なくされる。自らの

活路を切り開くため海外進出を展開し資本移転

を開始する。ベトナム戦争以来緊密関係にあっ

たインドシナ半島周辺への積極進出がはじま

り、ホンコンを通じた中国貿易が拡大する。新

竹科学工業国区に代表される資本集約的高度技

術の独自開発力を強化するかたわら、一方で金

融の国際的自立が課題になる。1971年の国連脱

退、そして1980年に入ると台湾は)、世界銀行

体制という国際金融の枠組みから完全にはずれ

た。さいわい、冷戦構造から生まれる国際緊張

の中で米国、日本資本に依存しながら資本蓄積

を果たしてきたが、市場の多角化は資本関係の

変化を余儀なくされる。台湾がこの期に抜本的

金融改革を断行しえたことの一つはこのような

危機意識が根底にあった。この底流を理解して

おく必要がある。

(の 資金調達・配分

  先の図表35を参考にしつつこの期の特徴を
                    ら
 見るため具体的内容に踏みこんでみたい。

 1986年以降、日本が台湾投資のトップに立ち、

 件数、金額で全体の49. 4％、34. 9％を占めた。

 米国、日本の合算ではそれぞれ65. 8％、

 56. 4％に達した。この頃を境に、欧州からの

 投資が増加をはじめる。1952～‘90年の累計

 でみると件数、金額ともに日本がもっとも多

 く、1，819件(シェア50. 7％)、3，682百万ドル

 (同32. 6％)、次いで米国が811件(同22. 6％)、

 3，292百万ドル(同29. 1％)となり、米国、日

 本を合算すると件数で70％以上、金額で60％

 以上を占めた。1952年に締結された日華(台)

 平和条約は日・台間の経済交流の枠組みとな

 り、日中国交正常化(1972年)後もこれが維

 持、拡大された。いわゆる政経分離の交流で

 ある。米国、日本との強固な資本関係のなか

 で、他のアジア諸国の追い上げにあう台湾の

 苦悩が始まる時期である。

つ
」
凶
4
反
」

7
7
-
7

朝元照雄・劉文甫「台湾の経済開発政策」勤草書房、200！年。p. 71

世界銀行著・白鳥正喜監訳「東アジアの奇跡」東洋経済新報社、1994年。

宋差水「アジアNIE sの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 104～105
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(2)技術開発

  この期は台湾が高度技術開発推進のため多

 くの模索を試みる段階である。科学技術政策

 と新竹(しんちゅう)科学工業園区について

 ふれる。

(経済開発における科学技術政策)

 台湾の科学技術政策の根底には一日も早く

資本・技術集約型産業高度化を図らなけれ

ば、他のアジア諸国に追い上げられ自らの国

際競争力を失なってしまうという危機感があ

った。1983年行政院公布「高級科学技術人材

の育成と招聰を強化する方案」や、1991年に

「投資奨励条例」の後継版として制定された

「産業高度化促進条例」はその後の科学技術

政策の基本になる。この政策が次世代技術開

発の鍵になると考えたが、解決すべき三つの

駐路(ボトルネック)が存在した。一つは中

小企業中心の従来型技術開発手法では高度な

技術集約型産業に対応不可能であった。二つ

は産業高度化に必要な定着型・資本投下型産

業育成に中小企業特有の短期利益追求の考え

が障害になった。中小企業中心型経済方式の

劣化と限界を意味し、大企業との連携の必要

性は従来型中小企業の存在を否定する。三つ

は、冷戦構造の終焉した国際関係のなかで台

湾の不安定性を極力除去することであり、対
        ア 
中関係が重要になる。最初の2つはこれまで

存在した社会経済の二重構造という初期条件

の延長から一刻も早く脱皮せよという警鐘で

あり、3つめは米ソ冷戦構造という初期条件

が解消された今日一刻も早く新たな国際関係

を構築すべきであるという警鐘であろう。

2002年1月、台湾は中国と前後してWTOに

加盟を果たした。米国、日本偏重からの脱皮

と、新たな国際関係構築の必要1生が生じる。

新竹科学工業徳日はこうした隆路を打開し新

しい産業構造の抜本的再構築を試みる壮大な

実験として設立された。

(群竹科学工業園区)

 1979年公布の「科学工業園区の設置管理条

例」に基づき1980年に開設され、幾多の試練

を経てアジアのシリコンバレーといわれるほ

どに成長した。台北から高速道路で90分の距

離にある。新竹(しんちゅう)科学工業園区

は総面積577ヘクタール(開発完了用地:

1995年現在)の広大な面積を有すサイエン

ス・パークである。その内訳は工業区291ヘ

クタール、住居区49ヘクタール、研究区22ヘ

クタール、公園・緑地99ヘクタール、道路

106ヘクタール、その他10ヘクタールで構成

される。台湾の技術政策を結集してつくられ

たアジア版シリコンバレーである。ここは、

研究開発の基地であり、実験基地であり、実

践(生産)基地である。そして生活都市であ

る。園区内の居住地区にはスーパーマーケッ

ト等の生活施設、バイリンガルプログラムを

併設する高校までの教育施設、スポーツ施設、

病院、銀行、郵便局等の生活利便施設、税関

オフィス、通信ステーション、弁護i士・会計

事務所等のビジネス支援施設が完備され、日

常生活のほとんどすべてが園区内で完結す

る。排水処理施設も整備されておりここで浄

化された水は公園内の植物、木々のために循

環利用される。1995年時点の進出企業はIC

関連56社、コンピュータ・周辺設備関連47社、

情報通信機器関連36社、光エレクトロニクス

関連26社、精密機i械・機器関連18社、バイオ

テクノロジー関連9社の合計192社(うち外

資系34社)の先端産業群が集結する。園区内

企業の年間売上高合計113億ドル、年間研究

開発費3. 1億ドル。近くの新竹(しんちゅう)

市中心地区には国立理工系の精華大学、交通
            ア 
大学、工業技術研究院がある。1998年にこの

科学工業園区へ就職した帰国留学生は3，057

人に達し、同年帰国した台湾全体の留学生の
          マ 
33. 2％がここに集中した。台湾の技術政策の

集積がここにあり、自ら研究開発を行ない独

自の最先端技術を保有したいとする意気込み

R
)
7
0
0

7
7
7
」

隅谷三喜男・二進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年。p. 148～153

北九州輸入促進センター(KIPRO)編「北九州レポート集」(2)(非売品)、1997年。 p. 145～153

隅谷照雄・劉文甫「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。p. 66～67
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が汲み取れる。設立当初はこの科学園区に対

する進出企業が少なく、1954年の外国人投資

条例と同じくうまく稼働しなかったといわれ

る。ところが米国留学生に園区活性化の意見

を求めたところ、「家族と一緒に暮らせる職

住近接型でなければ発展しない」という結論

に達し今日のような施設になり大成功をおさ

めたという。現在、高雄(カオシュン)に2

番目の科学工業園区を建設中である。

(3)労働力育成

  台湾がいかに技術重視の人材育成に腐心し

 てきたかはこれまでの説明から十分理解でき

 る。理工系官僚が経済開発の中枢にあったこ

 との影響が大きいのは当然として、資源賦存

 に乏しい台湾が持続した安定的経済成長を遂

 げようとすれば国際競争力の高い技術水準の

 維持と独自技術の開発に頼る以外にない。李

 登輝は1991年に従来の4ヵ年計画を延長した

 「国家建設6ヵ年計画」(1991～96年)を発足

 させた。計画の柱は①西太平洋の金融センタ

 一、②交通・情報の中継センター、③科学技

 術の基地しての成長、の3つである。これら

 を支える人材の育成こそ台湾経済の将来を方

 向づける。

(4)市場開発

  先ず、台湾の中小企業の輸出に占める割合

 を図表38によってみたい。中小メーカーによ

 る直接輸出だけでなく、中小商社が零細企業

 に代わって輸出を担っている構図が良くわか

 る。また、中小メーカー・商社の合計が占め

 る輸出割合は全体の60％以上に達しており、

 台湾の輸出の担い手が中小企業であることが

 明らかである。結論から先に云えば、台湾の

 貿易構造は輸出市場が米国、日本に偏ってい

 る点と輸出の担い手が中小企業であることに

 特徴づけられる。

図表38:台湾における中小企業の輸出における地位

             (単位:百万ドル、％〉
中小メーカー 中小商社 合 言1'

198！年 10，559 (71. 8) 4，832 (61. 1) 15，391 (68，1)

82 10，613 (73. 5) 4，858 (62. 5) 15，471 (69. 7)

83 10，926 (669) 5，001 (569) 15，927 (63. 4＞

84 12β79 (62. 5) 5，666 (53. 2) 18，045 (59. 2＞

85 12，897 (64. 6) 5，903 (54. 9) 18，800 (61. 2)

(注)①中小企業の斬喧出額は輸出総額から大企業の輸出額を引いたものである。大企

  業とは資本金4000万元以上のメーカー、売上額4000万元以上の商社をさす。
 ②(〉内はメーカー、商杜それぞれの輸出剛体に占める中小の割合を示す。
(出所)隅谷三喜男・劉進1憂・7余照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年置p. 146

 次に、台湾の貿易相手国をみる。米国と日

本が輸出、輸入において一貫して中心を占め

てきたことがわかる。実質的な中国貿易は返

還前の香港を通じて行なわれ、輸出で10％内

外、輸入で3％程度であった。1980年以降増

加傾向が顕著になるが、その間も米国、日本

の圧倒的比重の大きさは変わらない。欧州で

は次第に石西ドイツの比重が増大するが、輸

出入共に5であり、米国、日本の比重とは比

較にならないほど低い。そうした環境のなか

で、台湾の輸入はますます対日依存を深め、

輸出については対米依存度を深める。図表39

は米国、日本とのこれらの関係を示したもの

である。しかし、単独では米国、日本の依存

度を維持しつつ、バランスよくその他地域

(主として中国)の交易を維持拡大している

のが別の特徴と云える。

図表39:台湾における貿易相手国とその推移(1955～‘90)

              (単位:百万ドル、％)
米 国 日 本 その他 合 計

輸 出

1955 5 (4. 4) 73 (59. 5) 45 (36. 1) 123(100. 0)

1960 19 (l！。5) 62 (37. 7) 83 (50. 8) 164(100. 0)

1965 96 (21. 3) 138 (30. 6) 216 (48. 1) 450(100. 0)

1970 564 (38。1) 216 (14. 6) 701 (47. 3) ！，481(100. 0)

1975 1，823 (34. 3) 694 (13. 1) 2，792 (52. 6) 5β09(100. 0)

1980 6，760 (34. 1) 2，173 (lLO) ！0，878 (54. 9) 19，8！1(100. 0)

1985 14，773 (48. 1) 3，461 (11. 3) 12，491 (40. 6) 30，725(100. 0)

1989 24ρ36 (36. 3) 9，065 (13，7) 33，203 (50. 0) 66β04(100. 0)

1990 21，746 (32. 4) 8β38 (ユ2. 4) 37，130 (55. 7) 67，214(100. 0)

輸 人

工955 96 (47，5) 61 (30. 5＞ 44 (22. 0) 201(100. 0)

1960 i13 (38。1) 105 (35. 3) 79 (26. 6) 297(100. 0)

1965 176 (31. 7＞ 221 (39. 8) ！59 (28. 5) 556(！00. 0)

1970 364 (239) 653 (42. 8) 507 (333) 1，524(100. 0)

1975 1，652 (27. 8) 1，812 (30. 6) 2，488 (41. 6) 5，952(100. 0)

1980 4，673 (23. 7) 5，353 (27. 1) 9，707 (49. 2) 19，733(100. 0)

1985 4，746 (22. 4) 5，549 (27. 6) 9，807 (50. 0) 20，102(100. 0＞

1989 12，003 (22. 9) 16，031 (30. 7) 24，231 (46. 4) 52. 265(100. 0＞

1990 12，612 (23. 0) ！5，998 (29. 2) 26，106 (48. 0) 54，716(100. 0＞

(出所)隅谷三喜男・劉進慶・徐照彦「台湾の経済」東京大学出版会、1995年、

  巻末資料P. 6

4. 韓国、台湾の「工業化プロセス」の比較

韓国、台湾は、国家主導型経済開発のなかで四
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似する「工業化プロセス」をたどりながら大きな

成果を収めた。それは、①米国の国際戦略の一環

である援助依存開発期としての第1段階、②米国

に加え、日本が高度成長の帰結として韓国、台湾

へ進出する第2段階、これを米・日依存期と称す

ることも出来よう。そして、③韓国、台湾が自ら

の資本蓄積を増大させ、企業の海外進出、資本の

海外移転を図りはじめて今日に至る時期、いわば

独自の展開をはじめる自立期としての第3段階の

3つであった。しかも、ほぼ共通の時期を経つつ、

類似の「工業化プロセス」をたどった。とりわけ、

第2期はそれぞれがフルセット型産業構造を目指

して重化学工業化を図り工業化の基盤を築く。金

融環境にも恵まれ、世界的なドル余剰期に相当し

資金調達を容易にした。そのなかで、資本蓄積資

金の調達、技術の導入・開発、労働力育成、商品

市場確保のいずれにおいても極端な米国、日本偏

重の絆のなかで経済発展を遂げた。外発的要因を

みごとに活用しながら自国の経済開発を推進し大

きな成功を収めた。韓国、台湾に共通する顕著な

特徴であった。それでいて、開発の具体的施策や

政策手法の詳細をみると明らかな差異がある。そ

れぞれのおかれた初期条件や社会的背景の相違に

起因した。

1)経済開発における政策理念

  ところで、経済開発における政策理念とは何

であったか。韓国、台湾は何を目的として何の

ために経済開発を行ったのか。イデオロギー対

立が激化する国際緊張のなかで、資本主義社会

の一員として自衛と自立のための経済開発を行

ったのは明らかである。しかし、経済開発を必

要とする根本的な理由は何であったのか。「生

 きるため」ということでは共通する。しかし、

韓国と台湾ではやや事情を異にした。

 韓国の場合は、朴正煕の「国民を絶対的貧困

の中から救う」という思想に凝縮されているよ

うに思われる。1965年「日韓基本協定」締結当

時の韓国外務部長官李東元(イ・ドンウォン)

は「朴正煕の考えはただただ毎年春先に決まっ

て訪れる「端境期の克服」だったといえる。」

    ア 
と表現する。朝鮮半島では春先の食糧不足期を

春窮期(ポリコゲ)といいこれを乗り越えられ

るどうかが生きていけるかどうかにつながっ

た。民族統一のみを旗印にしてきたそれまでの

李承晩(イ・スンマン)とは明らかに異なった。

朴は国民を絶対的貧困から救い、韓国を近代化

させるという目的に向かって改革を断行した。

それ故に当時の大方の国民世論に反して対日関

係の修復を行ない、米国援助に代わる経済開発

資金を調達した。そして、直接統治による開発

政策を断行し工業化を実現させた。その独裁的

政治面法が国民世論の反発を激化させたのも事

実である。しかし、今日、朴時代の再評価が行

われている背景には、工業化を通じた韓国の近

代化に対する貢献のみでなく、「絶対的貧困か

らの救出」を目指した政策理念に対する国民の

評価が込められていることを理解する必要があ

る。

 台湾は国民党の台北遷都による人口急増と防

衛力増強に対処する経済開発であった。孫文の

「民生思想」にある「資本節制」と「富の均等」

が蒋介石の開発政策の根底にあったといえる。

しかも、本省人(台湾人)と融和しながら自立

を図る必要に迫られ早い時期に民業優先政策に

転換し、「富の均等」を前面に打ち出した。社

会と経済の二重構造のなかで帰省人政府が本省

人の主力である民業中心の工業化を推進した。

開発手法はいきおい間接統治にならざるをえな

い。1970年代に入ると大陸中国をめぐる国際関

係の変化が次第に台湾の孤立を深めた。外省人

も本省人も「生きていく」上で共生を求めざる

を得なくなる。1988年、李登輝政権の誕生によ

ってようやく「本省人の台湾」が大きく前進す

るが、冷戦構造の崩壊は米・日偏重からの脱皮

を余儀なくされ、ますます台湾の政治、経済的

自立が求められるようになる。

 韓国、台湾の初期条件はその後の大筋の方向

性を決定づけるほど大きな影響を及ぼした。こ

れに、為政者の政策理念や社会背景の変化が加

わり開発手法の違いになった。朝元・劉によれ

79 李東元著、崔雲祥監訳「韓日条約締結秘話」PHP研究所、1997年。 p. 58
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ば台湾の経済開発過程では「富の均等」が開発

理念の根底にあり、民間企業の発展に有利な市

場経済環境の創出と市場機能の発揮が政策の基

本にあった。このことが韓国と異なったパフオ
               
一マンス結果を生み出したとする。(朝元、劉

［2001］)

2)政府の施策

 韓国は経済官僚を、台湾は理工系官僚を計画

立案の中枢においた。実施部門として韓国は財

 閥を台湾は中小企業を中心におき、ともに政府

 による一元的金融統制のもとで経済開発を進め

 た。そして、米国、日本を経済開発の外発要因

 としてビルト・インすることができた。大統領

直接統治型の韓国に対し、総統間接統治型の台

湾といえるが、いずれも「国家主導型経済開発」

 という点で同じであった。外からみると韓国は

官民一丁目なった「韓国株式会社」であり、台

湾はその実「台湾株式会社」でありながら、民

業中心の下からの経済開発であるかにみえた。

工業化プロセスにおいてこれらの違いが微妙

 に、時に大きな政策手法の差異となった。

 例えば、①資本蓄積資金の調達は、当初は米

国援助に頼りつつ、その後、韓国は借款、台湾

 は直接投資を主軸においた。資本支配に対する

考え方の違いが政府の投資政策の違いとなっ

た。1970年代が世界的な金融緩和期にあったこ

 とは韓国、台湾の資金調達を容易にし、ともに

米国、日本からの調達に偏重した。

 ②高度な技術の導入と開発を、韓国は技術提

携と借款、台湾は直接投資と技術提携によった。

台湾は政府主導の技術政策を一貫して継続し、

直接投資による技術移転を推進した。韓国は技

術提携を主軸においたが、技術の導入と開発は

財閥中心の民間企業によるところが大きかっ

た。台湾は中小企業中心の経済開発であるため

一企業の力に限界があり政府の政策に頼らざる

をえなかった。韓国の技術に対する考え方は儒

教の両班(やんばん)思想と無関係ではない。

米国、日本からの技術移転が圧倒的シェアを占

めるなかで、韓国、台湾が［図表24］に示す差

異を生み出したことは示唆的である。

 【再掲】図表24:技術能力と技術開発能力の比較(1989年)

               (i涯1立 :‘｝≒1』V:'ドノレ ・96)

国・地域名

特許許'rj

? 数

@(A/

技  術

f易額
@(13)

技術集約π，Il    l'i4L曳    llq

A出額
@(C)

製造-業付

ﾁ価値額
i億ドル)

@(D)

技術能力

w  標
iA＋B＋C
{D)/4

技術開発

¥力指数

@(注)

米 国
50，185

i100. 0)

14，092

i100. 0)

502270
i100. 0)

 8，766
i100. 0) (100，0) (100. 0)

L1 本
 54，743
i109. 08)

 7. 340

i52. 09)

364，686
i71. 89)

 8，456
i96. 46) (82. 38)

(5522)

韓 国
 1，182
k2. 36)

  899
i6. 38)

27，242

i5. 37)

  55工

i628) (5. 10) (3. 66)

. 乙、  こ赤

P-1 ｛弓
10β97

i20. 72)

  598

i424)
27，694

i5. 46)

  529
i6. 03) (9. 11) (16. 46)

(筆者注)製造業付加価日額は小数点以下を四捨7〔入した。また、技術開発能力指数

  は技術能力指数に技術開発資源(研究開発費)および技術開発成果として
  の技術輸出額を1川えて算定したものである。算式は省略した。
(出所) 宋立水「アジアNIEsの1:業化過程」H本経済｝1・1こ論杜、1999年。 p . 193、/96，

 ③高度な技術に対応する労働の確保にあって

は、労働集約的工業化段階では整備された初・

中等教育が人材供給に貢献した。韓国、台湾に

共通する。しかし高度技術者の育成方法は違っ

た。韓国は財閥中心の企業内育成により、台湾

は中小企業に対する政府の一貫した人材育成政

策によった。

 ④販路としての輸出市場の確保はともに米・

日を主とした。生産と販路の担い手は、韓国は

財閥、台湾は中小企業であったが、日本の総合

商社が果たした仲介機能の役割は大きい。政府

による貿易振興策がそれぞれにとって決定的に

影響した。国内市場狭隙な台湾は図表40のよう

に貿易比率が現在でも80％前後を占める。

図表40:韓国・台湾のGDPに占める総貿易比率
(正｝f'f、童 : 〔f｝6)

1952 1961 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

韓国 15. 4 21. 3 32. 0 57. 8 63. 0 66. 0 53. 4 53. 2

台湾 29. 5 35. 7 53. 0 72. 6 95. 0 82. 0 76. 1 81. 2

日本 18. 7 18. 2 ！9. 0 22. 8 25. 0 23. 0 17. 5 ！5. ！

(注)総貿易比率＝(輸出額＋輸入額)÷GDP
(出所＞1聾堺銀行著・白. li5 TL喜監訳「東アジアの奇跡」東洋経済新報社、1994、 p. 40

  および1「1経済企画庁調イ一局編「アジア経済2000」より作成，，

3)民間企業の対応

 韓国の経済開発はもっぱら財閥中心の企業グ

 ループが実施部門の役割を担い開発計画に基づ

 く生産と販売を行なった。資本蓄積のための資

金調達はもっぱら政府部門の役割となり、これ

が生産と販売の飛躍的拡大につながった。技術

 はこれが身につけば内製化可能である。しかし、

 中小企業に資金循環が行き届かず、専門的技術

開発力を有する中小企業群の育成が遅れた。台

湾は中小企業が開発計画実施部門の役割を果た

80 朝元照雄、劉文甫「台湾の経済開発政策」勤草書房、2001年。p. 81
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した。一般に経済開発過程における民間企業の

政府依存度は、開発政策の集中化、傾斜化もあ

って大きくなる傾向がある。韓国では借款、台

湾では直接投資導入により資本蓄積に対応した

ことが企業の政府依存度の差異を生み、金融対

応に異なった現象をもたらした。韓国では、企

業は生産と販売に専念すれば、資金は政府が調

達してくれるものとの意識が浸透した。これが

恒常化するに伴ない、企業が自力で資金調達す

る意識と努力が欠如し借款に対する債務感覚が

なくなった。次第に採算意識が希薄化し経営活

力の鈍化につながる。1980年代に発生した産業

構造再編は朴時代のフルセット型開発計画その

ものにも問題があるが、むしろ企業経営におけ

る金融意識の希薄化が背景にあった。借金構造

がビルトインされ、負債比率の高い経営体質が

蔓延する。結局、問題の解決は先延ばしされ、

1997年のIMF管理と金大中大統領(1998年就

任)の金融と産業構造の大改革につながる。財

閥トップの現代グループと同3位の大宇グルー

プは解体させられ、朴時代の当初から残る大手

財閥は三星グループのみとなった。

 これに対し、台湾はあくまで中小企業中心、

それも直接投資導入による資金調達が主流であ

った。直接投資は自己資本化するが配当を伴う

ものでありコスト意識なしに経営は成り立たな

い。ここに民間企業の対応に差異を生じさせた。

今日、韓国に求められるのは財閥企業のベンチ

ャー精神であり中小企業化である。台湾に求め

られのは高度技術集積型資本集約的大企業化で

ある。韓国の台湾化、台湾の韓国化というこれ

までと相矛盾する方向が民間企業の対応に求め

られることになった。

4)潤滑油としての金融機能

  金融システム機能の健全な発展は本来経済開

発に併行して求められなければならない。とり

わけ、開発の初期段階では資本蓄積資金の調達

 をいかに円滑に行えるかどうかが計画の成否を

決定的にする。しかも、投資された資金が付加

価値を生み資金循環の課程で拡大再生産に結び

                  
つくことが重要になる。クルーグマンの体制移

行国に対する指摘のように投下資本相当額の生

産にとどまれば付加価値は生まれず資本投下を

継続しない限り持続的な経済成長は望めなくな

る。多くの例にみられるとおり開発計画を開始

した当初は資本蓄積資金が大幅に不足するのが

通常である。韓国や台湾はこの問題を米国と日

本という有力スポンサーと結びつけることによ

って資金の調達を円滑にした。当時の東西冷戦

という国際緊張を上手く利用した面もある。

1970年代の世界的資金余剰期に遭遇したという

幸運もある。この資本蓄積が技術の進歩に上手

く結びつき付加価値を生み出したという意味で

韓国、台湾は他に少ない特徴をもつ。経済成長

に寄与する三大要素として、一般に資本蓄積、

技術進歩、労働力があげられる。1953～'90年

に年平均8. 6％の経済成長を遂げた韓国は資本

の寄与率が67％、同じく1953～'90年に年平均

8. 7％の経済成長を記録した台湾は資本の寄与

率が実に72％を占めた。しかし、後年になると

資本寄与率は縮小し、1982～'93年の台湾でみ

ると経済成長の48. 7％が技術進歩の寄与によ
 

る。いかに資本蓄積が付加価値を生んでいるか

が分かる。ところが、金融の健全な発展という

面ではそれぞれに問題を残した。政府が強力な

金融統制を行ないながら産業支配を継続したこ

とが時間の経過とともに金融システムの劣化と

金融機能の限界をもたらした。これが企業の金

融対応力鈍化につながり金融機関の健全な発展

の障害になった。1980年代に入りそれぞれにお

いて金融改革の必要性を叫ぶ議論が活発化し

た。問題はこのようなシステム劣化に対してい

かに政府が適切、迅速な対応を行ない、金融機

関や企業がこれに素早く応えたかどうかの差異

であった。韓国と台湾は明暗を分けた。台湾は

1970年代に始まる世界的な金融の自由化、国際

化の潮流の中で、国際関係では孤立化の方向を

たどった。韓国と異なりIMF、世界銀行の枠組

みからも外れていた。政治、経済の自立だけで

なく、背後からこれを支える金融の自立が不可

避であった。このような外的環境が金融改革の

81 Paul Krugman fThe Myth of Asia's Miracle］ Foreign Affairs，1994.  p p. 62'一78

82 宋立水「アジアNIEsの工業化過程」日本経済評論社、1999年。 p. 9
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断行を促進した。世界に先駆けてBIS自己資本

比率規制の導入を実施し金融機関の自己体力増

強を図り、金融システムの健:全化を実現した。

この結果、1997年に始まるアジア通貨危機の波

を見事に避け得たし、現在ではアジア金融セン

ターの構築に向かって遇進中である。

 韓国は抜本的金融改革が先送りされ、1997年

IMF管理下に入った。金大中大統領になっては

じめて抜本的金融金融改革が実施された。14行

あった都市銀行は半減し、地方銀行はほとんど

壊滅した。先送りされた分だけその後遺症は大

きかったが、この改革に併行して実施された産

業構造の大調整も短期間にうちに断行され、今

日韓国経済は目を見張るような回復過程にあ

る。IMFの管理下にあったとはいえ、金大中大

統領の業績は南北融和への努力よりは、金融と

産業構造の大改革断行にあったといえるかもし

れない。

む す び

 きしくも、類似した経済開発の三段階をたどり

ながら、同じような発展を遂げた韓国、台湾であ

るが、その内容をみると政策手法に微妙な、時に

大きな差異を生じていることは興味深い。そして、

是は是、非は非とすべきも日本統治時代の遺産が

有形、無形に影響していることも率直に認識する

必要を感じる。それにしても、米ソ冷戦という当

時の国際緊張関係が韓国、台湾のアジアにおける

位置付けを共通なものとし、このことが米国、日

本の支援体制を明確にさせた国際要因は大きい。

その経済開発をみるとき、内発的要因を背後から

大きく支えた外発的要因がヒト(人材)、モノ

(貿易)、カネ(資金)、そして技術の流れにおい

て、米・日を二本の軸足とする循環のなかにみる

ことができる。これからは、近代化を果たした韓

国、台湾が自力による高度技術集積型工業化をい

かに実現させるか、そして工業化の進展に付随す

る環境保全にどのように対処するか、国民を養な

う上で不可欠な農業と工業のバランスをどのよう

にとるか、さらには、韓国、台湾がアジアの安定

にいかに寄与し、世界経済にいかに貢献するか、

これらに対する賢明なる調整と調和こそが、21世

紀に直面する多きな課題となろう。    (完)

 (本稿は筆者の学位申請論文『韓国、台湾の経

済開発一その同質性と異質性一』第2章『韓国、

台湾の経済開発における「工業化プロセス」』原

稿として作成されたものである。東亜大学「紀要」

掲載にあたっては、本文の一部追加修正を行なっ

た他、巻末資料の追加等を行なった。)

(巻末資料)

韓国、台湾の「経済開発計画」一覧表

1 韓国

第1次経済開発5ヵ年計画(1962～1966)

   朴正煕(61～79)

第2次経済開発5ヵ年計画(1967～1971)

   朴正煕

第3次経済開発5ヵ年計画(1972～！976)

   朴正煕

第4次経済開発5ヵ年計画(1977～1981)

   朴正煕(～79)崔平門

第5次経済社会発展5ヵ年計画(1982～1986)

   全斗換(80～88)

第6次経済社会発展5ヵ年計画(1987～1991)

   盧泰愚(88～93)

第7次経済社会発展5ヵ年計画(1992～1996)

   金泳三(93～98)

「新経済5ヵ年計画」(1993～1997)

   金泳三(93～98)

IMF管理下の経済運営金大中(98～03)

   盧武門(03～08)

(出所)李海珠「新・東アジア時代の韓国経済発展論」

税務経理協会、2001年。年表

2. 台湾

第1次経済建設4ヵ年計画(1953～1956)

第2次経済建設4ヵ年計画(1957～1960)

第3次経済建設4ヵ年計画(1961～1964)

第4次経済建設4ヵ年計画(1965～1968)

第5次経済建設4ヵ年計画(1969～1972)

第6次経済建設4ヵ年計画(1973～1976)

 (第7次)経済建設6ヵ年計画(1976～1981)

1950 一一 60

1961 's一 80

コ入代替工業化

米援会改組(‘63)

輸出指向型工業化
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     ・重化学工業化

‘80経済建設10ヵ年計画

1981～  ハイテク産業指向

     工業化

経済建設10ヵ年計画(1980～1989)

第8次経済建設4ヵ年計画(1982～1985)

第9次経済建設4ヵ年計画(1986～1989)

月李登輝総統就任

1988年1

経済建設長期展望(1986～2000)、2000年経済発展

展望

6ヵ年国家建設計画(1991～1996)

1995年:「アジア太平洋オペレーション計画」

1997年「世紀に跨る国家建設計画」(1997～2006)

1997年「'97国家建設計画」

(出所)朝元照雄、劉文甫「台湾の経済開発政策」

勤草書房、2001年。p. 80
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